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１ 地域の特性 

 

 （１） 立地特性 

   山城地域は、京都府の南部に位置し、宇治市、城陽市、向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、

木津川市、乙訓郡大山崎町、久世郡久御山町、綴喜郡井手町、宇治田原町、相楽郡笠置町、和束

町、精華町及び南山城村の７市４郡７町１村からなり、総面積は約５５４km²で、京都府面積の

約１２％を占めています。京都・奈良・大阪を結ぶ歴史的文化地域であり、京都市、大阪府、奈

良県、滋賀県及び三重県に接し、近隣の大都市との交流が活発です。 

   東は信楽山地等、西は西山や京阪奈丘陵等に挟まれ、宇治川・木津川・桂川の合流点を要に山

城盆地が扇状に広がり、河川を臨む地域を中心に市街地が発達し、背後の丘陵地や山地は、茶畑

や竹林を含む緑豊かな地域を形成しています。 

 

 （２） 人口 

   山城地域の人口は、約７０万人で、京都市を除く府内人口の約６０％を占めています。 

   これまで、高度成長期の人口流入で北中部を中心に著しく人口が増加し、近年ではけいはんな

学研都市地域を中心に人口増が続いていますが、山城地域全体としては平成２２（２０１０）年

をピークに減少に転じ、既に本格的な人口減少局面となっており、国立社会保障・人口問題研究

所の推計によると、今後、２０３０年代前半には、ほとんどの市町村で人口減少となると見込ま

れています。 

このような中、今後も一定期間人口増加が見込まれる学研都市エリアや、概ね人口が横ばいの

成熟しつつある都市エリア（乙訓地域・木津川左岸地域）が存在する一方で、人口減少が続き、

町全体が高齢化率５０％を超える団体など過疎・高齢化が進み、今後も更なる人口減少が懸念さ

れるエリア（木津川右岸・相楽東部地域）が山城地域には混在しています。 

 

 （３） 歴史文化 

   山城地域は、奈良時代の平城京と平安時代の平安京の豊かな両文化の影響を受けながら発展し、

『万葉集』をはじめ、『源氏物語』や『平家物語』にも縁の深い地域です。古代遺跡や古墳、恭

仁京や長岡京の史跡、平等院等の世界遺産、神社仏閣、山背古道、大和街道、西国街道、信楽街

道、伊賀街道等の旧街道筋、「日本茶８００年の歴史散歩」として日本遺産に認定された茶問屋

街など歴史的文化遺産が数多く残されています。また、鎌倉時代末の元弘の乱に登場する笠置山、

天下分け目の「天王山」山崎合戦古戦場や、ＮＨＫ大河ドラマ『どうする家康』の主人公・徳川

家康が本能寺の変によって大坂から三河へ難を逃れた伊賀越えの道などの歴史の舞台でもあり

ます。 

さらに、涌出宮の宮座行事、祝園の居籠祭、田山花踊などの祭礼行事や民俗芸能等の伝統文化、

暮らしや地域産業に結びついたお茶文化など山城ならではの豊かな文化に恵まれています。 

 

 （４） 産業 

   山城地域は、全国に誇る宇治茶の主産地であるほか、品質の高い筍、都市近郊の立地条件を生
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かした九条ねぎ、小松菜、ほうれん草、万願寺とうがらし、トマト、えびいもなど野菜の生産地

でもあり、茶と野菜の農業産出額は府内の１／３を占めています。 

また、山城地域は、府内製造業の事業所の約３割が立地する産業集積地でもあり、けいはんな

学研都市には世界的な研究機関等が集積しています。オンリーワンやナンバーワンの技術力を有

するものづくり産業や中小企業も多く立地しており、製造品出荷額等は京都府全体の約３割を占

めています。さらに、新たな工場立地や企業進出など活発な動きが続いており、用地や人材の不

足が深刻化し、それらの確保が重要課題となっています。 

 

 （５） 基盤整備 

近年、大雨や台風など異常気象が頻発しており、災害発生時にはまずは人命を守ることが最優

先ですが、府民生活の基盤となるガスや電力などのエネルギーをはじめ、道路・鉄道・情報網な

どの社会的インフラの早期復旧や農業・産業や社会生活の早期再開が、重要な視点となります。 

山城地域では、これまでに、京都第二外環状道路の開通（平成２５（２０１３）年４月）、新

名神高速道路城陽ＪＣＴ・ＩＣ～八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ開通（平成２９（２０１７）年４月）

等の広域道路網の整備が進んできました。現在は、新名神高速道路が令和９（２０２７）年度全

線開通（大津ＪＣＴ（仮称）～城陽ＪＣＴ・ＩＣは令和６（２０２４）年度開通）を目標に整備

中であり、並走する国道２４号（城陽市寺田～富野）では渋滞緩和等のため４車線化事業（寺田

拡幅）が、また新名神高速道路ＩＣへのアクセス道路として、山城総合運動公園城陽線（城陽橋）、

(都)東部丘陵線、国道２４号城陽井手木津川バイパス、国道３０７号、宇治木屋線等の整備が行

われています。 

京奈和自動車道では大和北道路（奈良北ＩＣ～郡山下ツ道ＪＣＴ）の整備が行われており、奈

良、和歌山方面への利便性向上が期待されます。また、山城地域南部の東西軸である国道１６３

号では、渋滞緩和や学研都市のまちづくり支援等のため、４車線化事業（精華拡幅）や道路改良

事業が進んでいます。 

鉄道では、ＪＲ奈良線高速化・複線化（第二期事業）の開業や北陸新幹線敦賀・大阪間の整備

など、地域のポテンシャルを高めるプロジェクトが数多く進んでいます。 

   これらを背景に、阪神圏はもとより、中京圏、北陸、首都圏にもアクセスが可能となる地理的

優位性が高まるとともに、駅周辺や高速道路のインターチェンジ周辺で、企業、物流、商業施設

等の立地などの動きや、新たなまちづくりがダイナミックに展開しています。 
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２ 地域の将来像（２０年後に実現したい姿） 

 

  山城地域が、今後（概ね２０年後）めざすべき将来像は、次のとおりです。 

 

 

～個性豊かなそれぞれのエリアが魅力を輝かせ、つながり、更に発展する山城地域～ 

 

 

  ○未来に夢が持て、末永く住み、働き、事業を営み続けることができる地域 

  ○互いに認め合い、大切にし合う交流と絆で結ばれた地域 

  ○豊かな自然環境、歴史、文化が生み出す創造と活力に満ちあふれる地域 

 

 

  山城地域では、新名神全線開通などによって飛躍的に高まる地域のポテンシャルを大いに生かし、

これまで比較的開発の進展が遅れていた木津川右岸地域をはじめ、山城地域の全てのエリアで、そ

れぞれの地域の有する魅力を、更に輝かせながら発展していくことをめざします。 

 

  そして、こうした発展による未来への明るい希望の下で、人々が、末永く生きがいを持って暮ら

し、互いに認め合い大切にし合って豊かな人間関係を構築し、さらに、こうした人々の暮らしが営

まれる山城地域が、恵まれた自然環境や、平城京と平安京の中間に位置する中で培われてきた豊か

な歴史や文化が生み出す創造や活力で満ちあふれていくことをめざします。 
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３ 施策の基本方向（基本的な視点、４年間の対応方向） 

基本的な視点 

◆ 山城地域における施策推進に当たっては、新名神の全線開通をはじめ、ＪＲ奈良線の高速化・

複線化、北陸新幹線の新駅設置に向けた動きなどのインフラ整備や、大型商業施設や次世代型の

物流拠点の整備など、飛躍的に高まる山城地域のハード面におけるポテンシャルと、「お茶の京

都」、「竹の里・乙訓」による地域づくりなどソフト対策を生かしながら、その効果を山城地域の

更なる発展につなげていくことをめざし、施策を推進します。 

◆ 地域の将来像に向けて取り組む施策については、引き続き、「お茶の京都」による持続的な地

域づくりを推進するとともに、全ての分野・地域において、人や絆づくり、それを支えるモビリ

ティづくり、そのクオリティを高める山城や京都ブランドの活用を念頭に、京都府のみならず市

町村、府民、企業、大学、教育機関、地域などが組織の枠組を超え、連携と協働の精神の下、横

断的に実効ある取組を推進します。また、施策の推進に当たっては、京都市や近隣府県との連携

を図りながら、より広域的な視点で施策立案に努めます。 

◆ 新型コロナウイルス感染症の世界的拡大を踏まえ、新興感染症等に的確に対応して府民生活を

守るため、医療体制の強化等により感染症への総合的な対応力を向上します。 

 
 

４年間の対応方向 

 ■「お茶の京都」による持続的な地域づくりの推進 

 ○茶の文化的価値や魅力の発信 

 ○地域資源を生かした交流拡大 
 

 ■人づくり・絆づくり 

 ○これからの地域づくり、地域産業等を担う人材の育成 

 ○人材不足を踏まえた雇用対策等の推進 

○児童、生徒、学生、若者の地域社会への参加促進、地域愛を高める仕掛けづくり 

 ○外国人との共生の環境整備 

 ○しなやかで持続可能なコミュニティの創造 
 

 ■モビリティ構築 

 ○生活を支える交通の維持・充実、輸送力の有効活用 

 ○生活道路の整備・安全確保 

 ○既存インフラ資源の活用 
 

 ■山城ブランド・京都ブランドの活用 

 ○山城ならではの「宇治茶」「京野菜」の更なる展開 

 ○世界水準を誇る京都・学研の研究機関や企業との連携・交流によるイノベーション創出 

 ○全国ブランドの観光資源、特産物、食を生かした周遊・滞在型観光の展開 
 

 ■枠組を超えた協働・横断的推進 

 ○連携・協働による「自助、共助、公助」の防災対策 
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 ○組織の垣根を取り払ったプロジェクト推進体制や地域資源をシェアする仕組みの構築 

 ○防災と福祉、防災と農業等の異分野を融合した施策の展開 

 

 ■新興感染症等対策 

 ○オンライン診療、医療機関による健康観察等の推進 

○地域の実情を踏まえた病床機能や病床確保に係る地域の連携強化 

 ○感染状況に応じた業務ルーチンや組織内応援態勢の構築 

 ○自宅療養者の災害時の避難に係る市町村との連携 
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 （１）新名神の全線開通を見据え、それぞれのエリア特性に応じた地域づくりの推進 

 

  現状分析・課題 

   山城地域では、全国トップクラスの人口増加エリア、成熟しつつある都市エリア、基盤整備が

進んでいなかったエリア、そして、深刻な過疎・高齢化が進行するエリアが混在しています。 

   このような中、令和４（２０２２）年度にＪＲ奈良線高速化・複線化（第二期事業）が開業し、

沿線地域の利便性が向上したほか、さらに、令和９（２０２７）年度には新名神高速道路が全線

開通（大津ＪＣＴ（仮称）～城陽ＪＣＴ・ＩＣは令和６（２０２４）年度開通）、国道２４号城

陽井手木津川バイパス整備の進捗が見込まれるなど、木津川右岸地域が新たな国土軸と直結、全

国につながることとなり、これを見据え、広域的な波及効果が期待できる新市街地や施設整備の

プロジェクトが始動しています。 

  こうした複数の大型社会資本整備が進められる好機を生かし、これまで開発が進んでいなかっ

た木津川右岸エリアの整備とけいはんな学研都市の一層の発展が、いわば車の両輪となって山

城地域全体の発展を牽引する「京都イノベーションベルト」の形成につなげていく必要がありま

す。 

 また、過疎・高齢化が進み人口減少が懸念される相楽東部地域では、恵まれた自然環境等と都

市圏に比較的近い立地を生かし、新たに整備される宇治木屋線（犬打峠）などの交流ネットワー

クをばねにした交流や地域振興の拠点となる整備をしていくことが必要です。 

 一方、乙訓地域や宇治市、八幡市、久御山町等、交通の利便性が高く、成熟しつつある市街地

を有するエリアでは、都市基盤整備や駅周辺整備等市町のまちづくりとの連携により、都市機能

の充実につなげていくことが求められています。 

これらを踏まえて、山城地域の４つの地域特性に応じ、それぞれの地域づくりを推進するとと

もに、各施策の成果をそれぞれの地域にも波及するよう相互連携を図ることによって山城地域全

体の発展につなげていきます。 

 

 具体的施策 

  ア 木津川右岸地域整備の計画的推進（城陽市、井手町、宇治田原町） 

 

◆今後めざすべき将来像 

木津川右岸エリアでは、新名神高速道路の全線開通や犬打峠トンネル（仮称）の開通等を生か

して、人流・物流・産業の拠点づくりを進め、国際空港や港湾等とも連携した活気あふれる経済

圏を形成するとともに、国道２４号城陽井手木津川バイパスやＪＲ奈良線など交通インフラ整備

を背景として、豊かな自然に恵まれ誰もが安心して暮らせる生活圏の形成をめざします。 

 

■城陽市東部丘陵地での新市街地整備等促進 

  ○山城地域全体の発展を牽引するシンボリックな土地利用の推進と企業の誘致の推進に向けて、

「城陽市東部丘陵地整備推進協議会」において、城陽市、地元商工関係者、地権者、関係事業

者等と情報共有・意見交換を図りながら、新市街地整備等を支援・促進します。 
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  ○城陽市東部丘陵地長池先行整備地区において工事が進むアウトレットモールについて、地域と

共存するとともに波及効果をもたらすよう整備を促進します。さらに、青谷先行整備地区では

人手不足時代を克服する最先端のＩＣＴを活用した基幹物流施設の整備をめざします。また、

広大な中間エリアの土地利用についても、先行整備地区の整備に引き続き、具体的な検討を進

めます。 

○城陽スマートＩＣ（仮称）につながる(都)東部丘陵線、国道２４号城陽井手木津川バイパス等

の東部丘陵地内外の新たなネットワークの整備を支援・促進するとともに、山城総合運動公園

城陽線（城陽橋）や国道３０７号の整備推進など、周辺地域と相まって、より効果的に市街地

整備を支援していきます。 

  ○木津川運動公園北側区域について、民間企業や大学等と連携しながら公園の整備を推進します。 

 

  ■まちづくりと整合のとれた道路整備等の推進（国道２４号城陽井手木津川バイパス、新名神高

速道路宇治田原ＩＣ（仮称）周辺等の開発、(都)宇治田原山手線等の新市街地整備等） 

  ○高速道路ＩＣアクセスとして新たに整備を進める道路については、既存道路の渋滞解消、災害

時の安心・安全を確保するバイパスとしての役割や、企業立地・住宅等の沿道開発の可能性を

飛躍的に高め地域産業の振興を担うものでもあるため、新たな市街地整備など計画的な土地利

用を行うに際し、関係機関と連携して市町のまちづくり計画との整合を図るとともに、市町の

まちづくりに対して必要な支援を行います。 

○ＪＲ奈良線の全線複線化の実現をめざし、鉄道利用者の増加につながる取組を進めます。 

 

  ■関連公共インフラ整備の推進 

○新名神高速道路の整備効果を山城管内に広め、地域の生活、企業活動、観光を支える道路整備

を促進・推進します。 

 （城陽スマートＩＣ（仮称）、(都)東部丘陵線、国道２４号城陽井手木津川バイパス、山城総合

運動公園城陽線（城陽橋）、国道３０７号、(都)宇治田原山手線、宇治木屋線（犬打峠）、国道

１６３号、和束井手線、枚方山城線等）  

  ○新たなまちづくりの進展に伴う汚水量に対応するため、木津川流域下水道洛南浄化センターに

おいて、新たな水処理施設を増設します。 

○木津川右岸地域（城陽市、井手町、宇治田原町）と京都市近郊の都市エリア（宇治市、八幡市、

久御山町）におけるこれまでの発展を踏まえ、両地域間の更なる連携のために、将来交通の研

究を行います。 

 

  イ けいはんな学研都市と木津川右岸整備が車の両輪となった京都イノベーションベルトの形

成（京田辺市、木津川市、精華町） 

 

◆今後めざすべき将来像 

学研都市エリアでは、デジタル田園都市国家構想を踏まえ、産学公住が連携して、デジタル技

術やビッグデータを活用し、食と先端技術の融合を図るフードテックなど、あらゆる分野での研
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究開発や実装化を支援し、社会問題解決や新たなビジネスを創出し、地域に暮らす人々が幸福を

感じる「サステナブルスマートシティ」の実現をめざします。 

 

■けいはんな発の「スマートシティづくり」の推進 

○けいはんな学研都市においては、今後とも、我が国を代表する国際研究開発拠点として、これ

までの知的集積・産業集積等のポテンシャルを発揮しながら、ＫＩＣＫ（けいはんなオープン

イノベーションセンター）を拠点としたオープンイノベーションの推進や産学公の連携による

研究開発や新産業創出、人材育成に向けた取組を更に推進します。また、２０２５年日本国際

博覧会の開催に合わせ、科学技術と文化学術が融合した体験型イベントを一体的に実施し、暮

らしの中で文化・学術・研究の成果を感じられる機会を創出するなど、スマートシティの取組

を促進します。 

 

■けいはんな学研都市の新たな発展に向けた整備促進・機能強化 

○けいはんな学研都市においては、世界をリードする研究機関や研究開発型企業が多数進出する

一方で、新たな事業用地が不足していることから、今後、南田辺・狛田地区、木津東地区等に

ついて、早期の整備促進を図るとともに、海外企業やフードテック関連企業を含めた新たな研

究機関・企業を誘致し、国内外のスタートアップ企業の集積を促進します。 

○関西国際空港からの交通アクセスや京奈和自動車道や新名神高速道路開通などの交通ネット

ワークの向上や地理的優位性を生かして、新たな事業用地の創出により、企業立地の促進、物

流拠点の誘致・整備や新しい市街地の整備を推進します。また、北陸新幹線の延伸を見据え、

木津川右岸エリアから新駅への東西交通の研究を行います。 

 

  ■関連公共インフラ整備の推進 

○学研都市クラスター間や木津川左岸・右岸地域間など、地域間交流・地域内循環を促す基盤づ

くりを推進します。 

 （(都)山手幹線、枚方山城線、生駒精華線、天理加茂木津線等） 

○学研都市新規クラスターの開発に向けた山手幹線４車線化等のインフラ整備の検討を行いま

す。 

  ○学研都市の開発に伴う雨水の流出量増加に対応するため、河川の整備を進めます。 

   （煤谷川、大井手川） 

○学研都市の開発に伴う汚水量に対応するため、木津川流域下水道洛南浄化センターにおいて、

新たな水処理施設を増設します。 

○ＪＲ奈良線の全線複線化に取り組むとともに、ＪＲ片町線の高速化・複線化、関西本線の利便

性向上等、けいはんな学研都市を中心とした南部地域の鉄道ネットワークの充実強化に向けた

取組を推進します。 
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  ウ 相楽東部の未来づくりの推進（笠置町、和束町、南山城村） 

 

◆今後めざすべき将来像 

相楽東部エリアでは、新名神高速道路や犬打峠トンネル（仮称）の開通を契機に、人口減少と

高齢化に歯止めをかけて、誰もが安心して暮らし続けられる地域をめざすとともに、コロナ禍の

生活様式の変化等による価値観やニーズの多様化から移住への関心が高まる中、豊かな自然や地

域資源を生かした都市・農村交流により交流・関係人口の拡大と移住者に魅力的な地域をめざし

ます。 

 

  ■豊かな自然環境を生かした「きづ川アクティビティパーク」の構築による交流推進等 

  ○コロナ禍によりアウトドア活動が注目を浴びる中、木津川や高山ダム湖等において豊かな自然

を活用した新たな体験観光を掘り起こし、「京都きづ川アクティビティキャンペーン」の開催

等により都市部から多くの交流人口を呼び込むとともに、持続可能な収益事業へ展開するた

め、地域団体に軸足をおいたアクティビティ事業の担い手育成の支援や活躍の場づくりを推進

し、地域の雇用と消費の拡大を支援します。 

○国土交通省の「かわまちづくり事業」等による木津川の活用を広域的に支援し、市町村域を越

えた賑わいづくりや、恭仁宮・平城宮造営にも貢献し、昔からこの地域を支えてきた舟運の復

活も視野に事業の創出を図ります。 

 

  ■新たなネットワークによる時間距離短縮効果を生かした魅力ある交流・地域振興拠点の整備や

企業立地促進 

  ○地域の魅力を発信し、企業、工場、ホテルなど宿泊施設等の立地・整備を促進し、地域の雇用

の創出を図ります。 

  ○スマートワーク・イン・レジデンス事業等により、けいはんな学研都市や周辺の都市部に近い

利点を生かした多様な働き方を提案し、サテライトオフィスやコワーキングスペース等へ、魅

力ある自然環境を生かした誘致ツアーや体験ができる社員研修の場の開拓を通じて、ひと・企

業の誘致の促進を図ります。 

 

  ■農家民宿や民泊の活用による体験交流の促進や魅力ある特産品開発や食の周遊促進 

  ○コロナ禍を契機に体験型観光が注目される中、体験交流ができるイベント体験民泊や地域のメ

リットを生かした様々な「泊」のスタイルの拡充に取り組みます。 

  ○歴史に育まれたお茶の文化や地域の豊かな自然環境を生かした教育体験等のプログラムの充

実を図るとともに、修学体験旅行等の宿泊交流体験をワンストップで受け入れる「京都やまし

ろ体験交流協議会」をサポートし、全国の多くの若者の関係人口拡大を促進します。 

  ○地域の特色ある農林産物の生産と加工品開発による土産物として商品化を進めます。 

  ○相楽東部産ジビエや地域の農林産物を用いた「食」のマッチング等を進めるとともに、新商品

の開発や販売機会の拡大等の支援を行い、地域独自の食文化・伝統と観光が融合したガストロ

ノミーツーリズムを促進します。 
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  ■地域で住み続けるための暮らし・事業活動・子育ての支援 

  ○コミュニティバスや乗合タクシー等既存公共交通の整備、これらの運行課題を解決するための

予約制デマンドバス・タクシーの導入に向けた取組や、公共交通の利便性向上のためのグリー

ンスローモビリティなど次世代交通サービスの活用に向けた取組を支援します。 

  ○ＪＲ関西本線（加茂以東）沿線地域公共交通網形成計画に基づき、ＪＲ加茂駅からＪＲ月ケ瀬

口駅を結ぶ相楽東部広域バスの運行や、スクールバス等による通学・通勤、買い物・通院など

移動の利便性向上に向けた取組を支援します。 

  ○地域の実情に応じた輸送サービスの実現をめざし、住民主体の福祉有償運送の構築・運営等へ

の支援を行います。 

○相楽東部地域において、地域コミュニティ子育て支援広域化事業など地域交流会や子育て研修

会等の実施を通じて、子育てしやすい環境づくりを支援します。 

 

  ■空家の有効活用など、移住のための環境づくり等を支援 

  ○空家調査、空家利用の提案など、移住者に提供する空家の発掘を支援するとともに、「地域づ

くり京ファンド」等を活用し、伝統的建造物や古民家等を活用した多様な宿泊施設の創出を促

進します。 

  ○農山漁村移住促進特別区域において、移住促進住宅整備事業及び空家流動化促進事業により、

空家にある不要家財の撤去、家屋の改修を支援します。 

  ○「京都移住コンシェルジュ」及び「移住呼びかけ人」と連携し、移住に係るセミナーや現地ツ

アーをオンラインやリアル形式で開催します。 

  ○地域イベント等を活用しながら「空家バンク制度」や移住に係る各種支援制度等をＰＲし、移

住を促進します。 

  ○移住者等が住民とともに地域社会の担い手として活躍できる地域づくりを推進します。 

  ○平日は都市部で働き、週末は田舎暮らしをそれぞれ楽しむ生活スタイルや副業として地域に関

わる働き方を推進します。 

 

  ■持続可能な医療・介護・福祉と行政サービス提供に向けた幅広い連携強化 

○高齢化が急速に進行する相楽東部エリアにおいて、医療・介護・福祉と行政が機能的に連携す

る住民主体の地域包括ケアの実現に向けたネットワークづくりを推進します。 

○医療、介護、福祉系の学生や大学・学校に地域実習施設の提供等を行い、町村の魅力をＰＲし

て将来の就職先につなげる仕組みを作ります。 

○相楽東部３町村と京都府が共同して取り組む「相楽東部未来づくりセンター」のエリアマネジ

メント機能を強化するとともに、地域の各関係機関、団体と連携しながら、産業の振興、雇用

と消費の拡大、交流人口の拡大や移住・定住の促進等を進め、住み続けたいと思える地域づく

りを推進します。 
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  ■関連公共インフラ整備の推進 

○新名神高速道路開通の効果を波及させるネットワークづくりを進めるとともに、相楽東部地域

に係る道路の異常気象時における安全性の向上や歩道整備による安全確保を進めます。 

   （宇治木屋線（犬打峠)、国道１６３号（銭司～木屋、有市等）、木津信楽線等） 

  ○ＪＲ関西本線の利便性向上等、鉄道ネットワークの充実強化に向けた取組を推進します。 

 

エ 成熟しつつある都市エリアの都市機能等の充実  

    (ｱ) 京都市近郊の都市エリア（宇治市、八幡市、久御山町） 

 

◆今後めざすべき将来像 

京都市に隣接した京都市近郊の都市エリアでは、都市近郊型農業の振興とともに、新市街地整

備や産業集積を進め、多様な産業と住環境との調和のとれたまちづくりをめざします。 

 

■市町のまちづくりと連携した土地利用の推進 

○新たな産業の創出等をめざす宇治市産業戦略、八幡京田辺ＪＣＴ・ＩＣ周辺などへの商業、産

業、流通施設等の都市機能の集積、地域活性化と定住促進に向けた久御山町における新市街地

整備構想、市町が取り組む新たなまちづくりのために策定する土地利用構想等について、京都

市のまちづくりとも連携しながら、その推進を支援していきます。 

 

■道路、河川等の都市基盤整備や駅周辺整備等のまちづくりと連携した都市機能充実 

○新名神高速道路開通に合わせて、八幡京田辺ＩＣへのアクセス道路の整備を推進します。 

 （(都)内里高野道線、八幡京田辺インター線） 

○市町が進めるまちづくりと連携し、生活道路の整備や渋滞対策を推進します。 

   （宇治淀線、(都)八幡田辺線等） 

  ○新たなまちづくりの進展に伴う汚水量に対応するため、木津川流域下水道洛南浄化センターに

おいて、新たな水処理施設を増設します。 

  ○木津川右岸地域（城陽市、井手町、宇治田原町）と京都市近郊の都市エリア（宇治市、八幡市、

久御山町）におけるこれまでの発展を踏まえ、両地域間の更なる連携のために、将来交通の研

究を行います。（再掲） 

 

■共生型地域づくりや活力を生み出すまちづくりを市町や地元企業と連携して推進 

  ○地域経済の活性化を図るため、既存立地企業の成長・発展の促進を支援するとともに、企業の

研究施設等の誘致を市町とともに進めます。 

  ○住宅地域や商業地域の高齢化に伴う、空家・空き店舗対策や企業のオフィス等の誘致を市町と

ともに進めます。 

○「お茶と宇治のまち歴史公園（愛称：茶づな）」やリニューアルした宇治公園等における観光

周遊につながる取組を支援することにより、「宇治茶」をキーワードに山城地域全体に効果

が波及するよう取り組みます。 
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(ｲ) 乙訓地域の都市エリア（向日市、長岡京市、大山崎町） 

 

◆今後めざすべき将来像 

乙訓地域の都市エリアでは、幹線道路等の都市基盤の整備や地域と連携したまちづくりを進め、

活力のある、安全でくらしやすい地域をめざします。また、京都市内観光との連携を強化し、京

都市をはじめ、お茶の京都エリア、近隣府県とも連携した周遊観光を促進します。 

 

■市町のまちづくりと連携した土地利用の推進 

○ＪＲ向日町駅前開発などの鉄道駅周辺整備等、市町が取り組む新たなまちづくりのために策定

する土地利用構想等について、その推進を支援していきます。 

 

  ■道路、河川等の都市基盤整備や駅周辺整備等のまちづくりと連携した都市機能充実 

  ○乙訓地域２市１町を結ぶ西京高槻線をはじめ、地域内や隣接地域を結ぶ幹線道路の整備や道路

と鉄道の立体交差化等により交通の円滑化や安全性向上を推進し、まちづくりを支援するとと

もに、観光客の誘致など地域の活力向上をめざします。また、歩道の整備やユニバーサルデザ

イン化を進め、歩行者の安全を確保します。 

   （(都)御陵山崎線、西京高槻線等） 

○鉄道駅周辺整備や高速道路インターチェンジ周辺整備など、都市機能を大きく高める大規模プ

ロジェクトを推進・支援します。 

 （ＪＲ向日町駅、阪急洛西口駅、阪急長岡天神駅等） 

  ○近年多発する豪雨災害の対策として、いろは呑龍トンネルの整備や河川護岸等の計画的な更新

による防災性能の確保を推進します。 

   （いろは呑龍トンネル調整池等、小畑川、小泉川） 

  ○市町が進めるまちづくりと連携し、生活道路の整備や渋滞対策、通学路整備を推進します。 

   （長法寺向日線、伏見柳谷高槻線、志水西向日停車場線等） 

 

  ■共生型地域づくりや活力を生み出すまちづくりを市町や地元企業と連携して推進 

  ○地域経済の活性化を図るため、既存立地企業の成長・発展の促進を支援するとともに、企業の

研究施設等の誘致を市町とともに進めます。 

  ○アート＆テクノロジー・ヴィレッジにおいて、先端科学の技術研究者等と京都が持つ有形・無

形の文化芸術関係者との知的創造のための交流を促し、イノベーションを創出します。 

  ○住宅地域や商業地域の高齢化に伴う、空家・空き店舗対策や企業のオフィス等の誘致を市町と

ともに進めます。 

  ○ＪＲ向日町駅周辺、阪急洛西口駅周辺、阪急長岡天神駅周辺、阪急西山天王山駅周辺の整備に

加え、高速バスターミナルの更なる活用など、関係企業、市町と一体となって、活力を生み出

すまちづくりを進めます。 

○府立向日が丘支援学校の整備に合わせて、多様な機能の連携を充実させ、地域住民がお互いを
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尊重して生き生きと暮らすことのできる共生型地域づくり構想の実現に向けた取組を市町と

連携して進めます。  
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 （２）暮らしを支え、災害に強い持続可能な安心・安全の基盤づくり 

 

  ア 防災・減災対策の強化 

  現状分析・課題 

  平成２４（２０１２）年の京都府南部豪雨により甚大な浸水被害が生じたことから、これまで

から重点的に天井川対策や都市部の床上浸水対策等の整備を進めてきたところです。 

  また、令和９（２０２７）年度に全線開通する新名神高速道路や関連するアクセス道路等の整

備により、災害時のリダンダンシー（災害発生に備えた道路ネットワーク等の多重化）確保が大

いに期待されるところです。 

   こうした中で、平成３０（２０１８）年には、大阪北部地震、７月豪雨等が相次ぎ、建物をは

じめパイプハウスや農作物にも大きな被害が発生するなど、改めて自然災害への脅威が強まって

います。災害が激甚化・頻発化する中で公的な防災対策（公助）だけでは自然災害に対応できな

いこともあり、地域で一人ひとりが備え（自助）、共に力を合わせること（共助）が、いざとい

うときに力を発揮することから、天井川の安全対策、災害対応力を高める道路整備などのハード

対策とともに、地域住民の避難行動の促進やデジタル技術の活用など、地域防災力を高めるソフ

ト対策も必要性が増しています。 

    

  具体的施策  

  ■災害に強いまちづくりの推進（ハード） 

○災害関連等の河川の改修を背後地の利用状況やまちづくり計画の進展等を考慮して推進しま

す。 

○山城地域には天井川が多く、護岸や堤体が損傷すれば大きな被害を及ぼすため、切下げや補強、

補修を順次進めます。 

○大谷川、小川等において、国や市等の関係機関と連携を図り、役割分担を行いながら適切に総

合的な治水対策を進めます。 

○宇治川や木津川の堤防補強や河道掘削等を、国と連携して促進します。 

○土砂災害の危険性が高い箇所について、計画的に対策を進めます。 

○災害等緊急時における道路交通機能を確保するため、緊急輸送道路の改良やバイパス整備、冠

水対策、落石対策、無電柱化等を進めます。 

○道路法面危険箇所の崩壊防止など防災対策を進めます。 

○地域の安心・安全の向上やインフラ長寿命化のため、地域に身近な改善箇所を住民自らが提案

し、府が地元調整をしながら工事を進めていく「府民協働型インフラ保全事業」を進めます。 

○鉄道の下を通る地下道が豪雨時でも水没しないように、排水ポンプ等の適切な管理・運用を行

います。 

  ○近年多発する豪雨災害の対策として、いろは呑龍トンネルの整備や河川護岸等の計画的な更新

による防災性能の確保を推進します。 

（いろは呑龍トンネル調整池等、小畑川、小泉川）（再掲） 

○都市化に伴う排水量の変化に応じた排水機場の更新や老朽ため池の改修・統廃合による廃池、
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治山事業等、災害に強い地域づくり・森づくりを進めます。 

 

  ◎事業推進箇所 

［災害関連等の河川の改修］ 

古川・井川・名木川、戦川・新田川、弥陀次郎川、堂の川、大谷川、防賀川、赤田川、煤

谷川、大井手川等 

［天井川対策］ 

天津神川、馬坂川、長谷川、青谷川、玉川、渋川、天神川、不動川、鳴子川、新川等 

［土砂災害対策］ 

北川、炭山谷川、中ノ谷川、養老谷川、辻出川、大谷川、切林谷川、門前川、谷田川等の

砂防、早稲田等の急傾斜対策、東畑等の地すべり対策等 

［道路交通機能の確保］ 

国道３０７号、国道１６３号、木津信楽線等 

［道路防災対策］ 

     大津南郷宇治線、宇治木屋線、国道１６３号、木津信楽線等 

［都市部浸水対策］ 

     いろは呑龍トンネル 

 

  ■災害に強いまちづくりの推進（ソフト） 

○災害に強い地域づくりを進めるため、防災重点ため池におけるハザードマップの活用や、京都

府農業用ため池管理保全サポート協議会と連携して、ため池管理者の保全管理活動等を支援し

ます。 

  ○安心・安全な森・山づくりを進めるため、地域住民が自ら取り組む流木等の危険木撤去への支

援とともに、森林内の危険箇所情報（山地災害危険地区等）をホームページや地元説明会等で

周知するなど、災害を回避できる取組を普及します。 

○耐震性が不足する住宅について、耐震診断・改修への助成、建築関係団体等の協力を得て実施

する木造住宅耐震診断士の派遣等、耐震改修に関する技術的支援により、市町村と連携して

耐震化を支援します。 

○近年、局所的・突発的な豪雨が増え、記録的な雨量も繰り返し観測されているため、想定し得

る最大規模の降雨による浸水想定区域図の公表を行います。 

○内水被害軽減のため、国と連携した排水ポンプ車の機動的運用を進めます。 

○災害時に地域の防災拠点としての利用以外を制限することが可能な道の駅「お茶の京都みなみ

やましろ村」において、より広域的な応急活動のための防災拠点として利用できるよう取り組

みます。 

○災害発生時に、市町村とのホットラインの活用や、帰宅困難者等に向けてホームページ、ＳＮ

Ｓ等を活用した情報発信を行うなど、ソフト対策を進めるとともに、管内病院、企業集積地区

におけるＢＣＰ（災害時に、被害を最小限に食い止め、事業継続を可能とする危機管理計画）

策定の促進などに取り組みます。 
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○大規模災害時において、保健・医療・福祉に係る情報及びニーズを二次医療圏単位で収集・調

整するために保健所に設置する保健医療福祉調整支部の体制強化を図るとともに、地域の関係

機関と運用訓練等を継続的に実施することにより、地域の災害対応力の強化を図ります。 

○要配慮者への支援の充実を図るため、要配慮者ごとの「個別避難計画」の作成に向け、市町

村への適切な助言を行うとともに、必要な研修会の開催などにより支援します。 

○人工呼吸器を装着する医療依存度の高い在宅療養児（者）は、短時間の停電でも生命の危機に

ひんする場合があることから、医療機関など関係機関と連携し、市町村の個別計画策定を支援

するとともに、地域住民向けに啓発を行います。 

○万一の災害の場合でも土地の境界を正確に復元することができ、迅速かつ円滑な復旧活動を実

現する地籍調査を推進します。 

 

  ■地域における災害対応力の向上 

  ○消防団の組織強化に向けて市町村を支援するとともに、加入促進に向けて、女性、学生を対象

にした啓発、広報に取り組みます。また、災害時に昼夜を問わず駆けつけ、地域の安心・安全

の中核を担う消防団員とその家族の労をねぎらい、消防団を地域で支えるため、「消防団応援

の店制度」の導入・普及を進めます。 

○地域の災害リスクの把握やタイムラインの作成・改良を通じて、災害時には共助による住民の

避難行動を促進するとともに、地域の防災リーダーの育成に取り組みます。 

○自主防災組織等に対する地域防災力向上講座の実施やマルチハザード情報提供システムを効

果的に活用し、関係機関との情報共有を図ります。 

 

  イ 暮らしの安心・安全の確保 

現状分析・課題 

感染症や環境汚染等の様々なリスクは、暮らしの安心・安全を脅かす不安材料となっています。

複雑・多様化するこうしたリスクに対して、日頃からしっかりと発生防止対策を講じておくとと

もに、万が一の事態に備えて、万全の対処ができる体制を確立しておくことが求められています。 

特に、近年の新型コロナウイルス感染症の世界的拡大を踏まえると、新興感染症等に的確に対

応して府民生活を守るために、これまでの経験を生かしながら、医療体制の強化等により感染症

への総合的な対応力を強化する必要性が増しています。 

   また、山城地域の優れた歴史的風土や豊かな自然環境を、大切に次世代へと引き継いでいくこ

とが重要です。 

   さらに、地球規模での温暖化により気候変動の影響（気温の上昇、大雨の増加等）が現れてお

り、温室効果ガス削減等の緩和策が求められているとともに、原油価格の高騰に対応するための

省エネの取組も必要となっています。 

 

  具体的施策 

  ■新興感染症等からの安心・安全 

 ○市町村、医療機関、医師会等と連携し、診察機会確保のためのオンライン診療、医療機関によ
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るきめ細やかな健康観察の実施等の取組を推進します。 

○高齢者施設や障害者施設、医療機関、教育・保育施設等を対象とした感染症対応研修等の実施

により、新型コロナウイルス感染症やインフルエンザ、ノロウイルスなど各種感染症の発生・

拡大予防を図ります。 

  ○保健所単位で設置する地域医療構想調整会議等において、新型コロナウイルス感染症など新た

な地域の課題を明確化し、地域の実情を踏まえた病床機能や、感染症に対応できる病床の確保

に向けた協議を進め、地域の連携、体制強化を図ります。 

  ○感染状況に応じた柔軟な対応ができるよう業務ルーチンや組織内応援体制を研究し、最適化さ

れた業務執行体制を構築します。 

  ○自宅療養者の災害時の避難について市町村と連携し、希望者の円滑な避難を図ります。 

○食中毒発生防止のため、食品衛生協会等と連携した自主衛生管理の向上に係る普及・啓発、飲 

食店のほか、保育所、学校、社会福祉施設、医療機関等に対する予防・啓発を実施します。 

   

  ■新型コロナウイルス感染症の拡大による生活様式の変化への対応 

○感染症対策を講じる飲食店や事業所の取組を支援します。 

○自転車利用の増加等に対応するため、誘導ラインの設置や舗装の補修など、自転車走行環境

整備を進めます。 

○山城総合運動公園、関西文化学術研究都市記念公園のトイレの改修など、不特定の府民の利

用がある施設の感染予防対策を進めます。 

 

  ■脱炭素社会の実現 

  ○脱炭素社会の実現に向け、市町村や地球温暖化防止活動推進員、企業等と連携し、環境配慮に

係る再エネ設備の普及・啓発イベントの開催、「グリーンカーテン」など地球温暖化への対策を

進めます。 

  ○地球温暖化対策に加え、昨今の原油高・物価高対策としても、ZEH(net Zero Energy House)の

推進や高効率機器への更新、設備の効率的利用など、家庭、事業者等の各部門での省エネを促

進します。 

 

  ■未来につなぐ環境の保全 

○山城地域が環境先進地域となることをめざし、「夏休み省エネチャレンジ」、「身近な川の生物

調査」など幅広い世代を対象とした参加型の環境教育を実施し、地域全体での環境への意識向

上を図ります。 

  ○今後排出量の増大が見込まれる建設廃棄物や国際的問題となっているプラスチックごみへの

対策として、廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）の２Ｒの取組強化、また再

生利用（リサイクル）の推進に係る各種啓発指導を進めます。 

  ○歴史・文化と環境が一体となった京都府歴史的自然環境保全地域（男山地域、当尾地域、鷲峰

山地域、禅定寺地域）を府民の財産として次代に継承するため、地元と連携して厳正に保全す

るとともに、府民の環境意識の向上に活用します。  
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 （３）子育てや長寿の安心を確保し、人権が尊重され、誰もが生き生きと暮らせる共生社会の実現 

 

  ア 安心して子育てできる環境づくり 

現状分析・課題 

山城地域の出生の状況については、乙訓地域や学研都市地域で当面の間、出生数の増加が見込

まれる一方で、宇城久地域や木津川右岸地域では出生率の低下から急激な人口減少が始まるなど、

地域ごとに状況が大きく異なることから、地域の実情に応じた課題へのきめ細やかな対応が必要

となります。 

また、保育所、放課後児童クラブ等における待機児童を引き続き解消するとともに保育の質が

向上するよう、人材確保や保育士等に対する資質向上の取組を進めていくことが必要です。 

さらに、地域の将来を支える子どもたちの育成のために、基本的な生活習慣や学習習慣の確立、

コミュニケーション力の向上等が求められており、地域全体で子育てしやすいまちづくりを進め

るとともに、豊かな心、健やかな身体、高い学力をバランスよく育むために教育の質を高めてい

くことが重要です。 

 

  具体的施策 

 ■子育て環境日本一の実現に向けた取組 

○「地域子育て環境「見える化」ツール」を活用し、地域の子育て環境の向上をめざす市町村の

取組を総合的に支援します。 

○親子が集い、子どもが安心して遊べる公園・広場等の居場所づくり等により、市町村の子育て

にやさしいまちづくりを支援します。 

○「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」の取組や、「きょうと子育て応援パスポートアプリ「まも

っぷ」」の普及を通じて、子育てにやさしい地域づくりを推進します。 

○移住婚やスポーツ婚など、結婚を希望する独身者の出会いを支援します。 

○「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」など、企業等における働き方改革により男

女ともにワーク・ライフ・バランスのとれた生活を推進し、男性も家事、介護、地域活動等に

積極的に参加しながら子育てができる取組を支援します。 

○公立・私立の幼稚園・保育所(園）・認定こども園及び小学校並びにそれらを所管する関係機関

との連携を通して、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を踏まえ、連続性のある幼児期

の教育と小学校教育との円滑な接続による教育・保育の質の向上を推進します。 

○保育所（園）、認定こども園を対象として、保育士のスキル向上を図る職員研修等を実施し、

保育の質の向上をめざします。 

○核家族化や地域のつながりが希薄となっている中、様々な不安を抱えがちである妊産婦に対し、

妊娠から出産・育児まで切れ目のない支援により、安心して子育てができる地域環境を市町村

とともに推進します。 

○中高生が乳幼児やその保護者とふれあう機会をつくり、子どもと関わることや育児に対する興

味・関心を高める市町村の取組を支援します。 

○高校生や大学生等に対し、進学、仕事、キャリアアップだけでなく、結婚や妊娠・出産、育児
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を含めた将来設計が自身で選択できるよう、「ライフデザイン講座」の開催などの取組を進め

ます。 

○小児特有の事故・疾患やその対応等にかかる正確な医療情報を提供することにより、医療機関

への適切な受診を促進するための小児救急電話相談（♯8000）や高齢者等にも対応する救急受

診前相談（♯7119）などの医療相談について、消防機関等の関係機関と連携した普及啓発を実

施します。 

○児童虐待を防止するため、市町村の要保護児童対策地域協議会を中心にした関係機関との連携

を強化します。また、オレンジリボンキャンペーンや児童虐待防止月間等の府民向けの啓発活

動を実施します。 

○市町村による保育所・認定こども園の整備や、小規模保育・家庭的保育等の取組を促進しま

す。 

○京都府医療的ケア児等支援センターにおいて、医療的ケア児の家族や関係者等からの相談に応

じるとともに、センターと連携しながら、発達障害児への関わり方等に関する研修をパッケー

ジ化して提供するなど、保育士等の子育て支援者への支援や親支援を通じて、市町村と協働し

て地域の体制の充実を図ります。 

 

■次代を担う子どもたちの健やかな育成 

  ○地域の子育てに関わる各関係機関、団体等のネットワークを活用したやましろ未来っ子育成

支援会議の活動を充実し、地域全体で子育てしやすいまちづくりを推進します。 

  ○学力向上に向けた校種間連携の充実や、大学生等ボランティアによる児童生徒に応じたきめ

細かな学習支援を推進するとともに、子どもが大学生と文化芸術や自然科学等に触れながら

交流する取組を展開し、子どもの豊かな情操教育や将来の夢や希望を育む機会を創出し、大

学生が子育てへの夢や希望を育む意識も醸成します。 

  ○基本的生活習慣の確立、学習習慣の定着、コミュニケーション力の向上等に向けて、地域の

子育てに関わる各関係機関、団体等との協力・連携により、学校教育や家庭教育への支援を

推進します。 

  ○産業団体やものづくり企業、ＫＩＣＫ（けいはんなオープンイノベーションセンター）など

のけいはんな学研都市の研究施設等と連携して、子どもたちに最先端の科学技術や本物のも

のづくりなどを体感する機会を提供するなど、科学とものづくりに対する興味・関心を深

め、科学好き・ものづくり好きの子どもの育成を図ります。 

  ○学校における読書活動の推進に加え、家族ぐるみで読書に取り組む「ファミリー読書」等に

よる家庭における読書活動や、地域の図書館や地域の方々による読書活動の取組等の交流の

場を設けるなど、様々な取組を支援します。 

  ○地域から学び、地域に誇りを持つ子どもを育成するため、けいはんな学研都市をはじめとし

た研究施設や府立山城郷土資料館等を活用しながら、各学校において伝統文化や地域産業を

生かした地域学習を推進します。 

  ○生涯にわたって運動に親しむ子どもたちを育む小学生の駅伝大会などの開催等に取り組み、

子どもたちの体力向上を促進します。 
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  ○ヤングケアラーの認知度向上のため、京都府ヤングケアラー総合支援センターと連携し、周

知・広報を行います。 

  

  イ 高齢者が安心して暮らせる地域づくり 

現状分析・課題 

高齢者が安心して暮らせる地域づくりに向け、管内全１５市町村で「認知症カフェ」を設置し

ているほか、管内に府内初となる「認知症総合センター」や「認知症ケアセンター」が整備され

ました。 

しかしながら、病院数・医師数等の医療保健関連のインフラに恵まれた地域がある一方で、人

的資源等確保が難しい地域もあり、地域差を踏まえた対応を進めることが求められます。 

こうした状況の下、住民一人ひとりに健康への意識を高めていただき、健康寿命を延ばすこと

が全国的にも課題となっていますが、特定健診受診率、特定保健指導実施率を見ても高い状況で

はないため、より一層の取組が必要です。 

 

  具体的施策 

 ■住み慣れた地域で、健康で安心して生活できる地域包括ケアの推進 

○高齢者をはじめ様々な人が住み慣れた地域で「最期まで自分らしく生きる」という一人ひとり

の思いを支えるため、在宅医療・介護サービス提供体制を確保するとともに、地域の医療機関、

介護・福祉施設、在宅サービス提供機関、市町村とともに地域包括ケアの充実を図ります。 

○一人ひとりの状態に応じた必要なサービスをワンストップで提供する京都認知症総合センタ

ーや認知症ケアセンターの有する機能については、山城地域にモデルとして拡大しながら、認

知症疾患医療センター、地元医師会、地域包括支援センター、認知症の人と家族の会など幅広

い関係機関や団体と連携し、認知症の人とその家族の暮らしを地域全体で支え、市町村の地域

包括支援体制を整備する取組を支援します。 

 

 ■健康で人生を全うする健康寿命延伸のための介護予防と健康づくりの推進 

○健康長寿に係るデータについて、各保健所において管内の市町村ごとの状況をとりまとめて

フィードバックするなどの活用により、市町村の保健・国保・介護事業が実施する健康づく

り事業、介護予防事業を促進し、健康寿命の延伸を図ります。 

○高齢者の加齢に伴って生じる筋力等の低下（フレイルやサルコペニア）について、運動習慣

及び食生活等にかかる予防対策等の普及に取り組みます。 

 

 ■生活習慣病予防のための取組強化 

○人工透析移行者の抑制等、糖尿病重症化予防を推進するために、病病連携、病診連携の促進や、

未受診者、治療中断者対策等の推進など、地域ごとのネットワークの構築を推進します。 

○スーパーや飲食店等と協働した減塩メニューの活用・普及等、生活習慣病予防の取組を進めま

す。 

○事業所や飲食店等に対して具体的な受動喫煙防止対策に関する情報提供を行うとともに、必要
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に応じて個別事案の現地指導を行うなど、地域における受動喫煙防止を推進します。 

 

  ウ 人権の尊重 

  現状分析・課題 

 部落差別をはじめ、性別、障害のある人、外国人、ＬＧＢＴ等に対する差別や子どもへの虐待

など様々な人権問題が発生しているほか、社会情勢の変化等により、インターネット上での部落

差別や新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷などが新たに発生しており、人権問題は更

に複雑・多様化しています。 

こうした中で、府民が身近に相談でき、迅速・的確な対応につながるよう、市町村や関係機関

との連携強化や情報共有、相談体制の整備・充実を図るとともに、あらゆる場を通じて人権教育・

啓発を推進する必要があります。 

また、外国人居住者が年々増加しており、外国人も日本人も、ともに互いの文化を理解し尊重

し合う多文化共生社会の実現が求められています。 

 

  具体的施策 

  ■一人ひとりの尊厳と人権が尊重される社会の実現 

  ○一人ひとりの尊厳と人権の尊重をあらゆる施策の基盤として推進します。 

○部落差別をはじめ、性別、障害のある人、外国人、ＬＧＢＴ等に対する差別や子どもへの虐待

など様々な人権問題に対し、市町村など関係機関と連携し、人権問題法律相談など相談体制の

充実、街頭啓発による啓発物品の配布等の施策を推進するとともに、インターネット上での人

権侵害、新型コロナウイルス感染症に関する誹謗中傷など新たな課題に対応した取組を進めま

す。 

  ○子どもや高齢者、障害のある人、外国人等全ての人に配慮したユニバーサルデザインの施設・

設備の情報発信や、「おもいやり駐車場（車いすマークの駐車場等）利用証制度」の取組を進

め、誰もが安心して生活できるユニバーサルデザインの地域づくりを推進します。 

  ○外国人も日本人も、ともに互いの文化を理解し尊重し合う多文化共生社会の実現をめざし、日

本語教育や外国人住民総合相談窓口など府の事業の広報を図るとともに、市町村の取組を支援

します。 

 

  エ 障害のある人もない人も生き生きと暮らせる共生社会の実現 

  現状分析・課題 

  山城地域においても核家族化が進み、コロナ禍の影響もあり地域における人間関係が希薄化す

る中、様々な事情を抱える人々が互いに支え合いの絆を再生する仕組みづくりが課題となって

います。 

   また、「人生１００年時代」を迎え、健康で充実した人生を送るには、年齢、性別等にかかわら

ず、社会の幅広い分野での活動に参画することが大切です。 

   さらに、農福連携等の取組により、障害のある人なども社会の担い手となり生きがいを感じら

れるような社会をつくることが必要です。 
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令和５年の文化庁の京都移転を契機に、文化や歴史、スポーツ等に親しむことで地域に活力を

生み出し、誰もが生き生きと暮らせる環境を整えることが重要です。 

 

  具体的施策 

 ■誰もが互いに支え合う社会の実現 

○医療的ケア児や重症心身障害児が身近な地域で児童発達支援や放課後等デイサービス等の支

援が受けられるよう、京都府医療的ケア児等支援センターと連携しながら、関係機関の顔の見

える関係づくりを進め、連携を深めます。 

○難病患者の安定した療養生活の確保と難病患者とその家族の生活の質の向上を図るため、総合

的な相談・支援や地域における受入病院の確保と在宅療養上の適切な支援を実施します。 

○児童思春期、薬物依存症、重症うつ病等の新たな機能整備を進める洛南病院を拠点として、関

係機関と連携し、様々な精神疾患に罹患された方の相談対応や、精神障害者とその家族の地域

生活を支援します。 

○障害のある人の親亡き後問題に対応するため、市町村における地域生活支援拠点の整備や精神

障害にも対応した地域包括ケアシステムの整備を促進します。 

○府立向日が丘支援学校の整備に合わせて、多様な機能の連携を充実させ、地域住民がお互いを

尊重して生き生きと暮らすことのできる共生型地域づくり構想の実現に向けた取組を市町と

連携して進めます。（再掲） 

○「地域と共に歩む学校」を教育理念とする府立井手やまぶき支援学校において、共生社会の担

い手となることをめざした取組を進めます。 

 ○京都府自殺ストップセンター及び市町村、関係機関と連携した相談支援を推進するとともに、

市町村の自殺対策計画に基づく事業等の支援、若年層への精神疾患予防教育の実施により、自

殺予防対策を行います。 

 〇農業・福祉・商工関係者等による耕作放棄地の解消や障害者雇用の創出につながる地域特産物

の生産・加工等の取組を推進します。 

 

 ■ひとり親や生活困窮世帯等への支援の充実 

○生活保護受給者や長期離職者等の生活困窮者を対象に一人ひとりに寄り添った相談支援を実

施し、自立を図るとともに、近年の物価高騰も踏まえ、関係機関と連携して支援します。 

○経済的に厳しい環境にあるひとり親家庭に対し、母子家庭奨学金や母子父子寡婦福祉資金貸付

等による経済的支援に加え、京都府ひとり親家庭自立支援センターと連携した就労支援や相談

事業を実施します。 

○貧困の連鎖を断ち切るため、生活困窮世帯やひとり親家庭の子どもに対し学習支援や生活支援

を実施する居場所の確保・充実を図るとともに、母子会・父子会活動を通じた子育てを支援し

ます。 

 

  ■男女共同参画の推進 

  ○京都府男女共同参画センターと連携して地域で活動する団体・個人の発掘・育成を行うほか、
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更なるネットワークの構築と相互連携を推進し、「女性活躍応援塾」等により女性の活躍の場

を創出する取組を推進します。 

  ○「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」など、企業等における女性の活躍と、働き

がいがあり、誰にとっても働きやすい職場環境づくりを推進します。さらに、働き方改革によ

り男女ともにワーク・ライフ・バランスのとれた生活を推進し、男性も家事、育児、介護、地

域活動等に積極的に参加できる男女共同参画の取組を支援します。 

 

  ■文化を生かした地域づくり 

○文化財保護に関する総合的な調査研究施設の関西拠点を、大学や企業の研究施設等が集積する

関西文化学術研究都市に誘致し、産学官連携による最新の研究成果を国内外へ発信します。 

○地域アートマネージャーの活動を通じて、市町村や関係団体、さらには文化庁とも連携して、

「お茶の文化」など山城地域の魅力ある文化を発信します。 

○山城地域の有する豊富な歴史・文化資源を活用し、住民が文化の価値への理解を深め、親しみ

ながら世代間の交流ができる取組を推進し、次世代への文化の維持・継承につなげます。 

○暮らしの中にうるおいや生きがいをもたらす音楽、芸能、美術をはじめ、地域の暮らしを支え

ながらコミュニティの維持にもつながる生活文化や、国際文化交流など住民主体の芸術文化活

動を支援します。 

○祭り等の地域の伝統文化行事について、コロナ禍の影響による中止や担い手不足等により、そ

の継承が課題の中、地域のコミュニティを守りながら、継承にかかる人材の育成を支援すると

ともに、映像で記録し情報発信をするなど、観光振興等に取り組みながら地域のにぎわいと交

流を創出します。 

○恭仁宮跡の特別史跡昇格に向けた取組や魅力の掘り起こしを行い、史跡を広く知り・触れるた

めの環境整備など、府立山城郷土資料館とも連携しながら、府南部地域の魅力ある地域振興の

拠点となるよう活用整備を進めます。 

 

  ■スポーツ交流の促進 

○地域の中で、誰もがいつでも気軽にスポーツに親しみ、楽しむことのできる取組を支援すると

ともに、住民の健康づくりや地域の絆づくりにつながる取組を進めます。 

○東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会で高まったスポーツへの関心を継続、向

上させるためにも、市町村や関係団体と連携し、新たにスポーツを始めるきっかけとなる取組

を支援し、スポーツの実施率向上につなげます。特に、２０２７年５月開催を予定しているワ

ールドマスターズゲームズ２０２７関西に向けて、開催地となる管内市町村での取組を支援し、

スポーツ・文化の交流や地域の活性化につなげるとともに、住民主体での取組を継続するため

の支援を行います。 

○東京２０２０パラリンピックのレガシーを生かし、「サン・アビリティーズ城陽」や山城総合運

動公園等で実施されるスポーツイベント等の機会や、ワールドマスターズゲーム関西の開催等

を捉えて、障害のある人もない人も一緒にスポーツに親しむことができるようスポーツの裾野

拡大や地域の活性化を支援します。 



- 26 - 

 

○各地域のスポーツ関係団体と連携し、子どもに夢や希望、感動を与えられるよう、プロの選手

やトップクラスの選手と交流する取組を推進します。 

 

■地域のつながりや支えあいの活動支援 

○コロナ禍で地域のコミュニティが希薄化する中、行政と連携・協働することによって、より柔

軟で効果的な施策が期待される子育てや介護、ひきこもりなどの分野において、「地域交響プ

ロジェクト」による助成に加え、行政を含めた地域の多様なプラットフォームを構築し、地域

の取組を支援します。 

○ＮＰＯパートナーシップセンターを中心に、ＮＰＯ等地域活動団体の情報発信や活動基盤の充

実等の支援を行います。 

○大学と市町村、地域住民、企業、商店街等が連携・協働して取り組む地域づくり等への支援を

行います。 

○法改正に伴う外国人労働者の受入れ拡大が進む中、安心・安全で生き生きと暮らせるよう、生

活面での支援や日本語教育等について、支援団体の取組等を支援します。 
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 （４）やましろ産業を地域の未来を支える柱へとパワーアップ                    

 

  ア やましろ産業のイノベーション 

  現状分析・課題 

 けいはんな学研都市においては、我が国を代表する研究機関や研究開発型企業の集積が進展し

ているほか、山城地域は、高度なものづくり技術を有する中小企業が多数立地しており、その中

には、独自の技術力やオンリーワンのものづくりにより、ニッチトップ企業として、積極的に海

外進出する企業がある一方、下請け構造にある小規模・零細企業も数多く集積しています。 

新名神高速道路等の整備が進展する中、人材や事業用地の不足が深刻化しており、宇治市の産

業立地検討エリアの整備や城陽市の東部丘陵地の周辺整備に加え、八幡市、京田辺市、久御山町

等では、新市街地整備等のまちづくりを進めるなど新しい動きがあります。一方で、相楽東部地

域では、産業集積そのものがほとんどないなど、山城地域においては、それぞれの地域特性や課

題に応じたきめ細やかな産業振興施策の推進が求められています。 

   また、木津川左岸地域では、既存立地企業の高度化や事業拡大に必要となる優秀な人材の確保・

育成や事業用地の創出など、持続可能な事業活動を支援するための環境づくりとともに、経営革

新や新事業創出のためＡＩやＩｏＴ、ロボット等の先端技術の活用や企業間や産学間・産農間の

連携を促進していくことが課題です。 

とりわけ、けいはんな学研都市では、スマートシティ実現に向け、最先端のデジタル技術や５

Ｇ高速通信を活用した研究に取り組んでおり、世界レベルの研究機関等の集積メリットや研究成

果を生かし、地元企業との交流・連携を通じて、イノベーションの創出につなげることが重要で

す。 

新名神高速道路等の整備が進む木津川右岸地域では、飛躍的に向上する地理的優位性を生かし、

企業立地の促進や物流拠点の誘致・整備を推進するとともに、けいはんな学研都市におけるイノ

ベーションが両輪となって山城地域全体の発展に波及させていくことが必要です。 

過疎・高齢化や人口減少が深刻な相楽東部地域では、豊かな自然環境やサテライトオフィスや

コワーキングスペースを活用し、ＩＣＴ関連等の起業家、スタートアップ企業の誘致や企業研修

の受入れなど、関係人口の拡大と併せて、新たな産業を創出していくことが課題です。 

また、近年は新型コロナウイルスの感染拡大や原油高・物価高騰などの影響により、事業の継

続や継承が課題となっており、産業の担い手となる事業者が持続可能となるような支援を行って

いくことも求められています。 

 

  具体的施策 

  ■やましろ企業の経営革新・高度化支援 

  「京都市近郊の都市エリア・木津川左岸地域」（宇治市、八幡市、京田辺市、久御山町、向日市、

長岡京市、大山崎町）＜既存立地企業高度化エリア＞ 

○商工会や商工会議所等と連携し、ものづくり企業や商店・商店街等へのハンズオン支援、「知

恵の経営」や「元気印」等の各種認定制度、「京都エコノミック・ガーデニング支援強化事業」、

「原油価格・物価高騰支援補助金」等の各種補助制度を活用し、経営革新や高度化、ＤＸ推進、
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事業承継等の取組支援、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の先端技術を活用した生産性向上等のため

の設備投資等の取組を支援します。 

  ○産学公交流ネットワーク組織「京都やましろ企業オンリーワン倶楽部」を中心としたプラット

フォームを支援し、人材育成手法等の研究・実践を行い、やましろ企業の経営の高度化、改善、

後継者の人材育成等につなげます。 

  ○木津川左岸地域における新市街地整備構想等と連動した新たな産業用地の創出について、まち

づくり計画と整合を図りながら促進します。 

○ものづくり企業の技術力や製品開発力を生かし、農林業現場の生産性向上等の課題解決やスマ

ート農業分野への新規事業化につなげるための相互交流・共同研究を促進します。 

○文化・芸術の力を生かし、アートとテクノロジーを融合させた新たな産業を創造し、起業を促

すとともに、次世代を担う起業家や企業の中核を担う人材育成を進めます。 

 

  ■次世代技術の産業化に向けたオープンイノベーションの推進 

「学研都市地域」（京田辺市、木津川市、精華町）＜国際イノベーション拠点エリア＞ 

○学研都市立地研究機関等とやましろ企業との交流・連携や共同研究等を促進するためのプラッ

トフォームの構築を支援します。 

  ○南田辺・狛田地区、木津東地区等について、早期の整備促進を図るとともに、海外企業やフー

ドテック関連企業を含めた新たな研究機関・企業を誘致し、国内外のスタートアップ企業の集

積を促進します。 

  ○ＫＩＣＫ（けいはんなオープンイノベーションセンター）を拠点としたオープンイノベーショ

ン（「けいはんなロボット技術センター」等）の取組を推進します。 

  ○特区制度（「国際戦略総合特区」、「国家戦略特区」等）を活用したＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の

先端技術の実証実験の実施（「けいはんな公道走行実証実験プラットフォーム」等）や実用化

を支援します。 

  ○けいはんな学研都市の研究機関やものづくり企業の見学など、企業向け産業観光の取組を通じ

た交流・連携を図ります。 

  ○けいはんな学研都市において、連節バス、カーシェアリングなど様々な移動手段を提供し、シ

ームレスな移動を実現するＭａａＳや、運転手不足への対応として自動運転による新たな移動

ツールの導入を支援します。 

 

 ■新名神等新たな交通ネットワークの整備を契機にした新産業育成 

「木津川右岸地域」（城陽市、井手町、宇治田原町）＜企業誘致エリア＞ 

○地域産品や資源の活用、地域企業への技術移転や受発注機会の拡大、事業連携（アライアンス）、

雇用機会の創出など、経済波及効果の高い企業の誘致を促進します。 

○現下の雇用環境を克服する最先端のＩＣＴを活用した次世代型物流拠点の立地・整備促進やそ

れを生かした地域企業の物流効率化の取組を促進します。 

○立地予定のアウトレットモールや大型商業施設など、新たな施設等の立地・集客効果を山城地

域全体の経済活性化につなげる取組を支援します。 
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  ■豊かな自然環境・地域資源や都市部との近接性を活用した新産業の育成 

「相楽東部地域」（笠置町、和束町、南山城村）＜「人」の誘致エリア＞ 

  ○インターネット環境が整備されたサテライトオフィスやコワーキングスペース等の活用によ

るＩＣＴ関連等の起業家やスタートアップ企業の誘致・育成に取り組みます。 

○地域の食文化を体現する内食・中食需要に対応した商品づくりをはじめ、地域資源（農林産物

等）やフードテック等の技術を生かし付加価値の高い特産品の開発の推進、生産から加工、販

売まで各業種の戦略を組み合わせたサプライチェーンの構築を支援します。 

  ○けいはんな学研都市をはじめ、研究機関や企業等の人材研修・フィールドワークなどの受入れ

を支援します。 

 

  ■やましろ企業のイノベーションを支える雇用対策等の推進＜全体＞ 

  ○京都ジョブパーク等との連携による集団面接会や企業説明会の開催、山城地域はもとより、周

辺地域の大学や高校と連携し、地元企業の魅力を伝えるセミナーや高校進路指導教員と地元企

業との交流会等を通じた就労マッチング機会を創出し、人材確保を支援します。 

○経営人材育成塾「ＹＭＢＡ勉強会」を通した経営力向上、感染症対策のための空気清浄機や作

業内容に応じたＬＥＤ照明器具の導入支援、ＤＸの推進による働き方改革の促進等、若者に

とって将来に夢と希望が持てるやましろ企業の魅力づくりを支援します。 

○産学公交流ネットワーク組織「京都やましろ企業オンリーワン倶楽部」を中心としたプラット

フォームを支援し、人材育成手法等の研究・実践を行い、やましろ企業の経営の高度化、改善、

後継者の人材育成等につなげます。（再掲） 

○市町村と連携し、新たな事業用地の創出に取り組むとともに、「京都府用地バンク」をはじめ

とした地域の情報を発信すること等により、各地域の特性に応じた企業誘致を戦略的に進め、

多様な産業の集積に取り組みます。 

 

  イ 宇治茶・京やましろ新鮮野菜の生産振興・消費拡大による魅力ある農業の確立 

現状分析・課題 

山城地域は、日本遺産第１号「日本茶８００年の歴史散歩」に認定されるなど、長い歴史の中

で、高級茶である玉露や抹茶の原料となるてん茶など、日本緑茶のトップブランドである宇治茶

の産地を形成するとともに、お茶を基盤に新たな文化や産業、観光を創造・発信してきました。 

さらには、「京都府宇治茶普及促進条例」に基づき、府民、茶業者等、市町村等と協働し、宇

治茶の普及促進と茶業の振興に取り組んでいくことが必要です。 

また、山城地域は、都市近郊の立地条件を生かし、ナスやトマト、軟弱野菜など、園芸作物を

中心とした産地を形成していますが、農業の担い手不足や肥料・燃料の高騰によるコスト高が大

きな課題となっているほか、それぞれの地域特性や課題に応じて、主力産業である宇治茶や京野

菜等の「お茶の京都＋α」による生産振興、消費拡大による魅力ある農業の確立に向けた取組が

求められています。 

このため、高品質な宇治茶の生産に必要な茶畑の基盤整備や被覆棚等の施設整備をはじめ、農
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業を支える次代の担い手となる人材の確保・育成や健康志向の高まりを生かしたお茶の持つ機能

性成分の訴求による新たな需要開拓、急須で淹れる喫茶文化の継承・普及、さらに、ＡＩ、Ｉｏ

Ｔ、ロボット等の先端技術の活用によるスマート農業の実装化や宇治茶の文化的景観の世界文化

遺産の登録に向けた運動等により、宇治茶ブランドを一層向上させることが必要です。 

また、九条ねぎやナス、えびいもなど「京やましろ新鮮野菜」等の農産物づくりなど、山城地

域ならではの新たな「ブランド京野菜」の展開による高収益な産地づくりを進めるとともに、次

世代のやましろ農業の担い手の確保・育成、地産地消の促進をはじめ、首都圏等への市場開拓・

販路拡大、６次産業化、農商工連携による高付加価値化や新たな農業ビジネス展開などを通じて、

地元の食を生かした観光誘客につなげ、「食の京都」の取組を推進していくことが必要です。 

 

  具体的施策  

  ■宇治茶の生産振興・消費拡大の推進 

  ○茶園作業の機械化による生産性向上、省力化を推進するため、傾斜に応じた基盤改良の支援を

行うとともに、新植や改植については、茶種構成や被覆棚整備など個々の経営状況に応じ、京

都府茶奨励品種の中から選定し、高品質な茶生産を推進します。 

  ○ＡＩやＩｏＴ、ロボット等の先端技術など他産業のイノベーションを茶業に生かすため、茶園

環境のデータ収集に努めるとともに、経験が短い担い手でも、気象環境に対応した最適な茶園

管理作業が実践できるよう支援します。 

  ○宇治茶の機能性の研究を進め、健康面での優位性をアピールすることで、消費拡大を進めます。 

  ○宇治茶実践型学舎を設置し、茶業研究所や生産者での研修により、将来の担い手確保・育成を

推進します。 

  ○省エネと荒茶製造の効率化・高品質化の課題に対応するために、製茶機械の能力や生葉の状態

に合わせた適切な製茶技術の向上を支援します。 

  ○海外に向けた宇治茶の魅力発信のため、国内とは異なる各国の農薬残留基準に対応した防除体

系の現地実証やグローバルＧＡＰ等の認証取得の支援を進め、宇治茶の輸出を促進します。     

  ○宇治茶の文化や歴史、おいしさなどの魅力を発信するため、「京都府宇治茶普及促進条例」の

趣旨を踏まえ、「宇治茶ムリエ講座」、「キッズ茶ムリエ」等を実施し、お茶の淹れ方や宇治茶

の歴史等の講習の取組を更に進めるとともに、オンライン講座の開催により、府内外での喫茶

文化の拡大に努めます。                        

○宇治茶の郷づくり協議会を母体として、「宇治茶カフェ」の認定や「八十八夜茶摘みのつど

い」、「宇治茶まつり」等を開催し、宇治茶文化を発信するとともに、「宇治茶・山城ごちそ

うフェスタ」を市町村や関係団体とともに開催し、広く山城地域の食や地域の魅力を発信し

ます。              

  ○宇治茶は、日本文化に強く影響を与えた京都が誇る世界の宝であり、抹茶、煎茶、玉露は全て

京都府南部地域で生まれ、独自に発展・継承されており、世界文化遺産登録へ向け、市町村や

茶業団体と一体となって、この茶畑を中心とした景観と関連資産を保全します。 
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  ■農業の基盤整備の推進とやましろ農林業の担い手確保・育成 

  ○担い手への農地集積や農業の高付加価値化を推進するため、農地の大区画化、汎用化及び高収

益作物の導入を可能とするほ場整備の実施に向けた取組を進めます。 

  ○排水不良の改善による野菜生産を可能とする排水機場の更新を推進します。 

  ○農家子弟、新規参入者の模範となる経営改善モデル農家や「半農半Ｘ」など多様な担い手の育

成を図ります。 

  ○担い手の特徴や適性を踏まえ、経営の発展段階に応じた企業的経営者の育成・支援に取り組み

ます。 

  ○担い手不足や高齢化が進む条件不利地域において、定年退職帰農者等が生き生きと働き続けて

自己実現できるよう、栽培技術の習得、販路の確保を促進します。 

  ○企業的経営者の成長を引き続き支援し、農業法人の経営拡大を促進します。 

  ○地域の農地を守り耕作放棄地の発生を防ぐ集落営農組織の設立と集落型法人の育成を図りま

す。集落の規模が小さい場合は、集落の枠を越えた規模拡大や低コスト・高収益営農体制の構

築などの経営基盤強化の取組を支援します。 

○農作業や山城地域の食文化の体験を重視した食育を推進するため、各地域の小・中学校等で「き

ょうと食いく先生」による出前授業を進めます。 

  ○障害者や高齢者の生きがい、働きがいを所得の向上につなげるとともに、女性のライフワー

クに配慮した労働環境や就業時間を実現する農林業の仕事や職場づくりを推進します。 

  ○農業水利施設の維持保全、更新及び補修によるきめ細やかな長寿命化対策を推進します。 

  ○農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、日本型直接支払制度を活用して農地・農

業用水等の保全管理に係る地域の共同活動を支援します。 

  〇肥料コストの低減を図るための輸入化学肥料から国産有機質肥料への転換や、製茶に係る燃

油コストの低減を図るための省エネタイプの製茶機械の導入を支援します。 

  〇農業・福祉・商工関係者等による耕作放棄地の解消や障害者雇用の創出につながる地域特産

物の生産・加工等の取組を推進します。（再掲） 

 

  ■九条ねぎの生産エリア拡大、「京やましろ新鮮野菜」の生産振興・販路拡大と地域特産野菜の

産地強化等 

  ○一戸当たりの九条ねぎ栽培可能面積の拡大や耕作放棄地、空きハウスなどの発掘、山城南部地

域への拡大等、年間所得の向上を支援します。 

  ○土寄せや収穫等、重労働となっているえびいも栽培を機械改良によって省力化を図り、一戸当

たりの栽培面積や新たな栽培者の拡大を推進します。 

  ○冬期に長期間の貯蔵ができるよう適正な保存方法の研究・分析を行い、面積拡大に伴う出荷の

ピークを平準化して、えびいもの有利な販売につなげます。 

  ○「京やましろ新鮮野菜」の各品目について、ＪＡと協働し、新規栽培希望者等を対象として栽

培管理等が習得できる「塾」を開催し、生産者の拡大を図ります。 

○豊洲市場等への販売促進等、首都圏での販路拡大を推進します。 

○農業改良普及センターや市町村との連携により、地域特産野菜の技術的支援による産地強化や
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地産地消の取組の促進、新規就農者への支援を進めます。 

 

  ■６次産業化や農商工連携の促進による地域資源を生かした特産品の開発等 

  ○山城地域の優れた農林産物の地産地消を進めるため、各直売所の連携を促進するとともに、機

器整備や安心・安全な農林産物の供給を支援します。 

  ○コロナ禍の影響による観光客の減少に対応するため、山城地域の地元食材を使った料理や食品

を提供する「京やましろ食～京やましろ産食材提供店～」の登録を進め、その情報を観光客等

へ発信し、観光需要を伸ばすとともに、飲食店からの食材要望や生産者とのマッチングなど地

産地消の取組を進めます。 

  ○地域の食文化を体現する内食・中食需要に対応した商品づくりをはじめ、地域資源（農林産物

等）やフードテック等の技術を生かし付加価値の高い特産品の開発の推進、生産から加工、販

売まで各業種の戦略を組み合わせたサプライチェーンの構築を支援します。（再掲） 

○地域の食の拠点となる、食の京都 TABLEを整備し、いちおし食材の発掘・磨き上げを行うこと

により、観光客が食を目的に府内を周遊する食の観光など、「食の京都」の取組を推進します。 

 

  ■ＡＩ、ＩｏＴ等の先端技術や地元企業の高度な技術も生かしたスマート農業の実装化 

  ○中山間地域が多く、人手不足や重労働である農林業や畜産（養鶏）業において、茶園や鶏

舎、木材集積場等現場の状況をリアルタイムに把握できるＩｏＴ技術やドローン等の活用に

より、高品質で省力的な農林業生産を推進します。 

  ○スマート農業技術の導入により、ＩｏＴで得られたデータと毎年の気象や植物の生育データを

活用し、最適な作業手順等で生産ができるよう支援します。 

  ○やましろ企業の技術力により、農林業現場の生産性向上や消費拡大等に向けた課題の解決を図

るとともに、企業の新製品開発につなげる相互交流を行うグリーンイノベーションの取組を展

開します。 

 

■野生鳥獣の保護・管理と家畜防疫への対応 

○鳥獣保護区の設定や個体数・生息域の調査など鳥獣保護・管理の取組により、野生動物の多様

性確保、生活環境の保全や農産物被害の防止を推進します。 

  ○防護柵設置と各集落の追払い体制の構築による被害軽減活動の推進とＩｏＴを活用した個体

数調整を行います。 

  ○シカやイノシシなどジビエを地域資源として活用する施設、体制、仕組みの構築を支援します。 

  ○高病原性鳥インフルエンザや口蹄疫、豚熱（ＣＳＦ）等の家畜伝染病を発生させないよう、日

常から万全の衛生対策を講じるとともに、発生に備えてスターターチーム員による初動防疫に

取り組みます。 

 

  ■山城産木材の利用促進 

  ○間伐等森林整備、木材の搬出、製材、木材利用までを体感してもらう森林・林業体感ツアーや

木材利用施設等の見学会を開催し、普及啓発活動を行います。 
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  ○子どもたちを対象にした木工教室など環境教育活動に取り組みます。 

  ○公共スペースを活用し、山城産材の備品を設置する等、その魅力発信を推進します。 

○国の森林環境税を活用した市町村が実施する取組への支援とともに、「京都府豊かな森を育て

る府民税」の有効活用による森林の多面的機能の維持・増進に取り組みます。 

  ○森林ボランティア、モデルフォレスト運動参画企業等との交流会や緑の少年団等とモデルフォ

レスト運動参画企業、団体との交流会等に取り組みます。 

  ○「京都府府内産木材の利用等の促進に関する条例」が制定されたことを踏まえ、川上から川下

までの連携による山城産木材の新たなサプライチェーンの構築に向けて取り組みます。 

 

  ウ お茶の京都ＤＭＯを核にした周遊・滞在型やましろ観光の新展開 

現状分析・課題 

   山城地域は、平等院や宇治上神社という世界遺産をはじめ、八幡市、京田辺市、木津川市、大

山崎町等における数々の国宝などの歴史的文化遺産、また、宇治川・木津川・桂川や丘陵・山地

に囲まれた豊かな自然や景観、さらに、宇治茶や筍、京野菜をはじめとする全国ブランドの特産

物や食文化など、多くの観光資源に恵まれています。 

   「お茶の京都」のターゲットイヤーであった平成２９（２０１７）年は、「お茶の京都博」イベ

ントの開催や首都圏プロモーションなど全国への情報発信が奏功して、観光入込客数（約 

１，４９３万人。前年比１０８％）や観光消費額（約２３１億円。前年比１１５％）は過去最高

となりました。 

こうした観光資源を活用し、「もうひとつの京都」として、「お茶の京都」や「竹の里・乙訓」

をコンセプトに、一般社団法人京都山城地域振興社（お茶の京都ＤＭＯ）をはじめ、市町村や関

係団体等による「オール山城」と「オール乙訓」の総力を結集し、京都市に集中する観光客を山

城地域全体に還流させ、周遊・滞在型の「やましろ観光」や「京都・かぐや姫観光」の新展開を

図っています。 

しかしながらコロナ禍の影響により、令和３（２０２１）年の山城地域における観光入込客数

（約７０８万人）や観光消費額（約１６５億円）は大きく落ち込み、インバウンドは減少しまし

た。一方で、行きたい国として海外の関心は高く、「団体旅行から個人旅行へ」という傾向の変

化もあり、中長期的には観光需要の回復が期待できます。 

また、コロナ禍の影響により観光スタイルが「モノからコトへ」と変化し、さらに、「今だけ・

ここだけ体験」が求められていることから、歴史・文化・自然・環境など地域特性、資源を生か

した多種・多様な宿泊施設の整備、特産品・土産物等の開発・販売促進に取り組むとともに、鉄

道駅からの交通アクセスの確保による利便性の向上、お茶の京都ＤＭＯ等と連携した山城地域な

らではの体験型観光の掘り起こしや商品化の取組とそれらを担う人材育成、加えて、広域的にネ

ットワーク化することにより、周遊・滞在型観光を促進し、山城地域を訪れる観光客・消費額の

増加へつなげる必要があります。 

加えて、今後観光需要の回復が期待できるインバウンドなど京都市内を訪れる観光客に、山城

地域を周遊してもらうため、大阪、奈良、三重など隣接する府県・市町との広域連携によるルー

トづくり、木津川や天ヶ瀬ダム等の自然やインフラを活用したアクティビティ（スポーツ観光）
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の創出やバスツアー等の実施、歴史などの統一テーマによるウォーキングツアーの実施など、地

域特性を踏まえた新たな観光誘客対策も必要です。 

  

  具体的施策 

  ■観光消費額引上げにつなげる多様な宿泊・飲食施設の情報発信 

○コロナ禍による「巣ごもり消費」の促進や対面接客の制限の中で、地域で想いを持って続けら

れてきた、地域コミュニティの場としての役割も担う商店街・個店が、自らの社会的価値を消

費者に発信しＰＲする取組を支援します。 

○「モノからコトへ」、「今だけ・ここだけ体験」など、地域の特性を生かした「食・体験・観る・

泊まる」などの観光コンテンツについてＳＮＳ等を活用した情報発信に取り組みます。 

  ○ガストロノミーエリアとして、地域の料理人が学びあう場（料理ＬＡＢＯ）の形成支援や取組

状況の発信を進めます。 

 

  ■お茶の京都ＤＭＯを核にした観光資源の掘り起こし、点から線・面の展開・商品化 

  ○コロナ禍等においても観光事業者が持続可能となるような外部人材との連携等の環境づくり

を推進するため、お茶の京都ＤＭＯや市町村、関係団体と連携し、例えば、墾田永年私財法が

発布された恭仁宮や万葉集の歌碑、国宝「待庵」、日本遺産「日本茶８００年の歴史散歩」等、

多くの文化財や国宝など観光コンテンツとしての掘り起こしや「今だけ・ここだけ体験」など

山城地域の特性を生かした着地型観光商品の造成や販売支援を行います。 

  ○宇治茶バスの活用をはじめ、点在する観光資源をつなげる着地型のタクシー周遊プランの造成

や、天ヶ瀬ダム・高山ダム特別見学バスツアー等のインフラツーリズム、地域資源を活用した

バスツアーの実施に取り組みます。 

  ○日本の観光地としての人気から今後観光需要の回復が見込まれるため、個人旅行や外国人旅行

者のニーズに対応した、多種多様な観光コンテンツの発掘を推進します。 

  ○民間と連携し、お茶の京都エリア数駅にカーシェアステーションを設置する等、周遊観光促進

に取り組みます。 

 

  ■サイクリング等のスポーツ観光の推進 

  ○山城地域内外からサイクリストを呼び込み、背割堤や流れ橋、浜茶、桜づつみなど、木津川沿

いに広がる景観を楽しんでもらえるよう、京奈和自転車道（京都八幡木津自転車道線）等の整

備に取り組みます。 

  ○京奈和自転車道（京都八幡木津自転車道線）や京都やましろ茶いくるライン等を周遊するため

のサイクリングマップの普及を進めます。 

  ○近隣府県と連携した関西一円広域サイクルルートや山城地域の地域資源をつなぐサイクルル

ートの形成を進めます。 

  ○世界最高峰のロードレース「ツアー・オブ・ジャパン京都ステージ（ＴＯＪ）」のほか、全国か

ら参加者が集まる「全国小学生ハンドボール大会」等の各種スポーツイベント等でのおもてな

しによる地元産品や観光情報等のＰＲに取り組みます。 
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  ■コロナ禍を踏まえたこれからの新たな山城地域の観光 

  ○日本の観光地としての人気やコロナ禍を契機とした個人旅行へのシフトといった観光スタイ

ルの変化を踏まえ、お茶の京都ＤＭＯ等と連携して地域資源の磨き上げや高品質なサービスの

創出等を図ります。 

○外国人観光客等の多様なニーズに対応できるガイドの育成を推進し、観光ガイドの雇用創出に

向けたお茶の京都ＤＭＯによる人材確保の仕組み検討や人材育成の取組を支援します。 

  ○けいはんな学研都市の研究機関やものづくり工場の見学などの産業観光や自転車、カヌー、ボ

ルダリングなどアクティビティツーリズムの充実に取り組みます。 

  ○光や映像を用いた賑わい創出イベントと連携した山城地域での寺院・神社の夜間拝観や「くみ

やま夢タワー１３７」をはじめとしたライトアップ事業との連携など、ナイトツーリズムによ

る周遊・滞在型観光を促進します。 

 

  ■観光客の域内周遊に向けた近隣府県との広域連携・協働 

  ○山城地域に隣接する府県や交通事業者等との連携により、広域エリアの魅力を発信します。 

○山城地域の歴史や文化に富んだ地域資源を活用し、家康伊賀越えウォーキングツアーや恭仁

宮・平城宮などの宮跡や古墳巡りなど府県を越えた広域観光ルートの案内やバスツアーの実施

に取り組みます。 

  ○近隣府県と連携した関西一円広域サイクルルートの形成を進めます。 

  ○インバウンドなどの観光客が、山城域内を周遊・滞在できるよう鉄道駅と連携した二次交通の

活用等により府外からの誘客を推進します。 

  ○淀川三川合流域さくらであい館をはじめ、舟運による地域活性化や観光客の域内周遊の取組を

支援します。 

 

  ■乙訓地域における歴史、文化、自然等の地域の魅力発信による観光誘客や特産品開発等 

○「竹の里・乙訓」をコンセプトに、乙訓特産の「竹」や乙訓ゆかりの歴史、文化、自然等の豊

かな地域の魅力発信について、乙訓地域に京都市洛西地域を含めた「京都西山」地域として、

八幡市、島本町等とも更に協働・連携して推進します。 

○ＮＨＫ大河ドラマや食の京都などの取組を通じて構築したメディア等関係機関との連携体制

により、広域的なプロモーションや観光地域づくりを展開し、乙訓地域の魅力を発信します。 

  ○京都縦貫自動車道の全線開通や新名神高速道路が整備される中、インターチェンジや高速バス

の停留所、また、ＪＲと阪急電鉄の多くの駅があるなど、発達した交通網を生かすとともに、

自転車やバス・タクシーなどの二次交通とリンクさせる中で、京都市域、府内各地域、近隣府

県との周遊観光を促進する取組を進めます。 

  ○阪急洛西口駅近辺等の宿泊施設や賑わい創出施設の誘致支援、観光ボランティアによるマイク

ロツーリズムの推進を市町と連携して進めます。 

○放置竹林を整備、活用するなど、「竹の径」をはじめ、観光資源の魅力アップの取組を支援し

ます。  
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４ 広域連携プロジェクト（エリア版） 

 

◇京都府南部イノベーションベルト広域連携プロジェクト 

産業、大学・教育機関や研究機関が集積する強みを生かして、イノベーションの相乗効果によ

り新たな産業や価値を生み出し、京都の成長エンジンとなる地域をめざします。 

また、新たな国土軸である新名神高速道路やアクセス道路の整備を着実に進めるとともに、人

流・物流の核として各地域の取組との連携も強化します。 

 

【主要な方策】 

●多くの大学や、日本を代表する企業が集積する強みを生かし、京都の文化を生かしたアート

とテクノロジーが融合した産業や人材の育成 

●関西文化学術研究都市等の研究機関と連携し、新名神周辺エリアで、ゼロエミッション、自

動走行などの先端技術を盛り込んだ近未来都市を形成 

●新たな「食」関連産業の育成・発展を図る「フードテック構想」の拠点整備 

●世界トップクラスのバイオ・電池等のテクノロジーの集積を生かした、脱炭素関連企業の共

創の場の創設 

●映画・ゲーム・アニメ・マンガ関連企業が集積するという世界でも珍しい京都の魅力を生か

した、メタバース時代をリードするコンテンツ産業の育成 

●北山エリアの整備、大学連携等による他地域との人流促進 

 

◇グレーターけいはんな広域連携プロジェクト 

関西文化学術研究都市への研究機関等の集積を生かし、世界の最先端研究と交流するオープン

イノベーションの起こり続ける都市づくりを進めます。 

関西文化学術研究都市に隣接し、豊かな自然に恵まれ「ゆとりの生活空間・癒やしの空間」で

ある相楽東部と関西文化学術研究都市との連携を先行して推進することで、「未来技術が実装さ

れた都市と田園の共存する地域」のモデルをめざし、関西文化学術研究都市区域の拡張や成果の

府域展開につなげます。 

 

【主要な方策】 

●関西文化学術研究都市における高次研究機関の集積を生かし、地域の人々が幸福を感じる

「サスティナブルスマートシティ」の実現を目指した新たなイノベーションの創出 

●国内外のオープンイノベーション拠点やスタートアップ企業等との連携によるオープンイ

ノベーションの促進 

●都市と田園が共存するエリアでの新たなライフスタイルを取り入れた、企業・起業家・ベン

チャー等の誘致促進 

●相楽東部地域における複合的な政策間連携の推進 

●きづ川アクティビティパークの整備推進 
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6
住んでいる地域が、子どもが育つのに良い環境だと思う人
の割合

％
83

（2021年度）
90.0

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標
(2026年度)

5 子育て応援パスポート協賛店舗数 店舗 818

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標
(2026年度)

1,250

1 新名神の整備効果を山城管内に広める道路整備（累計） 箇所 0 4

2 山城地域への移住者数（累計） 人
119

（2021年度）

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標
(2026年度)

3
災害・天井川対策のための河川・道路整備完了件数（累
計）

箇所 0 11

防災重点ため池の計画的な改修・廃池（累計） 箇所
2

（2021年度）
44

900

7 子育ての悩みを気軽に相談できる人がいる親の割合 ％
86

（2021年度）
90.0以上

9 人権に関する啓発活動の取組回数 回
38

（2021年度）
76

山城地域振興計画の数値目標

（１）新名神の全線開通を見据え、それぞれのエリア特性に応じた地域
       づくりの推進

（３）子育てや長寿の安心を確保し、人権が尊重され、誰もが生き生き
       と暮らせる共生社会の実現

（２）暮らしを支え、災害に強い持続可能な安心・安全の基盤づくり

8
発達障害児への対応力強化を図った保育所・認定こども園
数（累計）

箇所 62 115



- 39 - 

 

 

 

府・保健所が実施する発達障害児支援従事者研修等
を受講した保育所等数（認可外保育所等を除く。）
で、全ての受講をめざす

ウ

ア

市町村や関係団体と連携し、啓発活動の取組回数を
増加し、４年で倍増をめざす

山城広域振興局に
よる実態把握

2023年度：47
2024年度：57
2025年度：66

市町村と連携して防災重点ため池の計画的な改修・
廃池を実施し累計４箇所をめざす

山城広域振興局に
よる実態把握

山城広域振興局に
よる実態把握

2023年度：75
2024年度：90
2025年度：105

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、
この数値を維持していく

京都府民の意識調
査（京都府）

90.0以上

山城広域振興局に
よる実態把握（市
町村等からの聞き
取り）

2023年度：500
2024年度：750
2025年度：1,000

ウ

2023年度：2
2024年度：5
2025年度：7

ア

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

集中豪雨・土砂災害対策のための河川整備や道路事
業の完了件数であり、全１１箇所の供用開始をめざ
す

山城広域振興局に
よる実態把握

出典 参考年間目標
関連
方策

山城広域振興局に
よる実態把握

2023年度：1
2024年度：4
2025年度：4

ア
新名神高速道路に関連する府事業の完了件数であ
り、全４箇所の供用開始をめざす

目標設定の考え方

特に人口減少が進む相楽東部地域における人口減少
（転出超過数）の約半数を移住者によってカバーす
ることをめざす

管内の商店街・商工会、大型商業施設等での掘り起
こしを強化し、計画期間内で１０％の増加となる９
００店舗をめざす

　地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度（２０２６年度）における数値
目標を設定します。
※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりそ
   の計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換えるものとします。
※「関連方策」欄に記載している記号は、施策の基本方向に掲げる具体的施策の記号を示しています。

2023年度：834
2024年度：850
2025年度：875

ア

2023年度：3
2024年度：3
2025年度：3

ア

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

山城広域振興局に
よる実態把握

ア

子育て環境の充実を進め、早期に９０％をめざし、
この数値を維持していく

京都府民の意識調
査（京都府）

90.0
（毎年度）

ア
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15 管内観光入込客数 千人
7,080

（2021年）
8,920

（2026年）

観光客の満足度 ％
64

（2021年）
75

（2026年）

億円
22.0

（2021年度）
28.0

社
327

（2021年度）
402

店舗
124

（2021年度）
170

16

12
管内新規就農就業者数（農家子弟後継者を含む。）（累
計）

人
60

（2021年度）
260

11 管内荒茶生産額 億円
56.9

（2021年度）
70.0

10 「知恵の経営」や「元気印」等の認定企業数（累計）

14 京やましろ新鮮野菜の年間販売額

（４）やましろ産業を地域の未来を支える柱へとパワーアップ

13
京やましろ食～京やましろ産食材提供店～の登録店舗数
（累計）

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標
(2026年度)
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（注）統計手法の変更等により、現時点の目標数値と変更後の手法で得られた数値が大きく増減

　　　した場合、その伸び率等を勘案した数値に置き換えるものとします。

危機克服会議の提言で示された、観光客と地域の満
足度の高い観光をめざすため京都府総合計画の地域
満足度の数値目標に比例して増加をめざす

危機克服会議の提言で示された、観光客と地域の満
足度の高い観光をめざす

ＪＡ等と協力して、毎年１．５億円の販売額増加を
めざす

中小企業応援隊と連携し、高度化・イノベーション
に直結している各種認定制度の普及拡大に取り組
み、基準年の管内累計（過去２３年間）の３２７社
に対し、計画期間内で累計７５社の増加をめざす

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

京都府観光動向調
査（お茶の京都
DMO）

イ

過去５年間の推移を踏まえ、毎年５０人増加をめざ
す

山城広域振興局に
よる実態把握

ア

毎年３．３億円の生産額の増加をめざす

ウ
2023年度：67
2024年度：70
2025年度：72

京都府農林水産部
による実態把握

2023年度：60.2
2024年度：63.4
2025年度：66.7

2023年度：110
2024年度：160
2025年度：210

地産地消と山城の「食」を目的とした観光の推進の
ため登録店舗数の毎年度１０店舗の増加をめざす

イ

2023年度：357
2024年度：372
2025年度：387

京都府観光入込客
調査（京都府）

京都府茶業統計
（京都府）

ウ
2023年度：7,650
2024年度：8,070
2025年度：8,500

山城広域振興局に
よる実態把握

2023年度：140
2024年度：150
2025年度：160

イ

イ
2023年度：23.5
2024年度：25.0
2025年度：26.5

山城広域振興局に
よる実態把握
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「京都府総合計画」南丹地域振興計画 
 

（中間案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府南丹広域振興局 
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１ 計画の特徴 

■「京都丹波」を、地域を象徴するブランドとして掲げた計画です。 

 

○この計画は、南丹広域振興局管内の地域の魅力を広く発信し、活力ある地域を創ることを目的と

しています。 

○南丹地域のすばらしさを地域の内外に伝えるためには、地域の一体性を高め、地域全体の力を結

集することが大切です。このため、この計画においては、南丹地域の２市１町のエリアを指す名称

として、「京都丹波」を使用し、「京都丹波」ブランドを確立して発信していくこととしています。 

○京都丹波という名称には、『京都』と『丹波』の双方の歴史や伝統文化、美しい自然や豊かな農林

水畜産物等の地域資源を生かして、活力と魅力にあふれ、次世代を担う若者が夢と誇りを持てる

地域づくりを進めたいという強い思いが込められています。 

○また、京都府では、府域を四つのエリアに分け、「もうひとつの京都」として、広域観光プロジェ

クトを進めるなど観光振興に取り組んでおり、ここ京都丹波は、「森の京都」エリアに位置付けら

れています。 

○こうした森の京都の取組と連携させて京都丹波を打ち出すことで、京都丹波の名称がイベント名

や広報誌等で使用されるようになりましたが、全国的にはまだまだ認知度が低いことから、今後、

更に京都丹波ブランドの魅力発信を進めることにより地域のイメージを浸透させ、多くの人をこ

の地域に呼び込み、賑わいづくりに努めていきたいと考えています。 

 

■京都丹波の強みを生かす「プロジェクト」を設定し、オール京都丹波で施策を横断

的に推進していく計画です。 
 

○京都丹波には、質の良い「食」、豊かな「自然・歴史文化」、自然や地形を生かした「スポーツ」

など、キラリと光る地域資源があり、それがこの地域の強みとなっています。これら三つの強み

は、地域振興のためのいろいろな分野と関わりを有しています。 

○この計画では、各分野の具体的施策に、「食」、「自然・歴史文化」、「スポーツ」という京都丹

波の強みを生かすこととし、地域課題を解決する新たな取組等となる施策をこれら三つの強みの

視点から再編した「横断プロジェクト」を設定しました。 

○この計画の実施に当たっては、多様な主体が連携しながら地域全体で取り組んでいくことが重要

です。このため、地域住民や市町、ＮＰＯ等地域活動団体、企業、有識者等に参画いただき、オー

ル京都丹波で議論・検討して取り組むことで、より効果的で広がりのある施策を展開したいと考

えています。 

分野ごとの各施策を、京都丹波の強みを生かすという視点で再構成することで、思わぬ“化学反

応”が起こり、これまでにない発想での取組が広がり、地域の活性化や交流拡大につながっていく

と考えています。 
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＜横断プロジェクトの概要＞ 

 

▶京都丹波『食』プロジェクト 

 

京都丹波は、京の台所を支えてきた食の宝庫であり、府内の京のブランド産品（農産物）出荷額

が府内の約４割、畜産物産出額（推計）が府内の約６割を占める地域です。本プロジェクトでは、

「食」を活用した施策の広がりと「食の京都」との相乗効果が生まれる様々な取組を展開します。 

・京都丹波のいちおし食材等をブラッシュアップし、イベントや観光コースに取り込むことによ

り「食」を目的とした京都丹波への誘客を促進 

・障害者の社会参画促進と農業の人手不足を補う「農福連携」 

・京都丹波ならではの食や農作業体験を取り入れた田舎暮らし体験ツアーによる「移住促進」 

・学校給食に地元産食材を導入することによる「地産地消」や「食育推進」 

・捕獲した有害鳥獣のジビエへの活用や鮎のブランド化など、豊かな食材を活用した新商品開発 

 

▶京都丹波『自然・歴史文化』プロジェクト 

 

京都丹波は、森林面積が８２％を超える自然豊かな地域であり、また、伝統ある郷土文化や芸能

などの文化財等を数多く受け継いでいる地域です。本プロジェクトでは、そうした豊かな自然や

多くの文化財を保全・保存しながら、「自然・歴史文化」を活用した施策の広がりと相乗効果が生

まれる様々な取組を展開します。 

・豊かな自然・歴史文化を取り入れたウォーキングコースの普及による「健康増進」 

・京都丹波の自然を体感できるセミナー等の開催による「森の京都・京都丹波ライフスタイルの発

信」、「移住・定住の促進」 

・地域の魅力を学ぶ講座の開催や地域学芸員・語り部の養成による「郷土愛の醸成」 

 

▶京都丹波『スポーツ』プロジェクト 

 

京都丹波では、地域の資源を生かし、トップアスリートの育成とスポーツのメッカづくり、スポ

ーツをする・みる・ささえる地域の体制づくり、地域住民の健康づくりを推進しており、今後は、

スポーツ・健康の関連企業の集積や研究の促進を図り、経済活動とのつながりをより強化するよ

う取組を進めます。また、令和２（２０２０）年にオープンした京都スタジアムが新たな地域のス

ポーツや交流の拠点となるとともに、自然の地形を生かしたアウトドアスポーツが盛んで、全国

規模のトライアスロン大会が開催されているほか、ワールドマスターズゲームズ関西やアジア競

技大会愛知・名古屋大会（サッカー競技）の開催も予定されています。本プロジェクトでは、「ス

ポーツ」を活用した施策の広がりと相乗効果が生まれる様々な取組を展開します。 

・京都スタジアムや京都トレーニングセンターにおけるスポーツ体験等を通じた「“京都丹波ファ

ン”の拡大」 

・京都スタジアムをゲートウェイとした「周遊・滞在型観光の推進」 

・京都トレーニングセンターと大学等との連携による「トップアスリートの発掘・育成」と、全て

の年齢層が気軽に参加できるスポーツ体験を通じた「体力づくり・健康づくり」 
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・大会・合宿等の誘致、宿泊調整、ボランティア調整などの受入体制づくり 
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２ 地域の将来像（２０年後に実現したい姿） 

（１）地域特性  

 

○京都スタジアムなどの交流拠点が整備 

近年、京都縦貫自動車道が全線開通するとともに、京都トレーニングセンター、京都丹波高原国

定公園ビジターセンター、京都スタジアム、川の駅・亀岡水辺公園など、大規模な交流基盤が整備

されています。 

○京都先端科学大学など高等教育機関が集積、企業立地も進展 

環境やものづくり、建築、医療等様々な専門分野にわたり特色ある大学や大学校等が集積して

おり、また、京阪神地域等へのアクセスの良さを背景に、高い技術力を有する多種多様なものづく

り企業の立地も順調に進展しています。さらに、産学公連携による人材育成、食や農の分野におけ

る産業イノベーション等を進めるため、京都先端科学大学に「オープンイノベーションセンター・

亀岡」が設置されます。 

○京のブランド産品など特色ある農産物や畜産物、木材の高いシェアを誇る地域 

京都丹波は、古くから京の台所を支えてきた食の宝庫であり、京のブランド産品（農産物）出荷

額が府内の約４割、畜産物産出額（推計）が府内の約６割を占めています。また、京の都の木材を

供給してきた地域であり、素材生産量も府内の約４割を占めています。 

○大都市に近接していながら豊かな森や田園風景に恵まれた自然環境 

京都丹波は、大都市に近接し、京都市内への通勤通学者も多く、高い利便性を有しながらも、豊

かな森林や田園風景に恵まれ、森の京都の魅力が詰まった地域です。 

○Ｉターンを中心に近年移住者が増加 

ＪＲ山陰本線（嵯峨野線）や京都縦貫自動車道等の交通網整備による利便性の向上と、これに伴

う企業立地の進展により、近年移住者が増加しています。 

○京都府域の中央に位置し、府中部と京阪神地域を結ぶ交通の要衝 

古くから、府中部と京阪神地域を結ぶ交通の要衝としての役割を担っており、近年では京都縦

貫自動車道に加え、大阪府、兵庫県に至る道路網の整備が進められている地域です。 

○近年台風や豪雨等による自然災害が多発 

桂川の上流域では、過去に氾濫が繰り返され、多くの被害をもたらした歴史があります。日吉ダ

ムの完成により、治水安全度が飛躍的に向上しましたが、近年でも、台風や豪雨などの自然災害が

多発しており、住民の防災に対する意識が高い地域です。 
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（２）めざすべき将来像 

 

～来てよし・観てよし・住んでよし 

交流人口・関係人口１，０００万人超の賑わいと活気のある京都丹波～ 

 

 コロナ禍による生活様式の変化に伴い、価値観やニーズが一層多様化しています。そうした価値

観やニーズの多様化に対応し、都市近郊にありながら、自然環境に恵まれた地域特性、強みを生かし

て、京都丹波においては、次のとおり２０年後に実現したい姿を考えています。 

 

○京都スタジアムを核に交流人口・関係人口が拡大し、賑わいが創出されている地域 

コロナ禍により地域への観光客が減少する一方で、暮らし方や働き方が多様化する中、京都丹

波地域を訪れ、様々な形態で関わる人々を拡大し、交流人口・関係人口１，０００万人超の賑わい

と活気のある地域を実現することをめざします。 

このため、京都丹波の魅力をブラッシュアップし、国内のみならず世界に発信・浸透させること

により、多くの人がその魅力に触れてみたいと思える『観てよし』の京都丹波を実現します。 

また、京都スタジアムが、府中北部と京都市・府南部地域を結ぶゲートウェイとなり、この地域

を多くの人が訪れ、周遊・滞在する中で魅力を感じられる『来てよし』の京都丹波づくりを進めて

いきます。 

 

○食、自然・歴史文化、スポーツなどの京都丹波の強みを生かして、誰もが健康で生き生きと、安心・安全

に暮らしている地域 

京都丹波の豊かな食、美しい自然環境や歴史文化、京都スタジアムや京都トレーニングセンタ

ー等のスポーツ資源を活用して、地域住民の生涯にわたる健康づくりを推進するとともに、女性

や高齢者、障害者等誰もが能力を発揮でき、住み続けたいと実感できる共生の京都丹波づくりを

進めていきます。 

また、河川改修等を計画的に進め、災害のリスクを軽減するとともに、ＮＰＯ等地域活動団体な

どと協働して、住民一人ひとりの防災意識を高めることにより、安心・安全な『住んでよし』の京

都丹波づくりを進めていきます。 

 

○「森の京都・京都丹波ライフスタイル」が浸透し、若者の定着が進んでいる地域 

都会に近いというこの地域の特徴を生かし、企業の立地を進めるとともに、農林水産業の収益

性の向上や産品のブランド化を図り、産業の活力を生み出す京都丹波をめざします。 

併せて、地域全体で子育てに取り組む「子育て文化」が浸透した京都丹波をめざします。 

就労や子育ての環境整備を図り、移住・定住を促進するとともに、豊かな食や自然・歴史文化、

スポーツを生かしたライフスタイルの浸透を図ることにより、若者を中心に、京都丹波で生まれ

育った人も、新たに移り住んできた人も、誰もがずっと住み続けたいと思える『住んでよし』の京

都丹波づくりを進めていきます。 
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３ 施策の基本方向（４年間の対応方向） 

新興感染症や物価変動など社会情勢の変化や、人口減少・少子高齢化、自然災害の頻発化・激甚化

など深刻化する課題を踏まえ、京都丹波では、「めざすべき将来像」の実現に向け、「安心」・「温

もり」・「ゆめ実現」を柱とする、温かい京都丹波づくりを推進していきます。 

 

「安心」  ：府民の命と健康を守り抜き、府民に安心を実感していただける京都づくり 

「温もり」 ：子どもや子育て世代を社会全体で見守り支えるなど、府民誰もが温もりを感じら  

れる共生の京都づくり 

「ゆめ実現」：温かさの源泉となる魅力や活力に満ちた、府民一人ひとりの夢が叶えられる京都 

づくり 

 

【施策推進の基本的な視点】 

○京都丹波の強みである「食」、「自然・歴史文化」、「スポーツ」を生かし、オール京都丹波で地域活性化と

交流拡大を推進 

良質の食材や農林水畜産物、豊かな自然や伝統ある文化、自然を生かしたアウトドアスポーツ

や京都スタジアムをはじめとするスポーツ資源等、京都丹波が持つ強みを生かすことを常に意識

しながら、あらゆる主体と連携して、オール京都丹波で施策展開を図ります。 

 

 

○人権が尊重され、誰もがその能力を発揮でき、住み続けたいと実感できる共生社会を構築 

一人ひとりがお互いに相手の立場を理解し、思いやる心を持つとともに、人権が尊重され、女性

や高齢者、障害者等をはじめ、誰もがその能力を発揮し、住み続けたいと実感できる「共生の京都

丹波」を構築します。 
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（１）京都丹波の地域資源を生かした観光や移住・定住の推進による交流・活

力のまちづくり 

 
＜基本的な考え方＞ 

●京都丹波には、豊かな里山などの自然環境・景観、伝統的な建造物、芸能、祭りなどの文化財、優

れた食材や農林水畜産物等のキラリと光る地域資源が豊富にあります。また、京都縦貫自動車道

や京都トレーニングセンター、京都丹波高原国定公園、京都スタジアム等、地域の活性化を支え、

交流を促す基盤が整っています。 

●また、京都サンガＦ.Ｃ.がＪ１リーグに昇格したことに伴い、ホームゲーム観戦のため、全国から

京都スタジアムへ多くの人が来訪しています。さらに、令和８（２０２６）年には、京都スタジア

ムでアジア競技大会愛知・名古屋大会のサッカー競技の開催、令和９（２０２７）年には、ワール

ドマスターズゲームズ関西が開催決定しており、京都スタジアムをはじめ管内のスポーツ施設を

中心に、eスポーツやニュースポーツを含め、更なる賑わいの創出に取り組みます。 

●豊かな地域資源の保存・継承に取り組みつつ、森の京都ＤＭＯとの連携の下、地域の魅力を広く発

信し、京都丹波ブランドを浸透させ、国内外・地域内外から来訪者を周遊・滞在型観光につなげ、

地域の賑わいづくりに結び付く施策を積極的に展開します。 

●一方、少子高齢化や人口減少の著しい進展により、労働力人口の減少や地域コミュニティの担い

手不足等が深刻になり、地域の活力の維持・発展が困難になるといった問題が顕在化しています。 

●今後、持続可能な地域づくりや地域の活性化を進めていくためには、地域外から人を呼び込む移

住を促進するとともに、移住者や若者がいつまでもこの地域に住み続けたいと思える取組を進め

ることが必要です。 

また、二地域居住やテレワークなど、働き方や地域との関わり方が多様化していることに対応し、

多様な主体とともにまちづくりを支援する森の京都ＤＭＯとの連携を強化し、移住・定住の促進

に取り組みます。 

●大都市に近く暮らしやすいという京都丹波の強みを生かし、多様なニーズに対応した移住・定住

施策に取り組むとともに、移住者や関係人口が地域社会の担い手として活躍できる地域づくりに

取り組みます。 

併せて、若い世代が地域への愛着や誇りを持てるよう、地域の魅力を再認識する取組や、先輩移住

者との交流など移住後のフォローアップにより、定住促進に取り組みます。 

 

＜現 状＞ 

《観光入込客数・観光消費額》 

○京都丹波への観光入込客数、観光消費額は２０１９年までは概ね順調に増加しているが、２０２

０年以降はコロナ禍により大幅に減少 

・観光入込客数：２０１９年 ８，５２１千人 ⇒ ２０２１年 ６，９７９千人 （年比較のため

旧基準使用） 

・観光消費額：２０１９年 １５，２９４百万円 ⇒ ２０２１年 １０，２８６百万円 （年比較

のため旧基準使用） 
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《地域資源》 

○多くの観光客を惹きつける名所・旧跡、景観が存在 

・国定公園：京都丹波高原 

・日本風景街道：美山かやぶき由良里街道、西の鯖街道 

・京都府景観資産：まほろば・亀岡かわひがし、琴滝 

・京都の自然２００選：保津峡、るり渓、質志鍾乳洞 他 

 

○歴史的な行事や伝統芸能が数多く伝承 

・亀岡市：亀岡祭山鉾行事、佐伯灯籠 

・南丹市：田原の御田、田歌の神楽 

・京丹波町：和知人形浄瑠璃、丹波八坂太鼓 他 

 

《食》 

○米、豆、野菜、畜産を中心とした府内有数の産地 

・丹波産キヌヒカリ：３年連続「特Ａ」を獲得（２０１６年度～２０１８年度） 

・京のブランド産品（農産物）の出荷額 

 ２０２０年度：府全体の４２％（５．０億円） 

・畜産物産出額 

 ２０２０年：府全体の約６０％（７１．５億円） 

・農産物直売所の販売金額 

 ２０１５年度：２１．６億円 ⇒ ２０２０年度：２３．６億円（約１．１倍に増加） 

 

《木材》 

○京都丹波の森林面積は広大で、府内で最も林業の盛んな地域だが、近年生産活動は低迷 

・南丹広域振興局管内総面積に占める森林面積の割合：８２．５％ 

・府全域の森林面積に占める南丹広域振興局管内森林面積の割合：２７．６％ 

・年間木材生産量 

  ２０１５年：６９，４７０㎥ ⇒ ２０２０年：７０，２８６㎥（ほぼ横ばい） 

・木材価格（ひのき中丸太価格） 

 ２０１５年：１７，６００円/㎥ ⇒ ２０２１年：２５，９００円/㎥ 

 

《大規模な交流基盤施設》 

○高速道路網の充実によりアクセスが飛躍的に向上し、スポーツや観光の振興に資する広域の集客

施設が整備 

・京都縦貫自動車道：２０１５年全線開通 

・京都トレーニングセンター：２０１６年オープン 

・京都丹波高原国定公園ビジターセンター：２０１８年オープン 

・京都スタジアム：２０２０年オープン 

・川の駅・亀岡水辺公園：２０２２年オープン 
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《スポーツ》 

○京都スタジアムをはじめとする施設整備により体験可能となった多様なスポーツ 

・スポーツクライミング、eスポーツ、ドローンサッカー、ＶＲフィットネス、スケートボード 他 

○豊かな自然環境を生かした様々なアウトドアスポーツ 

・パラグライダー、ラフティング、サイクリング、ツリークライミング、カヌー、ボート、トレッ

キング、ウォーキング 他 

○地形を生かした大規模なスポーツ大会 

・京都亀岡ハーフマラソン（亀岡市） 

・京都丹波トライアスロン大会ｉｎ南丹、京都美山サイクルロードレース（南丹市） 

・京都丹波ロードレース大会、全京都車いす駅伝競走大会（京丹波町） 

・ジュニア全日本自転車競技選手権大会ロードレース（南丹市） 

〇大規模な国際スポーツ大会 

・２０２６年アジア競技大会愛知・名古屋大会のサッカー競技（京都スタジアム） 

・２０２７年ワールドマスターズゲームズ関西 

  

《移住・定住の促進》 

〇人口の推移 

 ３０年間で約３割減の見込み（府内：約１５％減の見込み）  （千人） 

 

 

〇生産年齢人口の推移 

 ３０年間でほぼ半減の見込み（府内：約２７％減の見込み）  （千人） 

 

 

〇京都丹波移住・定住促進協議会や移住コンシェルジュ等と連携し、移住・定住の取組により、移住

者数は増加 

・移住者数 ２０１５年度：２３人 ⇒ ２０１８年度：１８８人 ⇒ ２０２０年度：２１８人 

 

《都市農村交流の促進》 

〇農家等への教育体験旅行の受入れ 

・教育民泊受入数 

２０１１年度：２８６人 ⇒ ２０１９年度：１，５６２人（約５．５倍に増加） 

 

 

 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 

南 丹 １４３ １３０ １１５ ９８ 

府 内 ２，６３６ ２，５７４ ２，４３１ ２，２３８ 

 

 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 

南 丹 ８９ ７２ ５９ ４７ 

府 内 １，６５４ １，５１９ １，４１０ １，２０３ 

 



- 54 - 

 

ア 豊かな自然・歴史文化や食、木材など京都丹波ブランドの更なる魅力発信 

  

①京都丹波ブランドを全面に出したイメージ戦略を推進します。 

1. 様々なイベント名や広報物等への積極的な「京都丹波」の名称使用と、ウェブサイト「京都

丹波 京都のまんなか」からの情報発信により、京都丹波の地域ブランドをより一層普及・

浸透させ、国内はもとより世界に向けて京都丹波を発信します。 

 

② 京都丹波の豊かな地域資源を生かした賑わいづくりを推進します。 

2． 都市部の家族連れやグループ、健康増進や癒やしを求める幅広い層に、京都丹波の魅力に触

れ、地域のファンになってもらえるよう、京都スタジアムや京都トレーニングセンター等の

施設活用とともに、地域の食、自然・歴史文化等をまるごと体験できるウェルネス体感型ツ

アーの取組を推進します。【横断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』、『スポーツ』】 

3. 市町やＮＰＯ等地域活動団体、企業などとの連携により、食や自然・歴史文化、スポーツな

ど京都丹波の魅力を体感できるイベントを開催し、京都丹波の魅力を広く発信します。【横

断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』、『スポーツ』】 

4. 若者等多様な視点での京都丹波の自然、食、癒やし等の魅力あるコンテンツの発掘や、ＳＮ

Ｓ等を活用してインバウンドも含めたターゲット層に向けて魅力を発信することなどによ

り、京都丹波ファン獲得をめざします。 

5. 明治国際医療大学等健康づくりに知見のある大学や地域コーディネーター等との連携によ

るウェルネスプログラムの開発、及び、同プログラムの企業内活用促進により企業の健康経

営を支援します。 

6. 京都スタジアムや８つの道の駅等の観光・交流拠点において、プロモーション動画等を活用

し、情報発信するとともに、これらの拠点施設と連携し、周遊・滞在型観光を推進します。

【横断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』、『スポーツ』】 

7. 市町の資料館や博物館等と連携して、住民自らが地域の魅力を再発見し、郷土愛の醸成につ

ながる企画展や常設展の開催を促進します。【横断プロジェクト『自然・歴史文化』】 

8. 京都丹波全体を“野外博物館”と見立て、森の京都ＤＭＯや観光協会、商工関係団体等と連

携して、交流拡大や地域振興の担い手となる“地域学芸員・語り部”を育成します。【横断

プロジェクト『自然・歴史文化』】 

9. イベントやメディアを通じた京都丹波のスイーツやグルメの情報発信により、いちおし食

材等を魅力ある観光コンテンツとして育成し、京都丹波地域への「食」を目的とした観光誘

客を促進することで、「地元での消費拡大」を進める「食の京都」の取組を推進します。【横

断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』】 

10. 里地・里山文化の発信拠点である京都丹波高原国定公園ビジターセンターや、芦生の森、美

山かやぶきの里などの観光資源を生かし、森の京都ＤＭＯと連携して、食や森林浴、文化体

験などを盛り込んだ新たな観光ルートや着地型旅行商品の開発、観光プロモーションを行

います。【横断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』】 

11. 亀岡市や地元関係者等と連携し、川の駅・亀岡水辺公園を活用した教育旅行やアウトドア利

用客の誘客に取り組むことで、アウトドアスポーツや観光を入り口とした活気ある地域づ

くりを推進します。【横断プロジェクト『自然・歴史文化』『スポーツ』】 
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12. 大学ゼミ等と連携して若者等多様な視点から京都丹波地域の新たな観光資源を発掘し、森

の京都ＤＭＯと連携しながら ICT 等オンラインを活用した情報発信や周遊・滞在型観光ツ

アーの造成・実施に取り組みます。 

13. スタジアムをはじめとした交流施設や観光団体、関係事業者等と連携した観光情報の発信

により周遊促進を図ります。 

14. 京都丹波地域の文化財の保護、保全を支援するとともに、地域アートマネージャーや文化観

光サポーター、地域の文化団体等と連携し、京都丹波の自然や歴史文化を生かしたアーティ

スト・イン・レジデンスの活動や、メタバース等のデジタル技術を活用した地域文化の継承

支援や文化財活用による観光振興に取り組むなど、地域の活性化を推進します。【横断プロ

ジェクト『自然・歴史文化』】 

15. 地域内の高等教育機関に在籍する学生に京都丹波の魅力を知ってもらえるよう、講師派遣

等により地域の歴史文化を学ぶ機会を創出するとともに、同窓会等を通じて地域情報を発

信するなど、卒業後も地域への関心を持ち続けることができる取組を進めます。 

16. 「保津川かわまちづくり計画」に基づき、保津川が有する広大な水辺空間を活用して、亀岡

市と連携しながら芝生公園、河川管理用通路等、自然を感じつつ様々な交流・ふれあい活動

ができる場を創出します。【横断プロジェクト『自然・歴史文化』】 

17. 京都スタジアム周辺の道路について、亀岡市等と連携して歩行者空間の拡幅を行うことで、

歩行者の利便増進やオープンカフェ等の利用を図り、地域活力の創出を推進します。 

 

イ スポーツ資源を生かしたまちの賑わいづくり 

 

18. 京都スタジアムに整備された e スポーツ施設等を活用したｅスポーツ関連産業の創出、Ｉ

Ｔ関連の人材育成等の取組を通じ、多様な人々を地域に呼び込むことで、スタジアムのゲー

トウェイ機能の強化、地域の賑わい創出を推進します。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

19. 京都スタジアムや丹波自然運動公園などを活用し、スポーツに親しめる場を提供すること

により、健康づくりとスポーツの振興を進めます。また、京都トレーニングセンターを核と

して、国の機関や大学等との連携を図り、地域のジュニアアスリートを育成するとともに、

質の高い練習環境や受入体制を構築し、エリア内に府内外のアスリートを呼び込みます。

【横断プロジェクト『スポーツ』】 

20. 京都丹波地域の魅力や歴史遺産等の地域資源等を活用した広域観光を、京都丹波観光協議

会や大丹波連携推進協議会等と連携して推進します。【横断プロジェクト『自然・歴史文化』】 

21. 京都スタジアムの集客機能を生かし、亀岡市等と連携して、地域住民の生活にも配慮しつ

つ、商店街の活性化や賑わいづくりなどを推進します。 

22. 川の駅・亀岡水辺公園を環境学習やグリーンツーリズムの拠点として活用し、京都スタジア

ムをはじめとした周辺施設等との連携を図りながら、観光客の更なる周遊を促進します。 

23. 京都舞鶴港や関西国際空港等を利用して京都市を訪れるインバウンド旅行者を京都丹波へ 

呼び込むため、京都府観光連盟や森の京都ＤＭＯと連携し、京都丹波観光協議会において 

海外向けのＰＲを行います。 
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24. 地域内の全ての市町が「京都サンガ・ホームタウン」であるという利点を生かし、少年サッ

カー教室の開催や地域のお祭りへの選手の参加等により、地域の交流や賑わいづくりを図

ります。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

25. 国際大会や合宿、スポーツイベントの管内誘致に取り組むとともに、京都サンガＦ.Ｃ.の試

合観戦に訪れた人たちに地域を周遊いただくために、アクティビティ等のコンテンツの拡

充や地域資源を体感できる周遊ツアーの実施等を推進し、地域への新たな人の流れの創出

に取り組みます。【横断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』、『スポーツ』】 

26. 国内外から多くのサイクリストに訪れていただくため、京都丹波地域を巡るサイクルイベ

ントを開催し、「京都丹波サイクルルート」の認知度を高めるとともに、走行環境整備やサ

イクリストが地域の魅力を体感できる仕組みづくりに取り組みます。【横断プロジェクト

『食』、『自然・歴史文化』、『スポーツ』】 

27. ワールドマスターズゲームズ関西やアジア競技大会愛知・名古屋大会のサッカー競技、京都

丹波トライアスロン大会ｉｎ南丹など世界規模のスポーツ大会の開催を捉え、商店街等と

連携した地域の賑わいづくりに取り組むとともに、国内外から集まる参加者に地域の魅力

を体感できる滞在プランを提案し、“京都丹波ファン”を増やします。【横断プロジェクト

『スポーツ』】 

 

ウ オール京都丹波による移住・定住の取組推進 

 

28. 京都丹波移住・定住促進協議会と京都丹波中小企業支援Ａチームが連携し、移住者への就労

機会の提供に積極的に取り組む地域内の企業を「京都丹波移住者ウェルカム職場」として、

企業の魅力や採用情報を一元的に情報誌やＷｅｂサイト等で発信します。 

29. ３０歳代でＵターンを考えている人と先輩Ｕターン者との交流会を開催し、Ｕターンの不

安や悩みに対してアドバイスを与えるグループワーク等を実施します。 

30. 森の京都ＤＭＯと連携し、既移住者の暮らしぶりや移住のノウハウ、地域の魅力、京都丹波

の自然、都市と田園がそれぞれ味わえる生活スタイル、副業など移住に必要な情報を発信す

るセミナーや相談会をオンラインも活用し開催します。 

また、古民家再生を進めるとともに、教育体験旅行や移住お試し住宅で宿泊しながら、移

住前の地域の暮らしを体験できるツアーなどを推進します。さらに、農業技術を身につけた

い移住希望者・定住者をおいしい食の応援隊開催地区で受入れ、農のある暮らしを支援しま

す。【横断プロジェクト『食』、『自然・歴史文化』】 

31. 海外から移住してきた外国人を支援するため、日本語学習や交流の場づくりなどに取り組

んでいるＮＰＯ等地域活動団体の活動を、京都丹波パートナーシップセンターや市町等と

連携して支援します。 

32. 市町等と連携して移住希望者に提供できる空家の掘り起こしを進めます。 

33. 学校の授業や地域住民等による地域学校協働活動を通じて地域の自然・歴史文化を学ぶ機

会を充実させるとともに、子どもたちが京都丹波高原国定公園など豊かな自然を体感する

機会や、佐伯灯籠、丹波八坂太鼓など地域の伝統文化を体験する場を設けることで、子ども

のうちから郷土愛を育み、若者の流出を抑え、Ｕターンを促します。【横断プロジェクト『自

然・歴史文化』】 
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34. 管内の高等教育機関の学生が、卒業後も第２のふるさととして京都丹波に関わり続けても

らえるよう、在学中に地域の豊かな自然や伝統文化を体感、体験する機会や、保護、継承と

いった地域活動に参加する機会を設けます。【横断プロジェクト『自然・歴史文化』】 
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（２）人権が尊重され、子育てしやすく、誰もが希望を持って元気に暮らせる

地域づくり 

 
＜基本的な考え方＞ 

●人と人とのつながりが希薄化し、子どもや子育て世代と社会との接点が減少しつつあることが言

われる中、コロナ禍でそうした状況が更に深刻化しており、地域をはじめ社会全体で「子育て」を

温かく見守り支え合うことの重要性がますます高まっています。 

●「子育て環境日本一」の実現をめざし、子育て支援団体、経済団体、関係行政機関等をはじめオー

ル京都丹波で「子育て文化」の醸成を図り、「風土づくり」「まちづくり」「職場づくり」のそれ

ぞれの取組を推進します。 

 

●地域が抱える様々な課題を解決していくためには、何よりもまず、一人ひとりの人権が尊重され、

多様な主体が参画できる社会を形成することが必要です。近年、インターネット上の人権侵害や

ヘイトスピーチ、ＬＧＢＴ等性的少数者に関する問題、新型コロナウイルス感染症に関連した差

別など、人権に関わる新たな課題が顕在化しており、引き続き、人権問題に対する啓発や相談体制

の確保に取り組みます。 

●また、地域活動の活性化を図るため、ＮＰＯ等地域活動団体や地域住民等様々な主体の協働・連携

や、自発的な活動を支援するとともに、誰もが能力を生かして暮らせる地域社会の実現をめざし、

女性や高齢者等の交流の場の提供や障害者の生活支援・社会参画等を推進します。 

●さらに、京都丹波では、高齢化が府全体を上回るスピードで進展しており、要介護認定者や認知症

高齢者の増加に伴い、介護や在宅生活に関する問題が顕在化しています。このため、地域内の医

療・介護・福祉の関係機関が連携し、地域包括ケアの取組を更に進めます。 

●併せて、誰もが健康に暮らせる地域の実現をめざし、京都丹波の豊かな自然環境や京都トレーニ

ングセンターなどのスポーツ資源を生かした生涯にわたる健康づくりの取組を進めます。 

 

＜現 状＞ 

《子育て支援対策の推進》 

〇出生数の推移 

１０年間で３１．３％減（府内：２２．６％減） （人） 

 

〇子育てピアサポーター、子育て支援リーダーの育成の状況 

・子育てピアサポーター８３人、子育て支援リーダー２２９人（２０２１年度末） 

〇きょうと子ども食堂（２０２１年度補助対象）４箇所 

〇こどもの居場所（２０２１年度補助対象）２箇所 

〇きょうと子育て応援パスポート協賛店舗数 ２８４店舗（２０２２年７月末） 

〇きょうと子育て応援施設数 ６１施設（２０２２年７月末） 
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《住民主体による地域づくり》 

〇地域交響プロジェクト交付金「重点課題対応プログラム」実施事業数（交付決定ベース） 

 ２０１９年度：１４件 ⇒ ２０２１年度年度：２２件 

 

《高齢化率の推移》 

２０年間で８．９ポイント増の見込み（府内：５．６ポイント増の見込み） 

 

《要介護（要支援）認定率の推移》 

１０年間で４．４ポイント増の見込み（府内：７．２ポイント増の見込み） 

 

《６５歳以上人口に占める認知症高齢者の割合の推移》 

 １０年間で５．４ポイント増の見込み（府内：６．３ポイント増の見込み） 

  

《健康づくり》 

○府内平均を下回る日常の運動状況（出典：平成２８年京都府民健康・栄養調査） 

 ・日常生活における１日平均歩行数 

  ２０１６年 南丹：６，３１０歩 府内：６，７１１歩 

 ・運動習慣のある者（※）の割合  ※１回３０分以上の運動を週２日以上実施し、１年以上継続

している  ２０１６年 南丹：３４．３％ 府内：３７．４％ 

○目標を下回る食物・栄養素等の摂取状況（出典：平成２８年京都府民健康・栄養調査） 

・１日当たり野菜摂取目標３５０ｇに届かない者の割合（２０歳以上） 

２０１６年：男性７０．８％ 女性７３．１％ 

・１日当たり食塩摂取目標 男性８ｇ未満、女性７ｇ未満に届かない者の割合（２０歳以上） 

２０１６年：男性７４．２％ 女性７３．１％ 

 

 

 

 

 

 

 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 

南 丹 32.7 34.9 36.7 38.5 41.6 

府 内 29.1 29.8 30.7 32.1 34.7 

 

 2020 年度 2025 年度 2030 年度 

南 丹 17.3 19.3 21.7 

府 内 19.3 23.9 26.5 

 

 2020 年 2025 年 2030 年 

南 丹 17.8 20.0 23.2 

府 内 17.9 21.0 24.2 
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ア 「子育て環境日本一」の京都丹波の実現 

 

1. 子育て支援団体、経済団体、関係行政機関等で構成される「京都丹波子育て文化推進協議会」

において、子育て支援に係る様々な課題を協議し、オール京都丹波で、この地域が子育てし

やすい地域と実感できる取組を進めます。 

2. ｢WEラブ赤ちゃんプロジェクト」の啓発・浸透や、きょうと子育て応援パスポートアプリ「ま

もっぷ」、「きょうと子育て応援施設」の普及・利用拡大を図り、地域全体で子育てを温か

く応援する気運を醸成します。 

3. 地域子育て環境「見える化ツール」を活用し、地域の子育て環境の更なる充実に向けた課題

解決を支援します。 

4. 大学生が子どもたちと文化芸術や自然科学等に触れながら交流する機会等を通じ、子育て

に対する夢や希望を育む意識を醸成します。 

5. また、地域内の企業が、子育てに優しい職場づくりを進められるよう支援するとともに、子

育て支援に積極的に取り組む企業を「京都丹波子育て支援企業」として周知します。 

6. 小中高生が乳幼児とふれあい、命の大切さや子育て、自己のライフデザインに関心を持つ機

会となる学習プログラムを普及します。また、京都丹波地域の子育て家庭の不安を軽減する

とともに、地域において子育てしやすい環境を整え、地域全体で子育てを温かく見守り支え

る気運を醸成する「子育て応援フェスタ」を開催します。 

7. 発達障害児支援の専門機関である花ノ木児童発達支援センターをはじめ、市町や関係機関

と連携して、身近な療育機関で専門性の高い支援が受けられる体制を構築するとともに、発

達障害児支援のネットワークを強化することにより、発達障害を持つ子どもとその家族が、

安心して就学期を迎えられるよう支援します。また、不登校、ひきこもりなどの状態にある

方について、それぞれの個性を理解し、例えば、コロナ禍において利用が拡大したオンライ

ンを活用するなど、その方に合った社会参加を、ＮＰＯ等地域活動団体と連携しながら、促

進します。 

8. 幼稚園・保育所・こども園や小中学校、企業、大学等と連携し、食いく先生等による農作業

体験などの体験型食育や質の良い地元産食材を使用した学校給食における地産地消、望ま

しい食習慣の形成などにより、子どもたちが「食」や京都丹波の食文化や自然環境を大切に

する気持ちを育みます。【横断プロジェクト『食』】 

9. 「地域運動部活動推進事業」のモデル地域における成果と課題を踏まえ、部活動の円滑な地

域移行に向け、市町と連携し、生徒にとって望ましい持続可能な部活動の構築を進めます。 

【横断プロジェクト『スポーツ』】 

10. 豊かな自然に恵まれ、魅力ある歴史と伝統を受け継ぎ、スポーツが盛んという京都丹波の強

みを子育てに生かし、子どもたちが京都丹波高原国定公園など豊かな自然を体感する機会

や、佐伯灯籠、丹波八坂太鼓など地域の伝統文化を体験する場を設けるとともに、そうした

機会を提供できる地域の伝統文化の担い手やスポーツ指導者等の確保・育成を支援します。

また、各種スポーツ大会を通じて、子どもたちの体力づくりや健康づくりを進めます。【横

断プロジェクト『自然・歴史文化』『スポーツ』】 
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イ 女性や高齢者、障害者等誰もが生き生きと暮らせる地域づくり 

 

①部落差別や、女性、障害者等に対する差別等、様々な人権問題の解決に向けた施策を推進します。 

11. 部落差別や、女性、障害者等に対する差別、ヘイトスピーチ、ＬＧＢＴ等性的少数者の問題、

新興感染症の感染者に対する差別など様々な人権課題に対して、人権強調月間や人権週間

での街頭啓発、市町の実施する啓発事業への支援や、人権問題法律相談などにより、効果的

な啓発や相談体制の確保に取り組みます。 

 

②ＮＰＯ等地域活動団体やボランティア等との協働による地域づくりを推進します。 

12. 持続的な地域活動を進めるため、ＮＰＯ等地域活動団体の交流会や地域活動に役立つセミ

ナーの開催、地域内の多様な高等教育機関の学生による地域活動の促進など、市町と連携

し、京都丹波パートナーシップセンターの取組を充実させます。 

13. 住民主体の地域課題解決の取組を「地域交響プロジェクト交付金」により支援するととも

に、介護予防や子育てなど、地域の支えが特に必要な取組については、「パートナーシップ・

ミーティング」でのＮＰＯ等地域活動団体同士の意見交換等を通じて、ブラッシュアップを

図ります。 

14. ワールドマスターズゲームズ関西やアジア競技大会愛知・名古屋大会(サッカー競技)をは

じめ、地域内で開催される全国規模のスポーツ大会等の運営に協力するボランティアが、こ

れを機会に京都丹波の様々な地域活動にも関わってもらえるような仕組みづくりを進めま

す。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

15. 亀岡市の「セーフコミュニティ」の活動を支援するとともに、京都丹波全域に「セーフコミ

ュニティ」の理念を広げ、安心・安全な地域づくりを進めます。 

16. 通院・買い物等での高齢者の移動支援などに取り組むＮＰＯ等地域活動団体の活動を支援

します。また、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ、出発地から目的

地まで、利用者にとっての最適経路を提示するとともに、複数の交通手段やその他のサービ

スを含め、一括して提供するサービス）などの導入による地域内の移動・交通手段の確保を

支援します。 

17. ＮＰＯや地域活動団体等、多様な主体と連携し、子どもたちが地域の伝統文化に触れ、発信

する機会を提供したり、高校や企業との協働により、子ども向けものづくり体験会を開催し

たりするなど、様々な文化体験や社会体験を通じた次世代の育成に取り組みます。 

18. 京都丹波の子どもたちの作品を一堂に展示する「京都丹波美術工芸教育展」をはじめ芸術分

野やスポーツ分野において校区や校種、年齢を超えた交流を行うことにより、次世代の地域

づくりの担い手を育成します。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

    

   ③女性や高齢者が生き生きと暮らせるまちづくりを推進します。 

19. 女性や高齢者が生き生きと暮らせるよう、行政とＮＰＯ等地域活動団体とのネットワーク

を構築し、就労やボランティア活動、スポーツ・文化活動、相談窓口などの情報や交流の場

を提供します。 

20. 女性や高齢者の「起業」のニーズを踏まえ、商工関係団体や地元金融機関等との協働による

相談や研修会等の開催を通じた「起業」の支援を行います。 
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   ④障害者の生活支援・社会参画を推進します。 

21. 農福連携の拠点であるきょうと農福連携センター中サテライトに技術的な支援を行うとと

もに、チャレンジ・アグリ認証を進めることにより、障害者の就労支援と収入の向上を図り

ます。また、福祉事業所等が丹波くり栽培など農業に参入する取組に対して、技術指導を実

施します。【横断プロジェクト『食』】 

22. 南丹圏域障害者総合相談支援センター「結丹」や障害児者総合支援ネットワーク「ほっとネ

ット」を核として、障害者のライフステージ全般にわたる総合支援体制の充実を図り、障害

者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう支援します。 

23. 障害者の収入増を図るため、オリジナルブランド「ぬくもり京都丹波」等の商品の販売促進

を強化します。 

24. みずのき美術館等が行う障害者による「アール・ブリュット」の創作・発表の場の提供や、

丹波自然運動公園などの拠点機能を生かし、障害者の文化芸術やスポーツの振興に加え、障

害のある人もない人も共に文化芸術やスポーツに親しめる「場づくり」等の機会を創出しま

す。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

 

ウ 地域資源等を生かした健康長寿の地域づくり 

 

①「健康の森プロジェクト」を推進します。 

25. 子どもから高齢者まで気軽に参加でき、親しみやすいスポーツ・レクリエーション活動を含

めた様々なスポーツを継続的に楽しめる総合型地域スポーツクラブの取組を支援し、体力

づくり・健康づくりを推進します。【横断プロジェクト『スポーツ』】 

26. 誰もが健康づくりに取り組めるよう、「森の京都を歩こう！京都丹波健康ウォーキングマッ

プ」や「京都丹波サイクルルート」の情報を分かりやすく発信するとともに、各種イベント

における体験ウォ－キングの実施や健康出前講座でのコース紹介により普及を図るなど、

森の京都の豊かな自然や歴史文化を生かした健康づくりを推進します。【横断プロジェクト

『自然・歴史文化』】 

27. 野菜たっぷりで、減塩や低栄養予防に配慮した「なんたん・かんたん・やさい料理レシピ」

を農産物直売所等で配布するとともに、ホームページにおいて普及啓発を行い、心疾患、腎

疾患、糖尿病の予防を進めます。【横断プロジェクト『食』】 

28. 住民主体の介護予防を推進するため、「なんたん元気づくり体操」や「お口の健康体操」、

適切な栄養・食事の摂り方を普及し、総合的な健康づくりを進めます。 

 

②京都式地域包括ケアを推進します。 

29. がん、脳卒中、心筋梗塞等、主要な疾病に応じて、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

切れ目なく医療が提供できるよう、地域医療支援病院である京都中部総合医療センターを

軸にした圏域医療機関の医療分担を図り、地域の実情に即した広域的な地域医療連携体制

の整備を進めます。 

30. 認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で安心して暮らせるように、市町

が実施する認知症の本人や家族のニーズと認知症サポーターを中心とした支援とをつなぐ
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仕組み（チームオレンジ）の立ち上げ支援など、多様な主体の参画による認知症総合対策や

新型コロナウイルス感染症により休止を余儀なくされている認知症カフェ等の居場所につ

いて、オンラインを活用した開催方法の普及など、活動の再開・継続を支援します。 

31. 医療従事者及び介護従事者等の人材の不足や偏在を解消するため、医療と介護・福祉分野を

一体化した人材確保の取組を推進するとともに、市町が行う人材フェアの開催を支援しま

す。 

32. 介護・福祉の担い手を確保するため、京都丹波福祉職場応援プロジェクト促進会議を中心

に、「FUKUSHI就職フェア京都丹波」の開催や「京都丹波福祉職場ガイド」の運用をはじめ、

新規採用職員交流会やキャリアアップ研修会の開催など、京都丹波地域の障害・高齢・児童

関係事業所における人材の確保及び定着を図ります。 

33. オール京都丹波で健康長寿や地域包括ケアを推進するため、「なんたん元気づくり体操」等

を普及するとともに、地域の健康・介護に関するデータの分析結果等を提供し、市町の地域

支援事業を支援します。 
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（３）明日の京都丹波産業を担う人づくり 

＜基本的な考え方＞ 

●京都丹波は、京阪神地域等へのアクセスの良さを背景に、高い技術力を有する多種多様なものづ

くり企業が集積しており、農林水産業においてもブランド京野菜や畜産物の生産が盛んな地域で

す。また、地域内には様々な専門分野にわたる特色ある高等教育機関が数多く立地しており、産学

公連携の取組が進みつつあります。 

●一方で、中小企業を中心に人材不足が一段と深刻化しています。また、農林水産業では、農家の減

少や高齢化が進んでおり、新規就農者や後継者の確保・育成が最大の課題となっています。 

●このような中、地元企業や地域のシルバー人材センター等の関係団体等と連携し、人材育成・活用

を進めるとともに、省力化等をめざした生産工程の自動化等による人材不足の解消に取り組みま

す。 

併せて、産学公連携や企業間のネットワークによりイノベーションを促進し、若者に魅力ある

企業を育成します。 

また、農林水産業でも、ＩｏＴ等の先端技術導入による生産拡大や品質向上、ブランド化による

販路拡大を進め、「儲かる産業」とすることで、就農意欲の向上を図るとともに、新規就農者の経

営や、若手後継者の経営革新の支援を一層強化します。 

なお、とりわけ人材不足が深刻な林業については、林業大学校や地元の林業事業体等とも連携

し、森の京都推進の原動力となる林業の担い手育成と地元雇用の促進に取り組みます。 

 

＜現 状＞ 

《ものづくり産業》 

○機械金属、電気・電子、食品等をはじめ多様な業種のものづくり企業が集積 

・製造品出荷額等は増加傾向 

  ２００９年：２，５８３億円 ⇒ ２０１９年：３，５０９億円（３５．８％増） 

 

《高等教育機関》 

○多様な高等教育機関が集積 

・４大学：京都先端科学大学、明治国際医療大学、京都医療科学大学、京都美術工芸大学 

・４大学校等：京都伝統工芸大学校、京都建築大学校、林業大学校、公立南丹看護専門学校 

 

《農林水産業》 

○農業従事者数は５年間で２割減少（10年間で４割） 

・２０１０年：１５，１５４人 ⇒ ２０１５年：１１，２０６人 ⇒２０２０年：８，５７８人  

○米の相対取引価格が下落 

・京都コシヒカリ（円/玄米 60kg税込み） 

 ２０１５年：１４，１０９円 ⇒ ２０２０年：１５，７６３円 

 ⇒ ２０２１年：１３，８４０円 

○農業資材の価格が上昇 
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・農業生産資材価格指数（総合） 

２０１５年：１００ ⇒ ２０２１年：１０６．７（概数） 

○林業労働者数は１０年間で約５割減少 

・２００９年：２１９人 ⇒ ２０１９年：１１９人 

○林業経営体は１０年間で約８割減少 

・２０１０年：１，１３６戸 ⇒ ２０２０年：２５８戸 

○南丹管内家畜飼養者戸数は１０年間で約５割減少 

・２０１１年：３７３戸（南丹管内） ⇒ ２０２１年：１７４戸（南丹管内） 

 

ア 教育機関や地元企業、関係団体等と連携・協働した人材育成・確保 

 

1. 地域の企業や高等教育機関等との産学公連携を進め、ＡＩやＩｏＴ等の先端技術に対応できる

人材や、地域の農林水産資源を生かしたものづくり、伝統技術等を活用したものづくりなど

様々な分野に関わる人材の育成・確保を支援します。 

2. 京都丹波中小企業支援Ａチームが地域内企業を訪問し、商品開発や販路開拓などの助言、人材

育成などトータルな支援を一層進めます。 

3. 南丹高等学校テクニカル工学系列と地元パートナー企業との連携を促進し、地域ぐるみでもの

づくりを担う人材の育成、製造現場を支える技術・技能の伝承を支援します。また、管内の高

校生が地元企業の魅力を知ることにより、地域への理解や定着を促進できる取組を支援します。 

4. 京都先端科学大学に設置される「オープンイノベーションセンター・亀岡」による企業等の人

材育成・リカレント教育との連携や、京都府生涯現役クリエイティブセンターが実施する、ミ

ドル・シニア層から若者や女性へと拡大し全世代型で展開するリカレント教育を、管内の行政

や関係機関等と連携し広く発信を行い、推進します。 

5. 担い手が不足し今後の営農が危ぶまれる地域農業の維持・発展のため、集落営農組織や農企業

者等が取り組む加工・販売や法人化の支援を進めるとともに、複数集落間の営農体制の組織化

や就業者の育成・確保を支援します。 

6. 大規模経営者から少量多品目栽培の新規就農者まで様々な農業経営体に対して、外食から中

食・内食への生活様式の変化への対応など、それぞれのニーズに基づき、産業支援機関や企業

等と連携した支援を行い、京都丹波の「食」の担い手として育成します。 

7. ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰ、スマート農業の取組を支援するとともに、企業や農芸高等学校等と

の連携を図り、農業・農村の担い手となる人材を育成します。 

8. 林業大学校と京都府立大学や北桑田高校、須知高校等大学・高校との連携強化やスマート林業

（ICT技術等）等の最新技術を取り入れた授業により、高度な人材を育成するともに、地元の

森林組合や林業事業体と連携し合同企業説明会の開催やインターンシップの受入れを進める

ことにより、林業大学校で育成した担い手の地元雇用をさらに促進します。 

9. 農林水産大臣賞を獲得した京都丹波産和牛の生産拡大や、畜産物の販路開拓、加工品開発など

畜産業の未来を担う企業的経営体の積極的な経営展開を促進し、育成するため、「京の畜産応

援隊」と連携し中小企業経営者との交流会などを行います。 
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イ 特色ある高等教育機関の集積や立地条件を生かした商工業振興 

 

10．地域内の中小企業からなるネットワーク「京都丹波経営革新クラブ」等と、人材育成、食や農

の分野における産業イノベーション等を目的に京都先端科学大学に設置される「オープンイノ

ベーションセンター・亀岡」との連携やマッチングを促進して、産学公連携により、医療、伝

統工芸、健康、スポーツ、バイオなどの様々な分野で、地域内企業の受注拡大や共同開発を支

援します。 

11. 高速道路網や企業集積を生かして、新たな商業施設や物流拠点等の整備を支援するとともに、

多様な分野の企業誘致を進めて、継続的な地域内経済の好循環を作り出していきます。 

12. 商店街創生センターと連携し、地域内の企業やまちづくり団体など多様な主体のネットワーク

化を進め、地域住民がふれあえるコミュニティの場として商店街の振興を図ります。 

 

ウ 京都丹波ブランドを支える特産農産物等の生産拡大・品質向上 

 

13. 食味ランキングの特Ａ獲得をめざす水稲や黒大豆、小豆、京野菜など日本を代表する京都丹波

の農畜産物の生産拡大と品質向上を図るとともに、農作業の省力・軽労化を促進するため、ス

マート農業を推進します。また、これらの営農を展開するための基盤づくりとして、国営ほ場

整備事業亀岡中部地区をはじめとした生産基盤整備による区画整理を推進し、担い手の経営を

下支えします。 

14. 環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法

律（みどりの食料システム法）に基づき、有機農業や京都こだわり生産認証システム・ＩＣＴ

などの農業技術の普及促進や、産業支援機関と連携した販路開拓支援など環境負荷の低減に資

する生産活動を促進します。 

15. 丹波くりの振興を図るため、生産者の要となる中核的生産者（マイスター）を育成し、生産者

のネットワークを構築して、地域のくり生産の活性化を図り、里山や休耕田及び耕作放棄地を

利用した新規くり園づくりや新規参入を進めるとともに、生産基盤調査により収集した園地情

報を基に、京都府丹波くり振興戦略会議を核として、長期振興ビジョンを樹立し、生産者団体、

ＪＡ、市町と一体となった生産振興を図ります。【横断プロジェクト『食』】 

16. ウッドショックを契機として国産材が見直されているものの林業を取り巻く情勢は依然不透

明な中、林業の振興を図るため、大規模木造施設の建築が可能となる大断面集成材の加工施設

の建設を支援し、地域産木材の利用拡大を促進するとともに、材料となる丸太を安定供給でき

るよう、森林組合等と連携して生産量の増加を図ります。また、CO2吸収などの森林の公益的

機能の増進を図るため、間伐や皆伐・再造林などの循環型の森林整備を進めます。 

17. 経営管理が行われていない森林の所有者と林業の担い手をつなぐシステムである「森林経営管

理制度」の円滑な運用を図るため、仲介役となる市町や、森林組合等の林業事業体を支援し、

適切な森林の管理と整備を促進するとともに、森林資源の活用拡大を図ります。 

18. 未利用の間伐材や製材端材等を、チップや木質ペレット、薪として加工し、木質バイオマスエ

ネルギーとして利用拡大を図るとともに、森林組合等から木質バイオマス発電所への未利用材

の供給を推進します。 
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19. 京都丹波の内水面漁業の振興のため、市町等の関係機関と連携し、全国的に名高い“美山川の

鮎”をはじめ、良質な鮎の増殖や販路の拡大を支援するとともに、観光資源として活用するた

めに、効果的なＰＲを図ります。【横断プロジェクト『食』】 

20. 畜産・耕種農家からなる「飼料用米生産利用推進研究会」の耕畜連携を支援するため、畜産セ

ンター、農業改良普及センター及び農林センターが連携して、飼料用米やＷＣＳ等の低コスト・

多収栽培の研究・普及拡大に取り組むとともに、良質な堆肥を供給し、資源循環型の農業を促

進します。 

21. 森林組合等林業事業体、木材市場、木材加工流通業者、工務店など、川上から川下までの関係

者の連携による新たなサプライチェーンの構築を支援し、地域産材利用の拡大を図ります。 
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（４）交流と安心・安全の基盤づくり 

＜基本的な考え方＞ 

●京都丹波は面積が広大で山間地域が多く、地域の生活や地域産業を支えるためには、交通ネット

ワークの整備が必要です。 

平成２２（２０１０）年３月のＪＲ山陰本線京都－園部間の複線化、平成２７（２０１５）年７月

の京都縦貫自動車道の全線開通等、鉄道と道路の整備により京阪神主要都市との交通の利便性は

飛躍的に向上したところですが、地域内を結ぶ道路については、引き続き整備等を進めるととも

に、ＪＲ山陰本線の利便性向上を含め、道路と鉄道が一体となった交通ネットワークの整備に取

り組みます。 

●また、近年、集中豪雨が多発し、毎年のように全国各地で洪水や土砂災害が発生していますが、京

都丹波では、平成３０（２０１８）年に平成３０年７月豪雨をはじめ、相次ぐ台風等により、甚大

な被害を受けました。 

京都丹波では、広大な山間地域と桂川、由良川の一級河川を有することから、今後とも土地利用と

一体となった河川改修等の流域治水の取組を計画的に進めるとともに、急傾斜地整備や治山事業

の実施など、土砂災害防止対策の推進を図ります。 

●併せて、野生鳥獣被害をはじめ自然災害や感染症など、深刻化する様々な危機事象に適切に対応

できるよう、市町の防災部門や警察、消防等と連携した取組に加え、住民一人ひとりが安心・安全

の意識を高め、地域ぐるみで危機に備える取組を促し、安心・安全な京都丹波づくりを進めます。 

さらに、市町やＮＰＯ等地域活動団体、地域住民等との協働により、里山を有効活用するととも

に、土砂災害の防止や水源の涵養をはじめ、保健休養の場の提供、生物多様性の保全など森林の持

つ多面的な機能に着目して、モデルフォレスト活動など豊かな自然環境の保全に取り組み、住み

やすい京都丹波づくりを進めます。 

 

＜現 状＞ 

《交通網の整備》 

・２０１０年３月   ＪＲ山陰本線京都－園部間の複線化 

・２０１３年４月   京都第二外環状道路完成 

・２０１５年７月   京都縦貫自動車道全線開通 

・２０１７年１２月  新名神高速道路高槻－川西開通（箕面とどろみＩＣ開設） 

 

《河川の整備》 

〇桂川上流圏域では、１００年に１回の洪水に対応する日吉ダムの完成により、浸水被害の発生回

数は減少したものの、近年の集中豪雨により、浸水面積・浸水戸数ともに大きな被害が生じてい

る。 

・２０１３年  台風１８号：浸水戸数３６６戸、浸水面積２８２ｈａ、園部川堤防決壊 

・２０１８年  平成３０年７月豪雨：閉亀川土砂災害など 

 

《近年の主な危機事象》 

・２００３年５月     重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ） 
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・２００４年２月～４月  高病原性鳥インフルエンザ 

・２００４年１０月    台風２３号 

・２０１３年９月     台風１８号 

・２０１４年８月     平成２６年８月豪雨 

・２０１７年１０月    台風２１号 

・２０１８年７月     平成３０年７月豪雨 

・２０１８年９月     台風２１号 

 

ア 京都縦貫自動車道からのアクセス道路の整備促進 

 

①京都丹波と大都市圏を結ぶ道路を整備します。 

1. 阪神地域と亀岡市街地を結び、緊急輸送道路ネットワークを確保するとともに、地域産業の振

興等に寄与する国道４２３号（法貴バイパス）の整備を推進します。 

2. 緊急輸送道路ネットワークを確保するとともに、地域産業の振興等への寄与や大阪方面との

交流拡大が期待できる枚方亀岡線及び茨木亀岡線の整備を検討します。 

3. 京都市と亀岡市を結ぶバイパス等のネットワーク強化を促進します。 

 

②京都丹波の交通ネットワークを整備して地域間の交流を促進します。 

4. 京都縦貫自動車道八木東ＩＣへのアクセス強化を図るとともに、地域振興に寄与する国道４

７７号（西田大薮道路）の整備を推進します。 

5. 交通量が多く慢性化している渋滞の緩和を図るため、国道９号の整備を促進するとともに、国

道９号下矢田交差点までの枚方亀岡線の整備を推進します。 

6. 幅員狭小で線形不良のため大型車の離合が困難となっている宮前千歳線、東掛小林線、綾部宮

島線（肱谷バイパス）の整備を推進します。 

7. 災害時等における孤立集落の発生を防止するとともに、広域的な交流拡大が期待できる国道

１６２号、京都広河原美山線の整備を検討します。 

8. 亀岡市川東地区と亀岡市街地を結び、地域振興にも寄与する亀岡園部線の整備を推進します。 

9. 亀岡市街地の渋滞緩和に向け、都市計画道路である並河亀岡停車場線の整備を推進します。 

10. 南丹市北部地域と南丹市街地を結び、地域振興にも寄与する園部平屋線の整備を推進します。 

11. ＪＲ山陰本線沿線全体の公共交通サービスの改善に取り組むとともに、鉄道駅や主要バス停

の乗継利便性や待合快適性の向上、ＩＣカードのエリア拡大や普及等を促進します。 

12. 鉄道とバス・タクシーの乗り継ぎ、キス＆ライド等の利便性の向上を図ります。 

 

イ 桂川等の河川整備など災害対策の推進 

 

①治水安全度の向上に向けて河川整備を推進します。 

「桂川上流圏域河川整備計画」に基づき、治水安全度の着実な向上を図ります。 

13. 国が設置する淀川流域治水協議会及び由良川流域治水協議会において情報共有・意見交換し

ながら、「治水効果の見える化」を図ります。 
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14. 桂川の治水安全度を向上させるため、国による嵐山の左岸溢水対策の可動式止水壁整備とと

もに、亀岡では霞堤４箇所の嵩上げが完成し、上流、下流のバランスにも十分配慮しながら、

河川整備を計画的かつ着実に進めており、引き続き、保津峡から日吉ダムまでの区間におい

て、川底の地形を把握できる新技術のグリーンレーザー測量を実施するなど調査を推進しま

す。 

15. 園部川、千々川、東所川、雑水川、七谷川について、桂川改修との整合を確保しながら治水安

全度の向上を図るため、河川改修事業を推進します。 

16. 閉亀川について、土砂災害から住民の生命・財産を守るため、堰堤及び渓流保全工の新設を推

進します。 

17. 高屋川について、治水安全度の向上を図るため、浸水被害の軽減に向けて、護岸整備等の河川

改修事業を推進します。 

18. 篠原西一谷川、上乙見川、大町谷川、谷山川、菖蒲谷川について堰堤の新設を、園部川、津の

本谷川について既存堰堤の改良を推進します。 

 

②災害に強いまちづくりを推進します。 

19. 劣化状況評価及び地震・豪雨耐性等評価の結果を踏まえ、老朽化したため池の改修や利用され

なくなったため池の統廃合を行うとともに、ハザードマップの作成を進めるなど、市町と連携

して災害の未然防止を図ります。 

20. 激甚化する台風や集中豪雨により発生した甚大な森林災害に対応するため、被災箇所におい

て治山事業を実施し、早期の森林復旧と人家・集落への土砂流出災害等の未然防止を図りま

す。また、小規模な森林災害に対しては、地域の協力を得て、流木等の危険木除去や集落へ流

出する土砂の撤去を実施し、森林災害拡大の未然防止を図ります。 

21. 平成３０（２０１８）年の台風２１号など、これまでにない記録的な暴風や積雪などの自然災

害により農業用パイプハウスの倒壊被害が発生していることを踏まえ、倒壊防止のための補

強や予防策の技術指導を行うとともに、農業共済制度や収入保険などセーフティーネットへ

の加入について情報発信を進めます。 

22. 土砂災害防止法に基づく２巡目以降の基礎調査の実施と土砂災害警戒区域等の指定を順次進

めます。 

23. 天引、宍人、内林町、平松の各地区について、急傾斜地等での崖崩れを防ぐ擁壁等の整備を推

進します。 

24. 台風や豪雨等に備え、日吉ダムと下流域自治体との情報伝達網の整備と情報伝達訓練を実施

するとともに、南丹土木事務所が管理する 70河川について、想定し得る最大規模の降雨に対

応した浸水想定区域図を公表し、水害等に備えた自主防災組織の避難行動タイムラインの作

成を支援します。 

25. 雨量予測や地形データをもとに、６時間先までの河川の水位・氾濫区域を予測する「京都府水

位・氾濫予測システム」を構築し、市町村による早期の避難情報の発令を支援します。 

26. トンネル、橋りょうなど老朽化が進む各種インフラに対し、点検と補修による予防保全によ

り、インフラの長寿命化を推進します。 

27. 交差点や橋りょう、横断歩道、道路表示板、トンネル等の照明のＬＥＤ化を推進し、交通安全

の充実を図ります。 
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28. 工事説明会や見学会等を開催し、地域住民の意見を取り入れながら、道路や河川の整備を推進

します。 

29. 府民協働型インフラ保全事業を活用し、地域に暮らす住民の視点から、身近な安心・安全につ

ながる小規模な工事及びインフラの劣化対策を推進します。 

30. 小学校の授業で道路・河川等の役割の説明や、学校近くの工事現場の見学などを行い、小学生

に公共施設の機能や重要性についての理解を深めてもらいます。 

31. 各種防災イベントや出前語らいにより、土石流発生や木造住宅耐震施策を模型等で説明する

ことで、防災知識を体感的に理解してもらいます。 

32. 大規模盛土造成地の安全性を把握する調査を進めるとともに、宅地造成等規制法の一部を改

正する法律として「宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）」が公布されたことを踏ま

え、関係部局が連携して法施行に向けた基礎調査や区域指定等を進めます。 

33. 市町教育委員会・警察・道路管理者が連携して実施した通学路合同点検で、対策必要箇所とし

て抽出された箇所において、歩道整備等の交通安全対策を推進します。 

34. 地域防災リーダーの育成や防災教室等の開催により、大規模な災害から住民が助け合って身

を守れるよう、地域防災力の向上を図ります。 

35. 原子力災害に備え、市町や関係機関と連携した広域避難訓練の実施や避難路の整備を進め、広

域避難計画の実効性を高めます。 

36. 南丹地域災害医療連絡会の開催や災害医療訓練の実施により、災害時における南丹地域の医

療体制の強化や、災害医療の人材育成等を図ります。 

37. 災害時要配慮者の避難を円滑に行うため、市町における個別避難計画の作成を促進するとと

もに、医療的ケアが必要な難病患者や小児慢性特定疾病児童等の安全を守るため、自治会や民

生委員・児童委員等支援関係者とともに個別の行動計画の策定を支援します。 

38. 大規模災害時における避難先の確保に向け、流域ブロック単位での被害想定を踏まえ、様々な

被災パターンを設定しながら、市町とともに広域避難マニュアルを作成し、災害時における地

域間連携の仕組みを構築します。 

39. 大規模災害に備え、大規模盛土造成地の安全性を把握するとともに、関係法令に基づく監視指

導を強化します。 

 

ウ 暮らしの安心まちづくりの推進 

家畜伝染病対策をはじめ、様々な危機事象への迅速・的確な対策を講じるとともに、自然環境 

の保全を図り、安心・安全で住みやすい京都丹波をつくります。 

 

① 家畜伝染病や有害鳥獣に対する備えを強化します。 

40. 府内で最も畜産が盛んな地域であるため、豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等を発生させない

ように、野生鳥獣の侵入防止など万全の衛生対策を指導します。また、発生時に必要な資材や

人員などの防疫体制を整えるとともに、現地で初動防疫を実施するスターターチーム員の訓練

などを実施して発生に備えます。 

41. 野生鳥獣被害に遭っている集落に対し、府と市町、専門家等で組織する「野生鳥獣被害対策診

断チーム」が聞き取り調査を行い、集落ごとに効果的な侵入防止柵の設置方法等の対策を示し

た「診断カルテ」を作成し、地域ぐるみでの対策の実施を促進します。 
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42. 市町や有害鳥獣捕獲班員と連携し、ＩＣＴ捕獲檻の導入などにより捕獲者の負担軽減を図ると

ともに、集落の協力を得て捕獲水準を維持する地域ぐるみの捕獲に取り組みます。また、猟友

会等による食肉処理加工施設の整備を支援し、狩猟から捕獲、ジビエの販売促進活動やペット

フードへの活用など、総合的な対策を推進します。【横断プロジェクト『食』】 

   

② 感染症対策を推進します。 

43. 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への危機対策として、市町や医療機関等と連携を図

りながら、感染の予防や拡大の防止に向けた体制づくりを推進するとともに、医療機関を受診

することが困難な方に対する訪問診療やオンライン診療を促進します。 

44. 高齢者施設などにおける感染性胃腸炎、インフルエンザなどの集団感染については、発生時に

早期終息を図るため、発生の早期探知、施設での対策への助言を行います。また、施設職員へ

の研修、感染症発生動向のメール配信、出前講座等を実施し、施設内の体制整備を支援します。 

    

③ 京都丹波の豊かな自然環境を保全します。 

45. 天然記念物であるアユモドキをはじめ多くの生物の生息環境の保全・再生等を、市町やＮＰＯ

等地域活動団体、住民等との協働により推進します。 

46. 京都丹波高原国定公園の中核となる南丹市美山町の「芦生の森」について、猟友会など地元関

係者、京都大学、南丹市と連携し、地域の合意形成に基づいた有害鳥獣捕獲や植生回復に向け

た活動を実施します。 

47. 森林所有者や地域住民、林業事業体、緑の少年団、企業、大学、市町等多様な主体が連携し、

里山を中心に、「京都モデルフォレスト運動」を推進し、森の恵みを受けている府民みんなで

京都丹波の森を守り育てます。 

48. 里山において、企業と連携し、放置竹林の整備を進めるとともに、伐採竹を資源として有効活

用する新たな環境ビジネスモデルの構築に取り組みます。 

49. ｢木づかいネットワーク」を中心とした｢京都丹波木づかい運動」などの地域産材利用拡大の取

組や府内産木材を活用した木材利用コンクール（もくもくコンクール）など木育・森林環境教

育の取組を進め、森林整備の必要性と木材利用の意義を発信します。 

50. 持続可能な社会の創り手を育成するため、産学公民連携による環境教育に取り組み、小学生を

対象に地域のシンボルを活用して自然環境やＳＤＧｓについて学ぶ体験型環境学習を推進す

るとともに、小学校の授業と関連づけた効果的な環境学習を提供します。 

51. 海洋ごみの原因となるプラスチックごみをはじめとしたごみの削減を図るため、市町と連携し、

代替プラスチック製品の利用や３Ｒの取組の普及・啓発を推進します。 

 

④ 農畜産業の持続的な発展による、食料の安定供給を確保します。 

52．環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法 

律（みどりの食料システム法）に基づき、有機農業や京都こだわり生産認証システム・ＩＣＴ 

などの農業技術の普及促進や、産業支援機関と連携した販路開拓支援など環境負荷の低減に 

資する生産活動を促進します。（再掲） 

53．担い手が不足し今後の営農が危ぶまれる地域農業の維持・発展のため、集落営農組織や農企 

業者等が取り組む加工・販売や法人化の支援を進めるとともに、複数集落間の営農体制の組 
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織化や就業者の育成・確保を支援します。（再掲） 

 54．畜産・耕種農家からなる「飼料用米生産利用推進研究会」などの耕畜連携を支援するため、畜 

産センター、農業改良普及センター及び農林センターが連携して、飼料用米やＷＣＳ等の低 

コスト・多収栽培の研究・普及拡大に取り組むとともに、良質な堆肥を供給し、資源循環型の 

農業を促進します。（再掲） 
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４ 京都丹波の強みを生かす「横断プロジェクト」 

各分野に記載している具体的施策を、京都丹波の強みである「食」、「自然・歴史文化」、「ス

ポーツ」という三つの視点から再編した「横断プロジェクト」を設定しました。 

これらの「プロジェクト」の実施に当たっては、地域住民や市町、ＮＰＯ等地域活動団体、企業、

有識者等に参画いただき、オール京都丹波で施策を展開し、より効果的で広がりのある取組を行い

ます。 

 

 

（１）京都丹波『食』プロジェクト 

『食』は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、かつ、健康で充実した生活の 

基礎として重要なものです。 

また、『食』には、人を惹きつける魅力があり、癒しを求めて農業や農村生活体験に参加する 

人も多くいます。京都丹波のいちおし食材をブラッシュアップし観光等の取組に生かすことで、 

さらなる誘客につなげていくことができます。 

さらに、食育や地産地消を推進することにより、子どもたちの健全な心と身体が培われるとと 

もに、地域への愛着や誇りが生まれ、豊かな人間性が育まれます。 

このほか、様々な施策を『食』を切り口にして取り組むことで、より相乗効果の発揮が期待さ 

れます。 

 

 

 

 

（２）京都丹波『自然・歴史文化』プロジェクト 

  『自然・歴史文化』は、人々に感動と希望をもたらし、豊かな人間性や創造性を育むものであり、 

また、地域への愛着を生み、誇りを高め、人々の社会生活になくてはならないものです。 

京都丹波の豊かな『自然』や伝統ある『歴史文化』は、保全・保存しながら、周遊・滞在型観光

の対象や、移住・定住を希望する若者を惹きつける魅力として活用できます。 

また、次世代に引き継いでいくことにより、地域への理解を深め、若者の郷土愛を醸成していく 

ことにもつながります。 

さらに、京都丹波産商品を京都丹波の歴史や文化に結び付けてブランド化することにより、更 

なる生産振興や誘客につなげていくことができます。 

このほか、様々な施策を『自然・歴史文化』を切り口にして取り組むことで、より相乗効果の発

揮が期待されます。 

 

 

 



- 75 - 

 

（３）京都丹波『スポーツ』プロジェクト 

  『スポーツ』は、世界共通の人類の文化であり、生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活

を営む上で不可欠なものです。 

また、多くの参加者が集まる『スポーツ』大会の開催は、地域での受入体制づくりや、地 

域の賑わいづくりや活性化につながります。 

京都スタジアムは、単にスポーツ施設としてだけではなく、周遊・滞在型観光の拠点として活 

用することが期待されます。 

さらに、京都トレーニングセンターなど特色あるスポーツ施設を活用することにより、トップ 

アスリートを育成するとともに、府民の体力づくりや健康増進にも生かすことが望まれます。 

このほか、スポーツの関連企業の集積や研究の促進など、様々な施策を『スポーツ』を切り口 

にして取り組むことで、より相乗効果の発揮が期待されます。 
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５ 広域連携プロジェクト（エリア版） 

 

〇南丹地域スポーツ＆ウェルネス＆ニューライフ広域連携プロジェクト 

京都スタジアムや京都トレーニングセンター等との連携を進め、地域の豊かな自然も生かした日

本有数のスポーツ健康エリアとしての基盤を生かし、地域の各大学とも協働したスポーツ＆ウェル

ネスの産学公実証を核にした地域づくりを進めます。 

また、産業拠点や大学が地域に集積するとともに、自然や食も豊富である地域が隣接することを

生かし、双方の良さを取り込んだ生活ができる地域の実現を目指します。 

 

【主要な方策】 

●スポーツ、食や癒やしによる健康長寿づくりの先進モデル地域づくり 

●産学公連携によるスポーツ＆ウェルネスの実現に向けた実証と人材育成 

●スポーツ＆ウェルネス、フードテック産業などクロス産業集積エリアの創出 

●都市生活と田園生活がそれぞれ味わえる生活圏の創造 

  



- 77 - 

 

 

 



- 78 - 

 

 

指標名称 単位
基準値

(2021年度)
目標数値
(2026年度)

1 管内観光消費額単価 円 1,473 1,700

2 京都丹波に関わるＳＮＳ投稿数（累計） 件 4,410 130,000

3 管内への移住者数（累計） 人 750
2000

（2022～2026年）

指標名称 単位
基準値

(2021年度)
目標数値
(2026年度)

4 きょうと子育て応援施設数（累計） 件
61

(2022年7月）
100

5
京都丹波子育て応援隊企業数及び京都丹波Ｕターン応援隊企業数
（累計）

社 57 100

6 人権に関する啓発活動の取組回数 回 52 76

7 障害者の一般就労者数（累計） 人 161 346

8 健康増進の取組への参加者数 人 4,800 7,800

指標名称 単位
基準値

(2021年度)
目標数値
(2026年度)

9 経営革新を志向する企業経営者数（累計） 人 641 1,260

10 年間販売額が１億円を超える農業法人等の数（累計） 経営体 25 31

南丹地域振興計画の数値目標

（１）京都丹波の地域資源を生かした観光や移住・定住の推進による
　　　交流・活力のまちづくり

（２）人権が尊重され、子育てしやすく、誰もが希望を持って元気に
　　　暮らせる地域づくり

（３）明日の京都丹波産業を担う人づくり

33
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

毎年3％ずつ増加させ、2026年度に基準値の15％増加をめざ
す

京都府観光入込客調
査（京都府）

2023年度:1,570
2024年度:1,610
2025年度:1,650
2026年度:1,700

ア、イ

毎年30,000件ずつ増加させ、2026年度に130,000件をめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:35,807
2024年度:67,205
2025年度:98,602
2026年度:130,000

ア

2022年度から2026年度の間に2,000人の増加をめざす
京都府政策企画部、
農林水産部による実
態把握

2023年度:650
2024年度:1,050
2025年度:1,500
2026年度:2,000

ウ

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

2026年度に100件をめざす
京都府健康福祉部、
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:73
2024年度:82
2025年度:91
2026年度:100

ア

毎年約10社ずつ増加させ、2026年度に100社をめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:77
2024年度:87
2025年度:94
2026年度:100

ア

毎年4回ずつ増加させ、2026年度に基準値の1.5倍の活動量
をめざす

南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:64
2024年度:68
2025年度:72
2026年度:76

ア

2026年度に約350人をめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:235
2024年度:272
2025年度:309
2026年度:346

ア

毎年600人ずつ増加させ、2026年度に7,800人をめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:6,000
2024年度:6,600
2025年度:7,200
2026年度:7,800

イ

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

年間の企業訪問件数の約350件の4割にあたる約140人をめざ
す

南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:840
2024年度:980
2025年度:1,120
2026年度:1,260

ア

年１経営体ずつ増加させることをめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:28
2024年度:29
2025年度:30
2026年度:31

ア

南丹地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、以下のとおり計画の最終年度（２０２６年
度）における数値目標を設定します。
※目標数値として各種の調査を活用していますが、調査によっては毎年行われないものがあることから、数値目標の設定
　については、２０２６年度以外となる場合があります。
※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等によりその
　計画が改定された場合は、改訂後の計画で位置付けられた数値目標に置き換えるものとします。

34
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指標名称 単位
基準値

(2021年度)
目標数値
(2026年度)

11 管内の製造品出荷額等 億円 3,626
(2019～2020年平均)

3,810

12 管内の農畜産業産出額 億円

155
(2016～2020年の最大
と最小を除いた3カ年

平均)

160

13 地域産木材（素材）生産量 ㎥
65,000
(暫定値)

77,500

指標名称 単位
基準値

(2021年度)
目標数値
(2026年度)

14 河川整備計画策定済み河川の改修延長（累計） km 4.7 8.0

15 対策を講じた防災重点ため池数（累計） 箇所 126 219

16 自主防災組織タイムライン策定数（累計） 件 10 40

35

（４）交流と安心・安全の基盤づくり
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目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

2026年度に基準値の5%増加をめざす
工業統計調査（経済
産業省）

2023年度:3,695
2024年度:3,730
2025年度:3,770
2026年度:3,810

イ

毎年1億円の増加をめざす
「市町村別農業産出
額（推計）」（農林
水産省）

2023年度:157
2024年度:158
2025年度:159
2026年度:160

ウ

毎年2,500㎥ずつ増加させ、2026年度に伸び率1.2倍とする
ことをめざす

京都府農林水産部に
よる実態把握

2023年度:70,000
2024年度:72,500
2025年度:75,000
2026年度:77,500

ウ

目標設定の考え方 出典 参考年間目標 関連方策

過去の整備実績値を踏まえ、2026年度に8kmをめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:5.6
2024年度:7.4
2025年度:7.7
2026年度:8.0

イ

毎年5箇所ずつ増加させ、2026年度には全防災重点ため池
219箇所をめざす

南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:205
2024年度:210
2025年度:215
2026年度:219

イ

毎年、各市町2組織ずつ策定し、2026年度に40件をめざす
南丹広域振興局によ
る実態把握

2023年度:22
2024年度:28
2025年度:34
2026年度:40

イ

36
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１ 地域の特性 

 

（１）位置・地勢等 

 

中丹地域は、京都府の北部に位置する、福知山市、舞鶴市及び綾部市からなる丹波山地の山々

と日本海に囲まれた地域です。 

東西は５６ｋｍ、南北は５０ｋｍにわたり、面積は約１，２４１ｋ㎡で京都府域の約２７％

を占め、丹後地域、南丹地域、福井県の嶺南地域と兵庫県の但馬・丹波地域に隣接しています。 

海岸線や岩礁等の迫力ある風景が見られる若狭湾（若狭湾国定公園）、幻想的な雲海が見られ

る大江山連峰（丹後天橋立大江山国定公園）や君尾山（京都丹波高原国定公園）をはじめ、地

域を貫流する由良川の豊かな流れ、緑豊かな里山の風景、美しい星空など、「海」・｢山｣・「川」

等のあらゆる自然に恵まれています。 

中丹地域は、京都府の北部に位置する、福知山市、舞鶴市及び綾部市からなる丹波山地の山々

と日本海に囲まれた地域です。 

 

（２）歴史・文化 

 

丹波山地の山々と日本海に囲まれた中丹地域は、豊かな自然を背景に、歴史的に丹波と丹後

の個性あふれる生活・文化・経済圏を形成してきました。 

縄文時代や弥生時代には、由良川流域を中心に集落が営まれ、古墳時代には、由良川を見下

ろす丘陵上の私市円山古墳（綾部市）をはじめとした数千基の古墳が築かれ、奈良時代には、

古代寺院が建立されていたことも確認されています。 

平安時代には、山岳寺院が開かれ、仏像、祭礼、芸能、薬師信仰や鬼退治伝説など特色ある

文化や文化財が現在まで伝えられています。鎌倉時代には、府北部の建造物では唯一の国宝と

して知られる光明寺二王門（綾部市）が建立されています。 

南北朝時代から戦国時代にかけては、多数の山城が築かれました。また、丹波は、室町幕府

を開いた足利尊氏との関係も深く、安国寺（綾部市）には足利尊氏生誕の伝承が残されていま

す。さらに、織田信長の丹波平定後には、丹波の福知山は、由良川の築堤等も行った明智光秀

が領主となり、丹後の舞鶴は、和歌等に通じた文化人でもあった細川幽斎(藤孝)が領主となり、

それぞれ福知山城と田辺城を築城し、城下町がつくられ商業が栄えました。 

江戸時代には、福知山藩、田辺藩、綾部藩の置かれた城下町がそれぞれ独立して栄え、今日

の福知山市、舞鶴市、綾部市の礎となりました。また、由良川の水運が経済の動脈として利用

されるとともに、今日の京阪神に至る内陸交通が発達しました。 

明治維新を迎えるに当たり、山城・丹波(一部は兵庫県)・丹後の３国が京都府の府域となり、

丹波・丹後の両国にまたがる中丹地域も、幾たびの変遷を経て京都府に属することとなりまし
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た。 

明治時代には福知山市に旧陸軍の歩兵第２０連隊が、舞鶴市に多くの赤れんがの建造物とと

もに旧海軍の舞鶴鎮守府が置かれました。現在は、福知山市に陸上自衛隊の第７普通科連隊等

が置かれている福知山駐屯地、舞鶴市に海上自衛隊の舞鶴地方総監部等が置かれている舞鶴地

方隊、第八管区海上保安本部など国防や海上の保安を担う機関が置かれています。 

 

（３）管内３市の沿革及び広域連携 

 

管内３市については、昭和１２（１９３７）年に福知山市が市制を施行し、翌年の昭和１３

（１９３８）年に舞鶴市が、昭和２５（１９５０）年に綾部市が市制を施行しました。これは

府内では京都市に次いで２番目から４番目に古い市制施行となっています。その後、それぞれ

旧町村の編入等を経て（近年の編入は、平成１８（２００６）年に福知山市と三和町・夜久野

町・大江町の合併）、現在の市域を形成するに至っています。 

管内３市では、昭和２５（１９５０）年の綾部市による日本初の「世界連邦都市宣言」に続

いて、福知山市及び舞鶴市も同宣言を行ったほか、以降も文化やスポーツの分野において共同

開催に取り組むなど連携が進められてきました。 

平成２７（２０１５）年４月には、管内３市と丹後広域振興局管内の市町（宮津市、京丹後

市、伊根町、与謝野町）が「京都府北部地域連携都市圏形成推進宣言」を行い、「京都府北部地

域連携都市圏形成推進協議会」（以下「北部５市２町協議会」という。）を設立して、府北部の

５市２町それぞれが有する強みを生かし、「海の京都」の推進、地域産業の活性化、地域産業の

担い手確保等のプロジェクトが進められています。 

令和３（２０２１）年３月には、「人口減少を克服し、未来への希望を紡ぐ連携都市圏」を圏

域の将来像に掲げた「第２期ビジョン」を策定、「水平型の連携」の実現を目指した５市２町の

連携施策の取組が「産業」「観光・交通」「教育」「移住・定住」「環境・防災」「行政運営」の各

部会体制で進められており、令和４（２０２２）年５月には、５市２町による災害応援協定が

締結されたところです。 

 

（４）交流基盤 

 

京都舞鶴港は天然の良港で、古くから北前船の寄港地として知られ、東港は明治３４（１９

０１）年に海軍鎮守府が設置され軍港として、西港は大正２（１９１３）年に大型船用の埠頭

が完成したことから、対岸貿易を中心とした日本海側の重要な商港としてそれぞれ栄えてきま

した。 

第二次大戦後、昭和２０（１９４５）年から１３年間にわたり大陸からの引揚者６６万人余

を迎え入れるとともに、昭和２３（１９４８）年に貿易港として再出発し、昭和２６（１９５

１）年には国の重要港湾に指定されました。 
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昭和２８（１９５３）年から京都府が港湾管理者となり、平成２３（２０１１）年には、三

つの機能（国際海上コンテナ、国際フェリー・国際ＲＯＲＯ船、外航クルーズ（背後観光地ク

ルーズ））で、国から「日本海側拠点港」に選定され、関西唯一の日本海側ゲートウェイとして

大きな役割を果たしています。 

また、高規格幹線道路として、大阪・神戸や中京圏にアクセスする舞鶴若狭自動車道と、京

都府の南北軸を形成する京都縦貫自動車道があり、これら二つの道路が綾部でつながっていま

す。管内３市にはいずれもインターチェンジがあって、高速道路を利用した相互の移動も容易

となっています。 

舞鶴若狭自動車道は、中国自動車道の吉川ＪＣＴから福知山市、綾部市、舞鶴市、小浜市を

経て敦賀市の北陸自動車道に至る全長約１６２ｋｍの高速道路で、平成２６（２０１４）年に

小浜ＩＣから敦賀ＪＣＴ間が開通して全線が通行できるようになり、中京圏へのアクセスが向

上しました。 

京都縦貫自動車道は、宮津市から久世郡久御山町に至る全長約１００ｋｍの自動車専用道路

で、京都府域を南北に縦貫し名神高速道路、舞鶴若狭自動車道等に接続しています。平成２７

（２０１５）年に丹波綾部道路の京丹波わちＩＣから丹波ＩＣ間が開通して全線が通行できる

ようになり、京都方面へのアクセスが向上しました。 

加えて、令和３（２０２１）年の舞鶴若狭自動車道の福知山ＩＣから綾部ＩＣ間の４車線化

により吉川ＪＣＴから舞鶴西ＩＣ間の４車線化が実現したほか、令和５（２０２３）年４月に

は、京都縦貫自動車道の宮津天橋立ＩＣから丹波ＩＣ間の西日本高速道路株式会社への移管が

予定されるなど、全国的な高速道路網と一体となった利用促進等を図るための環境も整いつつ

あります。 

一般道では、国道９号・２７号・１７３号・１７５号・１７６号・１７７号・１７８号・４

２６号・４２９号、主要地方道小浜綾部線・福知山綾部線・綾部大江宮津線・舞鶴野原港高浜

線・東舞鶴停車場線・福知山停車場線・京丹波三和線・池辺京田線・小倉西舞鶴線・綾部美山

線・舞鶴宮津線・舞鶴和知線・舞鶴福知山線・但東夜久野線・市島和知線・山東大江線・志高

西舞鶴線・舞鶴綾部福知山線・綾部インター線・篠山三和線等の道路網が地域内外を結んでい

ます。 

鉄道網は、京都から綾部や福知山につながるＪＲ山陰本線をはじめ、明治時代に大阪から福

知山・綾部を通って舞鶴までをつないだ阪鶴鉄道をルーツとするＪＲ福知山線・舞鶴線、敦賀

と舞鶴を結ぶＪＲ小浜線、第三セクターの北近畿タンゴ鉄道の運営を経て、現在は上下分離に

より運行されている京都丹後鉄道（丹鉄）宮福線・宮舞線が整備されています。 

 

（５）産業 

 

中丹地域の地域内総生産（平成３０（２０１８）年度）は９，２３８億円で、府内全体の

８．５％（京都市を除く府内全体の２２．９％）を占めています。業種別では、製造業が２，



- 88 - 
 

９５３億円で中丹地域全体の３２．０％を占め、次いで、電気・ガス・水道・廃棄物処理業が

９４２億円で１０．２％を占めています。また、１人当たりの地域分配所得は２，９５４千円

（府内全体２，９８３千円）となっています。 

産業別就業人口（令和２（２０２０）年）は、製造業が１６，４２８人で中丹地域全体の１

８．１％を占め、次いで卸売業・小売業が１２，２６４人で１３．５％を占めています。ま

た、農林水産業は４，１２９人で４．６％を占めています。 

中丹地域の豊かな自然の下で育まれた特産品は、日本海で獲れるカニや丹後とり貝等の海

の幸、万願寺甘とうをはじめとしたブランド京野菜、丹波くりや丹波マツタケ等の山の幸等、

四季を通じて豊かな食を提供しています。 

特に、万願寺甘とうは、平成２９（２０１７）年に農林水産物を地域ブランドとして保護す

るＧＩ（地理的表示）保護制度への府内初登録を受けたほか、令和３（２０２１）年度にＪＡ

京都にのくに万願寺甘とう部会協議会は、「日本農業賞」集団組織の部大賞を受賞しました。 

茶は、全国茶品評会「かぶせ茶」の部において、中丹地域の茶産地が平成２０（２００８）

年から１２年連続で「産地賞」を獲得するなど、付加価値の高い特産品づくりが進められて

います。 

また、売れる米づくりとして、酒米の「祝」や「京の輝き」、おいしいお米の京都府新品種

「京式部」の栽培が進められており、作付面積が一番多い「コシヒカリ」は令和３年度日本穀

物検定協会食味ランキングにおいて「特Ａ」を獲得しました。 

畜産は、府内飼養羽数８３％を占めるブロイラーや５１％を占める採卵養鶏が営まれ、乳

牛、肉牛と合わせて中丹地域の農業生産額の４９％を占め、森林面積は、９５，５４４ha で

総面積の７７％を占めており、人工林率は４３％と府平均（３８％）を上回っています。 

中丹地域を特徴付けている製造業では、由良川の自然を生かした桑栽培と養蚕業が盛んに

行われていたことから、綾部市に明治２９（１８９６）年に蚕糸業として現在のグンゼ株式

会社が設立され、製糸機械製造のための機械工業も盛んに行われて現在のものづくり産業の

礎となりました。 

管内の製造業は、工業団地（長田野工業団地、長田野工業団地アネックス京都三和、綾部工

業団地、綾部市工業団地、平工業団地等）を中心に産業が集積するとともに、舞鶴市における

造船業・ガラス製造業など地域を牽引する企業やそれに関連する機械金属加工業、綾部市に

おける繊維産業から発展した機械器具製造業等の地場産業、精密電子部品の工場が立地し、

雇用の場が形成されています。 

なかでも、旧陸軍の演習地であった場所に造成され、昭和４５（１９７０）年から分譲がは

じめられた長田野工業団地は４１社が操業し、製造品出荷額は、約３,０５０億円（令和３（２

０２１）年度）、従業員数も７,０５８人（令和４（２０２２）年４月現在）にのぼり、とも

に過去最高となりました。 

平成元（１９８９）年以降二つの工区ごとに分譲が行われた綾部工業団地には２１社が、

平成１４年（２００２）年から分譲がはじめられた長田野工業団地アネックス京都三和には
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１５社が、操業しており、３つの工業団地を合わせた製造出荷額は、約３，８７５億円（令和

３（２０２１）年度）で管内全体の６割に匹敵する規模となっており、従業員数も９，５０３

人（令和４（２０２２）年４月現在）にのぼります。 

中丹地域の観光産業は、戦国武将・明智光秀が築いた「福知山城」、国の重要文化財に指定

されている赤れんが倉庫群を活用した「赤れんがパーク」、グンゼ博物苑・あやべ特産館・綾

部バラ園が一体となった「あやべグンゼスクエア」をはじめ、多様な観光施設が整備されて

います。 

高速道路網の整備や、「海の京都」「森の京都」のコンセプトに基づく観光誘客の取組等に

より、令和元年には、観光入込客数が約４１９万人、観光消費額が約７４億円となり、増加傾

向にありましたが、新型コロナウイルスの世界的感染拡大の影響を受けています。 

 

（６）暮らし 

 

中丹管内の特徴的な人の動きとして、夜間人口よりも昼間人口が多く、昼間の流入が多くな

っています。これは府内の４広域振興局管内の中で唯一の地域であり、高等教育機関、病院、

文化スポーツ施設、国・府等の機関や、支店・営業所・工場など企業の拠点が多いことも理由

の一つと考えられます。 

高等教育機関としては、福知山公立大学、京都工芸繊維大学福知山キャンパスや舞鶴工業高

等専門学校等が立地しています。 

また、管内には１６の病院があり（福知山市６病院、舞鶴市７病院、綾部市３病院）、各市と

も１病院ずつ公立病院を備えるとともに、各市において病院間や、病院と診療所間の連携強化

を進めるなど地域医療の確保・充実が図られています。 

文化スポーツ施設も整備されており、総合体育館・動物園・都市緑化植物園等を有する三段

池公園（福知山市）、収蔵資料がユネスコ世界記憶遺産に登録された舞鶴引揚記念館（舞鶴市）、

あやべ球場・体育館・弓道場等を有する綾部市総合運動公園（綾部市）、千人規模の観客を収容

するホールを有する福知山市厚生会館（福知山市）、舞鶴市総合文化会館（舞鶴市）や京都府中

丹文化会館（綾部市）など、多様な機能を持つ施設の利用が可能となっています。 

また、三段池公園（福知山市）の児童科学館や動物園、子育て交流施設あそびあむ（舞鶴市）

や綾部市で整備が進められている駅北複合施設など、子育てを支援する施設が整備されていま

す。 

 

（７）人口（今と２０年後の姿） 

 

中丹地域の人口は、平成２７（２０１５）年に１９．７万人となっていますが、令和２２

（２０４０）年は１５万人にまで減少すると推計されています（国立社会保障・人口問題研
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究所推計）。減少率は２３．６％で、京都府全体の減少率１４．３％よりも９．３ポイント

高く、全国の減少率１２．７％よりも１０．９ポイント高い数字です。 

（中丹地域の人口 令和２（２０２０）年 １８．９万人） 

また、高齢化率も上昇し、平成２７（２０１５）年の３１．１％に対して、令和２２（２０

４０）年は３７．３％と見込まれています。これは、令和２２（２０４０）年の京都府全体

の高齢化率３６．１％よりも１．２ポイント高く、全国の高齢化率３５．３％よりも２ポイ

ント高い数字です。 

年齢階層別の人口内訳を見ると、６５歳以上７４歳未満は、６．１万人から５．６万人へ

と２１．３％減少することが見込まれており、京都府全体の減少率８．９％や、全国の減少

率４．２％よりも大きくなっています。一方、７５歳以上の人口は、３．２万人から３．３

万人へと４．１％増加することが見込まれていますが、京都府全体の増加率３６．３％や全

国の増加率３７．２％よりは小さくなっています。 

また、生産年齢人口（１５歳以上６５歳未満）は、１１万人から７．７万人へと２９．８％

減少し（京都府全体２３．７％減少、全国２２．７％減少）、１５歳未満の人口も、２．６

万人から１．７万人へと３３．３％減少する（京都府全体２７．９％減少、全国２５．１％

減少）推計となっています。 

このような人口減少をとらえる場合、自然減（出生数－死亡数）と社会減（転入者数－転

出者数）の状況を見ておく必要があります。 

人口の自然減について、出生数が減少傾向にありますが、その一方で、合計特殊出生率は

高くなっています。 

福知山市 ２．０２（府内１位） 

舞鶴市  １．９０（府内２位） 

綾部市  １．６２（府内６位） 

京都府  １．３２ 

※平成２５（２０１３）年から平成２９（２０１７）年平均 

合計特殊出生率は、一般的に正規雇用率が高いことや親との同居・近居が多いことなどと

関係しているとされていますが、この地域では、管内３市の施策や子育て支援団体による支

援とともに、都市的な利便性や、人と人とがつながり孤立しない関係性があるなど充実した

子育て環境も大きな要因の一つと考えられ、この点を伸ばしていくことが重要となっていま

す。 

人口の社会減については、前述のように地域に高等教育機関が立地し若者が集まりやすい

環境もありますが、高等学校卒業後に進学や就職等により地域を離れる若者はそれ以上に多

い状況にあります。 

近年は移住・定住促進の取組等を通じてＩターン等による移住も増えてきており、地域の



- 91 - 
 

魅力発信、仕事おこしや就職のマッチング等を通じた更なるＩターンの推進や、いったん地

域を離れた人のＵターンの促進に取り組むことが重要です。 

 

（８）自然災害 

 

中丹地域では、平成１６（２００４）年以降、５回の大きな豪雨災害に見舞われています。 

災害救助法の適用を受けた災害 

平成１６（２００４）年  台風第２３号 

平成２５（２０１３）年  台風第１８号 

平成２６（２０１４）年  平成２６年８月豪雨 

平成２９（２０１７）年  台風第２１号 

平成３０（２０１８）年  平成３０年７月豪雨  

さらに近年、毎年のように全国各地でこれまで経験したことのないような豪雨により、深刻

な災害が発生しています。 

災害発生後は早期の災害復旧を図るとともに、中長期視点に立った治水対策を進めていると

ころですが、生命を守る観点から早期の避難が重要となっており、避難に関する住民一人ひと

りの意識の向上や地域ぐるみでの防災・減災対策が必要となっています。 

 

  



- 92 - 
 

  

２ 地域の将来像（２０年後に実現したい姿） 

 

中丹地域の２０年後（令和２２（２０４０）年）を展望するとき、最大の課題と見込まれるの

は、人口減少への対応です。そのため、自然、歴史・文化、交流基盤、産業、暮らしなど前述

の中丹地域の特性を踏まえ、地域の将来像を次のとおりとしました。 

 

 

～ 心つながる田舎の魅力と都市機能の両方を享受し、 

海・里山・まちを舞台に 求める暮らしが実現できる地域を ～ 

 

具体的には、次のような地域をめざしていきます。 

・コロナ禍によるテレワークや地方移住の広がりなどを踏まえ、「田舎暮らし」「まち

なか暮らし」「二拠点居住」など、この地域の強みをさらに生かして、一人ひとりの事

情と希望に応じた多様なライフスタイルが実現できる地域 

・農林水産業から製造業、サービス業まで様々な産業が活発に行われ、働き方も自営か

ら就業まで幅広い選択ができる地域 

・コロナ禍で再認識された家族や社会の繋がりの重要性を踏まえ、Ｕターン等により若

者がしっかり地域に定着し、子どもから高齢者まで住民が生き生きと暮らす、人にやさ

しい持続可能な地域 

 

 

 

なお、新型コロナウイルス感染症により、社会のありようや日常が一変したように、２０年後

に国際情勢、社会経済情勢、自然環境等がどのように変化し、社会がどうなっているかを正

確に認識することは困難ですが、次のような未来予測としていわれている事象に留意してい

く必要があります。 

 

・ヒト・モノ・情報等の交流が地域や国境を越えて活性化するなどグローバル化の進展 

・技術革新の進展（ＡＩ（人工知能）、ＩＣＴ（情報通信技術）、ＩｏＴ（モノのインター

ネット接続）等）による社会のスマート化を背景とした、産業分野や暮らしでの活用への

大きな期待 

・価値観やライフスタイルの多様化 

・少子高齢会・人口減少の進展による地域の産業や社会基盤、地域コミュニティを支える人
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材の不足と「共助」の重要性増大 

・集落機能維持が困難な地域の増加と地域内の移動手段確保の重要性増大 

・人生１００年時代の到来による独居高齢者の増加 

・社会資本の老朽化の進行 

・想定を超える規模の自然災害の頻発化（大規模地震、気候変動の影響による極端な降水の

増加等） 
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３ 施策の基本方向（基本的な視点、４年間の対応方向） 

 

「２０年後に実現したい姿」に向けて、次のことを基本姿勢として取り組んでいきます。 

 

【施策推進の基本的な視点】 

 

（１）一人ひとりの尊厳と人権の尊重 

 

一人ひとりの安心と安全が守られるとともに、尊厳と人権が尊重され、誰もが自分らしく生

きることのできる社会づくりは、最も基本となる条件です。 

部落差別をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人等の様々な人権問題に加

え、インターネットを悪用した人権侵害、長時間労働・過労死など働き方や労働環境に関わる

問題、ＬＧＢＴ等性的少数者が社会生活上直面する困難な場面、街頭等で公然と行われる差別

的な言動等の新たな人権課題の解決に向けた取組が必要です。そのため、国、市町村、ＮＰＯ

等とも連携し、あらゆる施策を通じて人権教育・啓発の取組を推進していきます。 

また、ドメスティック・バイオレンス、セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメン

ト等の人権侵害の状況が改善され、年齢・性別等にかかわりなく人権が等しく尊重されて、誰

もが自らの意思によって社会のあらゆる分野の活動に対等に参画できる社会の実現に向けた

施策を推進します。 

さらに、今後ますます国際化が進む中で、言語・宗教・生活習慣等が異なる文化や考え方を

理解し、互いの人権を尊重し合う多文化共生社会の形成を進めていきます。 

加えて、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症等に対する正確な知識の普及に努

め、感染者等への偏見・差別等の防止を進めていきます。 

 

 

（２）多様な主体との連携・協働 

 

計画の実施に当たっては、地域住民をはじめ、国、管内３市、ＤＭＯ、大学などの教育機関、

企業、商店街や関係団体、地域で活動する団体、新聞・ラジオなどの地域メディア等、あらゆ

る主体との連携・協働が欠かせません。 

このため、地域が一体となり、地域の課題解決と活性化に取り組むことができるよう、事業

の企画や実施等の過程において、多様な主体に参画いただけるよう努めます。 

また、北部５市２町協議会の取組は、広域的に地方創生に取り組む先導的なものであり、連
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携を密にして施策を推進する必要があります。 

さらに、地域の明日を担う人材の育成や産業振興、地域の課題解決等の観点から、福知山公

立大学、京都工芸繊維大学、舞鶴工業高等専門学校など地域の高等教育機関と積極的に連携・

協働を進めていきます。 

 

 

（３）地域における施策の総合的実施 

 

本地域振興計画は、「京都府総合計画」の一部を構成するものであり、同計画に挙げられて

いる事業も含めて府の関係部局とともに一体的に進めていきます。 

広域振興局は、地域において府政の総合的な調整を行い事業を執行する機関として、府の

様々な部局が担当する施策を組み合わせ、その効果が最大限に発揮されるようコーディネート

する役割を担っており、地域住民、国、管内３市等との連携・協働の下で事業を現地・現場の

状況に最適化させ、「子育て環境日本一」などの施策の総合的な実施に努めます。 
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【具体的施策】 

 

「２０年後に実現したい姿」から現状を振り返り、今後４年間で進める具体的な施策を次のと

おり定めます。 

 

（１）若者が定着する持続可能な地域づくり 
 

＜現状分析・課題＞ 

▼ 若者がＵＩターンなどにより地域に定着する施策が必要です。 

 

・地域には福知山公立大学などの高等教育機関が立地し若者が集まりやすい環境もあります

が、それ以上に高等学校卒業後に進学や就職で地元を離れる若者が多い状況にあります。 

 

・こうした状況の中で人口減少が進み、過疎集落が増加するなどして地域全体の活力の低下が

懸念されますが、一方では、Ｉターン等による移住者が増え、その活躍が目立つような前向

きな動きも出てきていることに加え、新型コロナウイルス感染症の影響等もあり、地方への

移住に対する関心はさらに高まっています。（移住相談窓口を通じた移住者数 平成２７（２

０１５）年度 ７７人、令和２（２０２０）年度 １４９人） 

 

▼ 社会全体で子育てを支援する環境づくりや、子どもから高齢者まで安心して健やかに暮らせる

施策が必要です。 

 

・出生数は、全体として減少傾向にありますが、合計特殊出生率は府内でも高い地域です。 

福知山市 ２．０２（府内１位） 

舞鶴市  １．９０（府内２位） 

綾部市  １．６２（府内６位） 

京都府  １．３２ 

   ※平成２５（２０１３）年から平成２９（２０１７）年平均 

 

・高齢化率は、令和２２（２０４０）年に３７％を超える見込みとなっています。 

（高齢化率 平成２７（２０１５）年 ２６．９％、令和２（２０２０）年 ２９．３％） 

 

▼ 住民生活の中で大きなウエイトを占める「しごと」について種類や働き方を充実させ、担い手

の確保・定着を図るために、製造業や農林水産業をはじめとする地域産業の更なる振興と雇用

の促進が必要です。 

 

・企業立地の増加や景況等を反映し、製造品出荷額等は平成２８（２０１６）年の５，７２９

億円から、令和２（２０２０）年は６，４４７億円に増加していますが、一方で、新型コロ
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ナウイルス感染症の感染拡大や原油・原材料、肥料の高騰等の影響を受け、中小企業や農林

漁業者の経営環境は厳しい状況が続いています。 

 

・有効求人倍率は、府全体では１．０９倍ですが、中丹地域では１．４６倍（令和３（２０２

１）年度）であり、人手不足の状態となっています。特に、建設作業、保安、建築設計等の

専門的・技術的職業、介護・福祉等の職種で深刻な人手不足が続いており、こうした中で今

後の技術伝承、働きやすい職場環境づくり、人材育成、生産性向上等も課題となっています。 

 

・「北部産業創造センター」において、産学公連携によるものづくり企業の成長発展、次代を

担う新産業の創出や高度な産業人材の育成など産業振興の拠点としての活用が進められて

います。 

 

・農林水産物は、付加価値を高めた販売戦略で販売金額４億円を達成した万願寺甘とうをはじ

め、高品質な玉露やてん茶、売れる米づくりとして酒米「祝」「京の輝き」、飼育にこだわっ

ている卵、地鶏といった特徴ある品目の生産が進められています。 

 

・森林の人工林率は４３％と府平均の３８％を上回っていますが、このうち標準伐期（５０年）

を超える森林が８３％を占めることから、府内産木材の利用拡大や林業・木材産業の振興に

よる森林資源の循環利用の推進が課題となっています。 

 

 

 

ア ＵＩターン等により若者等が暮らし続けたくなる環境整備 

 

■地域での働き方・暮らし方の発信や環境整備を進めます。 

○ 子どもたちから高齢層まであらゆる世代に「地域の良さ」を認識してもらい、Ｕターン

してもらえるよう働きかけるなど、一貫した取組を、管内３市や地域企業をはじめ地域

の様々な主体と連携して推進するとともに、地域企業の人材確保にもつなげます。 

○ 若者が地域で暮らし働くことが具体的にイメージできるよう、ロールモデル（お手本）

となる若手社会人の事例を集め、中学生・高校生・大学生等未来の担い手への意識付けを

行います。 

○ 若者の地元就職を図るため、地域の中小企業の職場の魅力アップや若者への効果的なＰ

Ｒ、高校生の企業見学会など企業の人材確保の取組を支援します。 

○ 一人ひとりがその意思や能力等の個々の事情に応じた、時間や場所にとらわれない柔軟

な働き方を選択できるよう、就労環境改善や業務改善など誰もが働きやすい職場環境づ

くりを支援します。 

○ 「地域交響プロジェクト」による支援等を通じて、地域活動団体をはじめ、福知山公立
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大学、京都工芸繊維大学、舞鶴工業高等専門学校などの高等教育機関、企業や行政など多

様な主体との連携・協働を強化し、より柔軟で効果的に地域の課題解決へとつなげます。 

○ 地域内でモノ・コト・ヒト等のシェアを実現するためのマッチングの仕組みを活用し、

「共助」による地域課題の解決や仕事おこしのきっかけづくりを支援します。 

○ 農村集落における地域の仕事（村役、共同活動）の棚卸しを行い、再編合理化すること

により人口減少に対応し、若者や定年帰農者、移住者も暮らしやすい農村集落を実現す

るための支援を行います。 

○ 里の公共員による課題解決支援、農村コミュニティ推進組織の構築や地域資源を活用し

た交流の拡大等を通じて、地域外の組織・人材の取り込みや農村の賑わいづくりを進め

ます。 

○ 農業生産基盤など集落基盤の維持管理の支援や遊休農地の有効活用の支援とともに、地

域外からのボランティア活動への参加促進等を通じて、住み良い農村の環境づくりを進

めます。 

○ 定年帰農者、移住者や兼業農家等の農業従事や農業を通じた生きがいづくりなどを支援

し、集落機能の維持につなげます。 

○ 「農福連携」について、農業者と福祉事業所との情報共有や相互理解を進め、双方のマ

ッチングによる就労関係を構築するとともに、農福連携製品の開発・販路開拓等を支援

します。 

 

■大学等との連携により若者の地域定着を促進します。 

○ 福知山公立大学、京都工芸繊維大学、舞鶴工業高等専門学校など地域の高等教育機関や

京都府立大学まいづる赤れんがオフィスと連携し、地域の担い手となる学生と地域の企

業との交流の場を設定するとともに、学生の視点を活用して地域企業の魅力を紹介・情

報発信し、地域企業の人材確保につなげます。 

○ 企業、教育機関等と連携し、若者と地域企業とのマッチング促進やキャリア教育の支援

を進めるとともに、企業との交流の場づくりや保護者に対する地域企業の情報提供など

に取り組みます。 

○ 小学校・中学校・高等学校等と連携し、地域産業の従事者など社会人講師の紹介・派遣

を通じて、ふるさと教育が円滑に進められる支援体制を構築します。 

 

■移住希望者の掘り起こしと地域とのマッチングにより移住・定住を促進します。 

○ 地域の魅力ある暮らしの発信、空家・空き店舗を活用した農家民宿等の地域に密着した

仕事おこし支援、地域コミュニティの交流拠点づくり及びテレワーク施設やコワーキン

グスペースの整備を通じて、多様化する移住希望者のニーズに対応した移住者支援を進

めます。 
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○ 管内３市との連携による移住促進ネットワークを通じて、移住・定住情報の共有や地域

と一体となった移住対策を進めます。 

○ 豊かな自然環境の中での子育てや少人数の学校教育など、都会にはない子育て環境や教

育環境を内外にＰＲします。 

○ 北部５市２町協議会における、福知山公立大学を核とした産学公連携コンソーシアムの

構築による、地域課題解決に資する人材育成に向けた取組を支援します。 

○ 北部５市２町協議会と連携し、移住者や関係人口が住民とともに地域社会の担い手とし

て活躍できる地域づくりや「二拠点居住者」が副業人材として地域に関わる働き方の実

践など、様々なライフスタイルの実現と持続可能な地域づくりを支援します。 

○ 管内３市や企業、学校等と連携し、令和３年２月に開設したまとめサイト「ＣＯ－ＫＹ

ＯＴＯ」（こ きょうと）や各種メディアを通じて、中丹地域の子育て、働き方、移住、

観光・イベント、季節の特産品等の地域情報を管内３市で生まれ育った出身者をはじめ、

進学や、転勤、長期出張等ゆかりの方々に対して発信します。 

 

イ 人権が尊重され子育てにやさしく安心して暮らせる環境整備 

 

■一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、誰もが自分らしく生き、参画できる社会づくり

を進めます。 

 ○ 新型コロナウイルス感染症をはじめ感染症等の正確な知識の普及や感染者等への偏見・差

別等の防止に努めるとともに、差別やいじめ等にあった方への人権相談窓口を積極的に周

知します。 

○ 部落差別をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人、ＬＧＢＴ等性的少数

者の問題など個別の人権課題について、人権強調月間や人権週間での街頭啓発、管内３市が

実施する啓発事業への支援等を通じて人権教育・啓発を推進するとともに、人権問題法律相

談など相談体制の充実を図ります。 

○ 異文化交流を促進し、言語・宗教・生活習慣等が異なる文化や考え方を理解し、互いの人

権を尊重し合う多文化共生社会の形成を進めます。 

○ 教職員・社会教育関係者、医療関係者、保健福祉関係者、消防職員、警察職員、公務員、

メディア関係者等人権に特に関係する職業従事者が人権に配慮して業務を遂行できるよう、

ワークショップ研修やオンライン研修等、様々な研修を通じて人権教育・啓発を重点的に進

めるとともに、人権問題を身近に感じられるよう、学校、企業・職場、地域、家庭等あらゆ

る場を通じ、人権教育・啓発に触れる機会の少ない人に対しても多様な教育・啓発を進めま

す。 

 

■安心して子どもを産み育てることができる環境整備を進めます。 
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○ 「子育て環境日本一推進会議」と連携し、令和２年２月に立ち上げた子育て中の方をは

じめ、子育て支援者、地域住民、企業、行政機関等による「中丹子育て未来づくり１００

人会議」（プラットフォーム）を通じた情報共有や情報発信などにより、子どもや子育て

世代を地域全体であたたかく見守り支える地域の様々な主体の取組を促進します。 

○ 子育て世帯を妊娠期から子どもが成人するまで切れ目なく、また、子育て世帯と子ども

を、職場、学校、地域などあらゆる場面で支えられるよう、「中丹子育て未来づくり１０

０人会議」のネットワークを拡大します。 

○「ＷＥラブ赤ちゃんプロジェクト」の啓発・広報に取り組み、子育てをみんなで支え合う

風土づくりを推進します。 

○「きょうと子育て応援施設」や「きょうと子育て応援パスポートアプリ『まもっぷ』」の

普及を進め、妊婦や子連れ世帯の外出・移動を支援します。 

○ 地域全体で子育てしやすいまちづくりを進めるため、親子が集い、子どもが安心して遊

べる公園・広場等の居場所づくり等、管内３市が子育てにやさしいまちづくりに総合的

に取り組む活動を「地域子育て環境『見える化』ツール」も活用して支援します。 

○「子育て企業サポートチーム」との連携により、「子育て環境日本一に向けた職場づくり

行動宣言」の取組を進め、時間単位の年休取得、不妊治療に係る休暇、短時間勤務等の柔

軟な制度導入、男性育児休業取得など、子育て世代をはじめ、全ての人が働きやすい職場

環境づくりを支援します。 

○ 府全域での取組に加え、「家庭内の良好なコミュニケーション」の形成を支援するなど

の子育て世帯向けの啓発や、保護者の学びや家庭・地域の教育力を高める研修会、企業等

の先進的な取組みのＰＲなど、地域独自の取組を「中丹子育て未来づくり１００人会議」

を通じて展開します。 

○ 管内３市や企業、学校等と連携し、令和３年２月に開設したまとめサイト「ＣＯ－ＫＹ

ＯＴＯ」（こ きょうと）や各種メディアを通じて、中丹地域の子育て、働き方、移住、

観光・イベント、季節の特産品等の地域情報を管内３市で生まれ育った出身者をはじめ、

進学や、転勤、長期出張等ゆかりの方々に対して発信します。(再掲) 

○ 児童虐待の未然防止のため、各市の子育て世代包括支援センターとこども家庭総合支援

拠点等の機能の一体化を支援するとともに、教育機関、医療機関等との連携体制の構築

を支援します。また、児童相談所の児童福祉司の増員や市町村職員の受入れ、警察との情

報共有等を進めます。併せて、「１８９（イチハヤク：児童相談所全国共通ダイヤル）」の

普及啓発などに努め、児童虐待の早期発見、早期対応を進めます。 

○ 妊産婦の不安感・負担感の増大に伴う、産前・産後うつを未然に防止するため、妊娠か

ら出産、子育てに至る切れ目ない包括的なケア体制を充実します。 

○ 子どもの最善の利益が実現できるよう児童養護施設の専門機能を充実する取組を支援

するとともに里親制度の普及など家庭での養育が困難な児童を社会で養護する体制の充

実を図ります。 
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○ 京都府ヤングケアラー総合支援センターと連携し、ヤングケアラーの認知度向上のため、

当事者や社会全体への周知・広報に努めます。 

○ 青少年のインターネット利用による性犯罪・児童ポルノ被害等の未然防止に向け、青少

年関係団体等と連携して青少年が自らを守る意識を醸成するとともに、保護者等に向け

た啓発活動を強化します。 

○ 若年者の消費者被害を未然に防止するため、成年年齢引下げに係る啓発活動を実施する

とともに、各市と連携した中学校、高校、高等教育機関等における消費者教育や、大学生

等への消費者トラブルに関する情報提供を実施します。 

○ 医療的ケアを必要とする子どもとその家族の生活を支援するため、京都府医療的ケア児

等支援センターと緊密に連携し、医療・保健・福祉・教育等関係機関が連携して、相談か

ら必要な支援までワンストップで対応できるよう、地域支援体制の整備を進めます。 

○ 集団生活に溶け込めず発達に課題のある子等を、保護者と幼稚園・保育関係者両面から

早期に発見することにより、発達障害児の早期療育につなげ、「発達障害児支援拠点」に

おいて医療・福祉・相談をパッケージで提供するとともに、研修会や就学後の検討会の実

施等による発達障害に関する理解を深めるための取組を推進し、子どもの心とからだの

健康を支援します。 

○ 学校のＩＣＴ環境を整備し、ＩＣＴを活用した学習活動を充実させることにより、新し

い学びの基盤としての情報活用能力の育成を図るとともに、オンラインによる双方向授

業やコミュニケーション体制を整備し、非常時においても、学びとつながりを保障しま

す。 

○ ＩＣＴを活用した学力テストのデータ分析などにより、「主体的で深い学び」や「一人一

人の能力に応じた学び」を実現します。 

○ 体験活動や地域活動等を通じて、人を思いやり、尊重する心を育み、豊かな人間性を育

成します。 

○ 子どもたちが地域行事の伝承や体験活動等に関わることにより、ふるさとに誇りと愛情

を持つ次代の地域づくりの担い手を育成します。 

 

■医療・介護・福祉の充実と健康づくりを推進します。 

○「京都版ＣＤＣ（疾病予防管理センター）」の設置に合わせて、感染症への総合的な対応

力を強化するとともに、感染症患者を受け入れるために必要な人材育成、関係団体や医

療機関が行う研修等の取組を支援します。 

○ 保健所単位で設置する地域医療構想会議で、感染症の流行など新たな地域課題を明確化

し、地域の実情を踏まえた必要な病床機能の確保を進めます。 

○ 介護福祉施設や児童福祉施設等において、高齢者や子どもが安心してサービスを利用で

きるよう、施設職員等への感染症研修の実施などによる感染症対策の取組を支援します。 
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○ 新型コロナウイルス感染症をはじめ感染症等に対する正確な知識の普及や、感染者等へ

の偏見・差別等の防止に努めます。（再掲） 

○ 地域の医師会をはじめ介護・福祉の関係団体等とのネットワークを強化し、誰もが安心

して医療や福祉福祉のサービスが受けられる体制づくりを進めます。 

○ 高齢者が安心して地域で暮らし続けていけるよう、認知症、リハビリ、看取り対策等を

進めるため、医療・介護・福祉等の多職種の連携による地域包括ケア体制を充実強化しま

す。 

○ 在宅での療養から入退院・看取りまで切れ目のない医療介護サービスを提供するため、

医療ソーシャルワーカーやケアマネジャー等の専門職が連携し、情報連携やルール等の

共有などにより、在宅療養を支援する体制づくりを進めます。 

○ 保健所の地域包括ケア推進ネットや共助型生活支援推進隊などが中心となり、地域ケア

会議等を通じた地域包括支援センターへの支援や、高齢者が自立した日常生活を送れる

地域づくりなど、各市における地域包括ケアシステムの構築等を支援します。 

○ 金融機関、スーパー・コンビニ等、高齢者や認知症の人に身近なサービスを提供する企

業等による「認知症にやさしい異業種連携共同宣言」の実践や、異業種連携による認知症

にやさしいモノやサービスの創出を支援し、「認知症にやさしいまちづくり」の地域展開

を進めます。 

○ 人生１００年時代を迎える中で、誰もが元気に生き生きと暮らし社会で活躍できるよう、

健康関連データの分析結果を活用し、市町村、関係機関等と連携して、中高年齢者層の運

動習慣や食生活の改善等により生活習慣病予防や介護予防を進め、健康寿命の延伸を図

ります。 

○ 一人暮らしの高齢者が増加する中、企業ボランティアによる暮らしを見守るセーフティ

ネットの活動や、ＩＣＴ技術活用の実践を行い、高齢者向けの日々の生活の見守り、買物

等の支援を進めます。 

○ 高齢者等の消費者被害を未然に防ぐため、官民一体となって地域の見守りを強化します。 

○ 府北部地域において、介護福祉人材養成校、実習センター等からなる福祉人材養成シス

テムを活用し、定年退職者や子育てを終えた層なども含め、多様な介護福祉人材の確保・

育成・定着を一体的に進めます。 

○ 北部リハビリテーション支援センターを中心に、障害者・高齢者等が安定した地域生活

が送れるよう包括的なリハビリテーション提供体制の更なる充実を図ります。 

○ 障害のある人が豊かで自分らしい暮らしができるように、関係機関で構成する中丹圏域

自立支援協議会での検討を通じて地域課題の解決を図るとともに、支援者への研修等に

より、その自立と社会参加の促進を支援します。また、障害のある人への不利益取扱の禁

止や合理的配慮についての適切な理解の普及を図ります。 

○ 「農福連携」について、農業者と福祉事業所との情報共有や相互理解を進め、双方のマ

ッチングによる就労関係を構築するとともに、農福連携製品の開発・販路開拓等を支援
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します。（再掲） 

○ 脱ひきこもり支援センターの早期支援特別班を管内に配置し、学校等と連携した支援体

制を構築することで、不登校をきっかけとするひきこもりの未然防止や長期化を予防す

るための取組を進めます。 

○ ひきこもりの方に対する身近な相談支援体制を構築し、オンラインによる居場所や民間

支援団体による地域の居場所を提供するとともに、チーム絆を中心に市町村・民間支援

団体などの関係機関との地域支援ネットワークづくりを進め、ひきこもり問題を相談で

きずにいる家族や本人の相談意欲・行動意欲を喚起します。 

 

■管内の企業や各市と連携して、地域の活性化・脱炭素化を図ります。 

○ 環境配慮活動を支援するプラットフォーム「中丹環境ネットワーク」を活用し、メール

マガジンによる省エネ促進や再エネ導入、廃棄物の減量化・リサイクル、プラスチックご

み削減、地球温暖化への適応等に関する情報を発信するなど、地域での環境に共生した取

組を支援します。 

○ 管内各市をはじめ、京都府地球温暖化防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進

員、大学など、多様な主体と連携して、地球温暖化防止等の様々な取組を積極的に発信す

るとともに、次代を担う環境人材の育成に向けた取組を進めます。 

○ 各市の海岸漂着物の回収や処理対策等を支援するとともに、学校や関係団体と連携して、

由良川流域で一体となった海岸漂着物の発生抑制に向けた取組を進めます。 

 

ウ 地域産業の振興と雇用の促進、人材育成 

 

■地域の中小企業の育成、働く場の創出、人材の確保を進めます。 

○ 北部産業創造センターを核として、技術支援をはじめ、イノベーション事例の紹介や

様々な業種の人材が交流できる場づくりを行い、企業間の連携や企業と高等教育機関と

の共同研究等を通じた新産業の創出、販路開拓やビジネスマッチングに取り組みます。 

○ 福知山公立大学などの高等教育機関や支援機関、ＡＩベンチャー等の事業者と連携し、

ＡＩ・ＩｏＴなどのデジタル技術を活用できる人材を育成し、中小企業・小規模事業者の

ＤＸ推進を支援します。 

○ 北部産業創造センターや福知山高等技術専門校、近畿職業能力開発大学校附属京都職業

能力開発短期大学校などと連携して地域の技術力を高めるとともに、地域の高等教育機

関と連携して小中学生等を対象とした将来のＩＣＴ人材やものづくり人材の育成の取組

を支援します。 

○ 長田野工業団地、長田野工業団地アネックス京都三和、綾部工業団地等におけるものづ

くり産業の集積や、京都舞鶴港・高速道路網等の社会基盤を生かした物流関連企業など
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の立地を促進するため、企業立地促進条例の特定産業集積促進制度の活用や、ディベロ

ッパー（開発業者）と地域とのマッチングやコーディネートなどを通じて、新たな産業用

地の確保と誘致企業の開拓を進めます。併せて、関係機関との連絡調整を通じて、立地に

係る法規制、人材確保や住宅等諸問題の解決に向けた取組を支援します。 

○ 京都市内や関西文化学術研究都市における先進的な技術開発の成果等を中丹地域の産

業振興に活用するため、「京都経済センター」に集約された支援機関のネットワークを生

かし、イノベーションに繋がる環境づくりを進めます。 

○ 「京都・商店街創生センター」と連携し、商店街の空き店舗を活用したコミュニティス

ペースの設置や子育て支援活動など、元気な商店街づくりを支援します。 

○ コワーキング（共有スペース）施設の活用により、新規創業、事業者間連携による創発

機会の拡大やテレワーク推進等を支援します。 

○ 「中小企業応援隊」や地域の高等教育機関と連携し、事業継承、スモールビジネスの振

興や学生等の起業・就職の支援等を通じて地域経済の担い手を確保・育成します。 

○ 若者の地元就職を図るため、地域の中小企業の職場の魅力アップや若者への効果的なＰ

Ｒ、高校生の企業見学会など企業の人材確保の取組を支援します。（再掲） 

○ 一人ひとりがその意思や能力等の個々の事情に応じた、時間や場所にとらわれない柔軟

な働き方を選択できるよう、就労環境改善や業務改善など誰もが働きやすい職場環境づ

くりを支援します。（再掲） 

○ 黒谷和紙や丹後和紙、丹波漆などの伝統産業に係る職人技術や素材を生かし、他産業と

の交流・連携による商品開発などの取組を支援します。 

○ ＤＸをはじめとする生産性向上の取組などを通じた働き方改革やインターンシップ、Ｉ

ＣＴ活用現場見学会の実施などによる建設産業の魅力発信を進め、担い手確保につなげ

ます。 

○ 人生１００年時代において、あらゆる世代が生涯現役で活躍できるよう、福知山公立大

学の知見を活用したシニアワークカレッジの取組や、京都府生涯現役クリエイティブセ

ンターの取組とも連携し、幅広い世代を対象としたリカレント教育の機会を提供します。 

○ シルバー人材センターの運営支援などを通じて、高齢者が持つ技術・経験の積極的な活

用及び次世代への承継のための取組を支援します。 

 

■マーケットニーズに対応した「儲(もう)かる農林水産業」を推進します。 

○ 万願寺甘とう、紫ずきん、丹波くり、丹後とり貝等の京のブランド産品をはじめ、茶、

京式部、酒米、小豆、小麦、イチゴ等の消費者ニーズを見据えた品目の生産拡大や、舞鶴

かに、岩がきなど特色のある水産物の振興を図ります。 

○ 特に中丹地域の特産物である万願寺甘とうについては、養成講座「万とうゼミ」の拡充

により生産技術の向上や新規就農者の支援に取り組むとともに、スマート農業の普及を



- 105 - 
 

進め、更なる生産拡大と品質の向上を図ります。 

○ ６次産業化や農商工連携により加工品の開発や、販路開拓に取り組みます。 

○ 農林水産技術センター及び食関連企業や研究機関と連携し、新技術研究や機能性食品開

発を進め、農産物の付加価値向上と販売戦略の支援を行います。 

○ ＡＩ・ＩｏＴ等スマート農業の導入による省力化、効率化や食品事業者と連携した契約

栽培の導入等により、農業法人や企業的経営体等（畜産経営含む）の経営力の強化に取

り組みます。 

○ 若者をはじめ新規就業希望者等が夢を持って就農等できるよう、実践農場の設置や農業

大学校、林業大学校、畜産人材育成研修（畜産センタ－）、「海の民学舎」修了生等の受

入れを通じて、地域とともに技術・経営の支援を進めます。 

○ 地域において、農地利用などの将来計画を定めた「京力農場プラン」の作成・見直しを

進めるとともに、集落の枠を超えた規模拡大や低コスト・高収益な営農体制構築などに

より経営基盤の強化を図る取組を支援します。 

○ 持続的に発展する農業の生産基盤を支えるため、農地の大区画化や担い手への農地集積

を図るほ場整備を推進するとともに、ため池・水路など土地改良施設の改修・管理強化

を進めます。 

○ 環境に優しい農業を推進するため、減化学肥料・農薬、脱プラスチック化や、かき殻な

どの活用、耕畜連携などＳＤＧｓの取組を支援します。 

○ 地域全体で家畜伝染病への防疫対策を強化するとともに、飼料用稲や飼料用米等の自給

飼料を活用した安心・安全な畜産物の生産拡大を進めます。 

○ 豪雨、大雪等の自然災害の効果的な被害防止のための技術指導を行うとともに、被害を

受けた際の負担を軽減するため農業共済制度や収入保険などセーフティネットへの加入

を進めます。 

○ 狩猟免許の取得促進による新たな捕獲の担い手育成、ＡＩ・ＩｏＴ等新技術の利活用に

よる捕獲や追払い、侵入防止柵の整備・修繕等を通じて、被害減少が実感できる野生鳥

獣害対策を進めます。 

○ 野生鳥獣（ツキノワグマ）による地域住民への人身被害を防ぐため、痕跡や聞き取りの

調査を行い、侵入防止柵や捕獲檻の設置等の対策を行います。 

○ 野生鳥獣（ニホンザル）による地域住民への威嚇や家屋侵入等の被害を防ぐため、群れ

の行動パターンを調査し、追払いや捕獲等の対策を行います。 

○ 森林経営管理制度に基づく市町村による森林の経営管理の集積・集約化を推進するた

め、管内３市への技術的な支援や、意欲と能力のある担い手の育成を図るとともに、自

ら伐採等の施業を行う「自伐林家」の取組を支援します。 

○ 木質バイオマス発電施設への未利用材の活用、「京都府府内産木材の利用等の促進に関

する条例」に基づく建築物の木造・木質化の推進など木材の利用促進を図るとともに、
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ＩＣＴを活用した森林測量機器や高性能林業機械の導入、主伐から再造林までの一貫し

た作業システムの普及など伐採・搬出コストの低減に取り組み、木材供給量の増加を図

ります。 

○ 林業事業体による持続的な木材生産をめざした森林経営計画の策定支援、無垢材から合

板・燃料まで用途に応じて地元産材を無駄なく効率的に利用する「カスケード利用」の

推進等を通じて森林経営の向上を図ります。 

○ ＩＣＴを活用した需給情報をもとに、林業事業体、製材所、加工流通業者、工務店など 

の関係者による新たなサプライチェーンを構築し、建築資材等への安定した地元産材の

供給を図ります。 

 

■地域を支える担い手の育成を進めます。 

○ 子どもたちが地域行事の伝承や体験活動等に関わることにより、ふるさとに誇りと愛情

を持つ次代の地域づくりの担い手を育成します。（再掲） 

○ 福知山公立大学、京都工芸繊維大学、舞鶴工業高等専門学校など地域の高等教育機関や

京都府立大学まいづる赤れんがオフィスと連携し、地域の担い手となる学生と地域の企

業との交流の場を設定するとともに、学生の視点を活用して地域企業の魅力を紹介・情

報発信し、地域企業の人材確保につなげます。（再掲） 

○ 北部５市２町協議会における、福知山公立大学を核とした産学公連携コンソーシアムの

構築による、地域課題解決に資する人材育成に向けた取組を支援します。（再掲） 

○ 府北部地域において、介護福祉人材養成校、実習センター等からなる福祉人材養成シス

テムを活用し、定年退職者や子育てを終えた層なども含め、多様な介護福祉人材の確保・

育成・定着を一体的に進めます。（再掲） 

○ 管内各市をはじめ、京都府地球温暖化防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進

員、大学など、多様な主体と連携して、地球温暖化防止等の様々な取組を積極的に発信

するとともに、次代を担う環境人材の育成に向けた取組を進めます。（再掲） 

○ 福知山公立大学などの高等教育機関や支援機関、ＡＩベンチャー等の事業者と連携し、

ＡＩ・ＩｏＴなどのデジタル技術を活用できる人材を育成し、中小企業・小規模事業者

のＤＸ推進を支援します。（再掲） 

○ 北部産業創造センターや福知山高等技術専門校、近畿職業能力開発大学校附属京都職業

能力開発短期大学校などと連携して地域の技術力を高めるとともに、地域の高等教育機

関と連携して小中学生等を対象とした将来のＩＣＴ人材やものづくり人材の育成の取組

を支援します。（再掲） 

○ 「中小企業応援隊」や地域の高等教育機関と連携し、事業継承、スモールビジネスの振

興や学生等の起業・就職の支援等を通じて地域経済の担い手を確保・育成します。（再掲） 

○ ＤＸをはじめとする生産性向上の取組などを通じた働き方改革やインターンシップ、Ｉ

ＣＴ活用現場見学会の実施などによる建設産業の魅力発信を進め、担い手確保につなげ
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ます。（再掲） 

○ 若者をはじめ新規就業希望者等が夢を持って就農等できるよう、実践農場の設置や農業

大学校、林業大学校、畜産人材育成研修（畜産センタ－）、「海の民学舎」修了生等の受入

れを通じて、地域とともに技術・経営の支援を進めます。（再掲） 

○ 森林経営管理制度に基づく市町村による森林の経営管理の集積・集約化を推進するため、

管内３市への技術的な支援や、意欲と能力のある担い手の育成を図るとともに、自ら伐

採等の施業を行う「自伐林家」の取組を支援します。（再掲） 

○ 定年帰農者、移住者や兼業農家等の農業従事や農業を通じた生きがいづくりなどを支援

し、集落機能の維持につなげます。（再掲） 
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（２）絆と交流の地域づくり 
 

＜現状分析・課題＞ 

▼ 前記（１）により移住・定住を促進するに当たっては、地域のことを知り、訪れ、更に深く知

っていただけるような取組も重要となります。そのために次のような現状や地域特性等を踏ま

え、自然、文化、地域の食などの地域資源を生かした交流の拡大と関係人口の創出を進めてい

く必要があります。 

 

・観光入込客数及び観光消費額は増加傾向にありましたが、新型コロナウィルス感染症の世界

的な感染拡大の影響を受けています。 

観光入込客数 平成２６（２０１４）年  ３７１万人 

         令和 元（２０１９）年  ４１９万人 

令和 ３（２０２１）年  １９２万人 

観光消費額  平成２６（２０１４）年  ５，８８０百万円 

         令和 元（２０１９）年  ７，４３４百万円 

令和 ３（２０２１）年  ４，０９６百万円 

 

・一方で、コロナ禍における生活様式の変化に対応して、密を回避しやすい屋外でのレジャー、

個人・家族など少人数でマイカーを利用した旅行が好まれるなど、観光スタイルにも変化の

傾向が表れており、今後は、新たな観光の価値やサービスの創出、地域と連携した観光資源

の磨き上げの取組を進めていく必要があります。 

 

・地域への継続的な関心と交流を通じて、様々な形で地域を応援していただける方を増やし、

関係人口の創出につなげる農観連携の取組の中では、地域特性を生かした体験を宿泊者に提

供できる農家民宿は年々増加して４４軒を数え、教育体験旅行等の受入れも進んでいます。 

 

▼ 地域や国境を越えたヒト・モノ・情報等の交流が活性化する中で、交流等を支える基盤の整

備と更なる利活用の推進、地域への効果波及を図る必要があります。 

 

・京都舞鶴港では、新型コロナウイルス感染症の影響により、コンテナ取扱量やクルーズ船寄

港回数について、新型コロナウィルス感染症の世界的な感染拡大の影響を受けています。 

コンテナ取扱量（空コンテナ含む） 平成２６（２０１４）年 １１，９８５ＴＥＵ 

令和 元（２０１９）年 １９，８１２ＴＥＵ 

令和 ３（２０２１）年 １８，０６３ＴＥＵ 

クルーズ船寄港回数        平成２６（２０１４）年 １５回 

令和 元（２０１９）年 ３４回 

令和 ３（２０２１）年  ４回 
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・ポートセールスの強化等により需要の回復に向けた取組が進められていますが、今後も、西

港は大型クルーズに対応したクルーズターミナルや対岸諸国を結びコンテナや木材等を取

り扱う国際貿易港、東港は近畿圏と北海道を結ぶ長距離フェリーを中心とする国内貿易港と

して、その機能やアクセス性を向上させる港湾整備を進めていきます。 

 

・鉄道網に加え、舞鶴若狭自動車道、京都縦貫自動車道の開通・延伸や４車線化が進み、アク

セスと利便性の向上が図られてきています。 

 

 

 

ア 自然や地域文化等の地域資源を生かした交流の拡大と関係人口の創出 

 

■中丹地域の魅力を広域的に発信し、国内外からの誘客を促進します。 

○ 大河ドラマや食の京都などの取組を通じて構築したメディアネットワークを活用し、中

丹地域の特色ある食や観光コンテンツの情報を広域的に発信します。 

○ クルーズ船の京都舞鶴港への寄港に当たって、ＤＭＯ等との連携による船社への現地ツ

アープランの提案や、市や関係機関等との連携による港周辺部のまちなか滞在プログラ

ムの創出・提供等を通じて、クルーズ客等の地域への回遊・観光消費拡大を促進します。 

○ ＤＭＯによる旅行商品造成への参画やプロモーションなどの魅力発信により、全国から

の観光客を中丹エリアへ呼び込みます。 

○ 丹波くり等の農林産物や歴史・伝統文化等の丹波ブランドを生かし、大丹波連携推進協

議会やＤＭＯ及び関係市町と連携して食の魅力を発信するとともに、広域的な誘客促進

を図ります。 

○ 人流、口コミ、宿泊予約データ等の観光データの収集・分析により、観光ニーズにあっ

たプロモーション等を行うことで、効果的な誘客を展開します。 

○ 新型コロナウィルス感染症収束後のインバウンド回復を見据え、インバウンド向けコン

テンツの磨き上げや受入環境整備、情報発信を支援します。 

○ 「２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西万博）」「ワールドマスターズゲームズ関西」

などの国際的なイベントを契機として、中丹地域への誘客促進を図るとともに、来訪者

が地域内に滞在・周遊できる施策を展開します。 

○ 管内３市や企業、学校等と連携し、令和３年２月に開設したまとめサイト「ＣＯ－ＫＹ

ＯＴＯ」（こ きょうと）や各種メディアを通じて、中丹地域の子育て、働き方、移住、

観光・イベント、季節の特産品等の地域情報を管内３市で生まれ育った出身者をはじめ、

進学や、転勤、長期出張等ゆかりの方々に対して発信します。(再掲) 
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■由良川や大江山等における観光・スポーツ交流を推進します。 

○ 京都府中北部のトレイルコース（森林や原野・里山などにある遊歩道）やサイクリング

コースを一体的に魅せるプロモーションや、大江山連峰トレイルにおけるモデルツアー

の実施等「京都縦貫トレイル」の推進により、地域への誘客促進を図ります。 

○ 「２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会」で高まったスポーツへの関

心や健康志向、アウトドア志向の高まりを捉え、トレッキングやカヌーなど由良川や大

江山に親しむアクティビティの充実を図るとともに、幅広い年齢層が気軽に楽しむこと

ができる電動アシスト自転車（ｅ－ｂｉｋｅ）を活用した体験コンテンツの造成に取り

組みます。 

○ ＤＭＯ等と連携し、地域資源を生かした魅力的な滞在プログラムの構築等により観光客

の滞在時間の延長を図るとともに、地域特性を生かした農家民宿・ゲストハウスなど宿

泊施設の開業を支援します。 

○ ＤＭＯ等と連携し、電動アシスト自転車（ｅ－ｂｉｋｅ）やカーシェアリングなどを活

用した観光周遊を促進します。 

 

■地域の行事や文化活動等を生かした交流や、農泊や農業体験ツアーなど農観連携を

進め、地域のファンを拡大します。 

○ 文化庁移転を契機に、文化の保存・次代への継承から発展・新たな創造・発信・活用ま

でを推進し、地域の文化創造と継承を図ります。 

○ 「地域アートマネージャー」による地域の文化団体等との連携、支援や「アーティスト・

イン・レジデンス」活動、アーティスト作品の展示や府民参加方の音楽祭など文化を活用

した地域づくりや、人と人との交流の拡大を進めます。 

○ 文化団体等が主催する各種公演会・発表会等において、次世代への継承や発信力強化の

取組を支援します。 

○ 管内各地で実施される祭りや伝統芸能等の地域行催事をより多くの人に周知し、当日の

参加やボランティア等の担い手が確保できるよう、ＤＭＯと連携し、情報発信等に関す

る支援を行います。 

○ 農家民宿魅力向上の取組の中で創設した「農家民宿村」において、新たな体験コンテン

ツの開発等により、インバウンド需要の回復も踏まえたサービス・経営等のグレードア

ップや情報発信を支援します。 

○ 交流等を通じて地域のファンを拡大し、地域外住民による「地域応援団」の形成を図り

ます。 

○ 農業体験や山遊び体験、地引き網体験、クラフト体験（和紙、漆工芸等）など、農山漁

村の資源を利活用する交流体験プログラムをパッケージ化し、誘客促進を図ります。 

○ 「京都モデルフォレスト運動」のボランティア活動を森に親しむ体験の機会としてＰＲ
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し、賛同する企業やボランティア団体、地域住民など多様な主体の参加交流を促します。 

 

イ 地域の食など特産品の魅力向上を通じた交流の拡大と関係人口の創出 

 

■消費者視点や健康志向、地産地消等に着目し、地域の食など特産品の開発・発掘を

進めます。 

○ 消費動向をリードする女性などの視点に立ち、「中丹女性伝道師」による指導・助言の下

で新商品の開発や既存商品のブラッシュアップし、「京都中丹いちおし商品」としてフェ

ア等で広域的に発信するとともに、販売者、消費者が一堂に会した販売交流会を開催し、

販売促進、ＰＲを図ります。 

○ 地域の食の魅力や認知度向上に取り組むとともに、ＤＭＯと連携し、野菜収穫や地元産

の小麦粉を使ったパンづくり体験など、食に関係するコト消費を促進するための体験プ

ログラムの創出を図ります。 

○ 万願寺甘とうのＧＩ（地理的表示）保護制度を活用し、首都圏等へ魅力を発信します。 

○ 野生鳥獣を地域資源として有効活用し、品質管理を徹底する「京都中丹認証ジビエ」を

推進し、令和３年度開始の「京都ジビエ」との連携により、知名度の向上、販売の促進を

図ります。また、ＤＭＯ等関係機関と連携しジビエフェアを行い、地域内外への更なる普

及を進めます。 

○ 食の京都ＴＡＢＬＥ、農産物直売所及び道の駅の情報発信、スタンプラリーによるＰＲ、

イベント等への出展支援等を通じて、農林水産物の販売拡大を図ります。 

○ 地元産食材の利用を拡大するため、農業者と商工業者が連携した加工品開発・流通販売

の促進を図るとともに、飲食店や学校給食における地産地消・旬産旬消や食品ロス削減

の取組などの食育を進めます。 

 

ウ 京都舞鶴港海外航路等の活用による人流・物流の拡大 

 

■港から地域への周遊強化など港湾施設の効果を波及させます。 

○ クルーズ船の京都舞鶴港への寄港に当たって、ＤＭＯ等との連携による船社への現地ツ

アープランの提案や、市や関係機関等との連携による港周辺部のまちなか滞在プログラ

ムの創出・提供等を通じて、クルーズ客等の地域への回遊・観光消費拡大を促進します。

（再掲） 

○ 長田野工業団地、長田野工業団地アネックス京都三和、綾部工業団地等におけるものづ

くり産業の集積や、京都舞鶴港・高速道路網等の社会基盤を生かした物流関連企業など

の立地を促進するため、企業立地促進条例の特定産業集積促進制度の活用や、ディベロ

ッパー（開発業者）と地域とのマッチングやコーディネートなどを通じて、新たな産業用
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地の確保と誘致企業の開拓を進めます。併せて、関係機関との連絡調整を通じて、立地に

係る法規制、人材確保や住宅等諸問題の解決に向けた取組を支援します。（再掲） 

 

■国内外で展開する人流・物流に対応するため、港湾施設の機能強化を図ります。 

○ 取扱貨物量の増加や航路の拡充を見据えた舞鶴国際ふ頭における第２バースの整備促

進とⅡ期整備を推進するとともに、大型クルーズ船の寄港に対応できる第２ふ頭の岸壁

整備等を進めます。 

○ 京都舞鶴港から高速道路へのアクセス機能強化のため、国道２７号（西舞鶴道路）、臨港

道路上安久線等の道路整備を促進します。 

○ 前島ふ頭のフェリーターミナルの再整備を進めるなど、物流・人流の強化に向けた取組

を進めます。 

 

■京都舞鶴港のエコ・エネルギーポート化を推進します。 

○ 京都府北部でのガスパイプラインの整備をはじめ、京都舞鶴港におけるＬＮＧ基地整備

や水素の利活用、日本海沖でのメタンハイドレートの開発など、国土強靭化・リダンダン

シーにも資する日本海側におけるエネルギー拠点の整備を促進します。 

○ 京都舞鶴港に、災害時にも利用可能な太陽光などの再生可能エネルギー設備の導入を促

進します。 

 

エ 人流・物流等を支える交通ネットワークの整備 

 

■人流・物流や地域の生活を支える道路の整備を推進します。 

○ 京阪神等との交流を支える京都縦貫自動車道、舞鶴若狭自動車道の暫定２車線区間の４

車線化整備を促進します。 

○ 京都縦貫自動車道の宮津天橋立ＩＣから丹波ＩＣ間の西日本高速道路株式会社への移

管を踏まえ、全国的な高速道路網と一体となった利用促進等を図ります。 

○ 京都舞鶴港や京都縦貫自動車道と舞鶴若狭自動車道が結節する北部エリアの物流拠点

整備を促進します。 

○ 地域内を結ぶ高速道路網の活用に加えて、福知山市・舞鶴市等の市街地間や綾部市の市

街地外縁をつなぐ道路整備により、安全な交流活動を促進し、良好な市街地形成を図り

ます。（福知山綾部線（福知山市～綾部市）、小倉西舞鶴線白鳥トンネル（舞鶴市）、安場

田野線、三俣綾部線等（綾部市）ほか） 

○ 府県間の道路整備を通じて、より広域なエリアでの交流・連携を促進します。（国道４２

９号榎バイパス（兵庫県丹波市青垣町～福知山市談）、小浜綾部線（綾部市五津合町）） 

○ 移動手段の多様化による自転車利用の増加に対応するため、誘導ラインの設置や舗装の
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補修など、自転車の走行環境の整備を進めます。（福知山綾部線、綾部インター線、小浜

綾部線、舞鶴和知線、余部下舞鶴港線、国道１７５号、舞鶴福知山線） 

 

■利便性向上等により公共交通の活用を促進します。 

○ 北部５市２町協議会と連携し、地域住民や観光客の移動手段の確保・充実を図るため、

ＪＲ山陰本線の全線複線化に向け取り組むとともに、ＩＣカードの導入等による利用促

進、ＪＲ福知山線・舞鶴線・小浜線、京都丹後鉄道宮福線・宮舞線への誘客促進を図りま

す。 

○ 路線バスやコミュニティバスなど生活交通の維持や、ＭａａＳ（Ｍｏｂｉｌｉｔｙ＿

ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ、出発地から目的地まで、利用者にとっての最適経路を提示

するとともに、複数の交通手段やその他のサービスを含め、一括して提供するサービ

ス）等の整備による地域内の移動・交通手段の確保を支援します。 
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（３）安心・安全に暮らせる地域づくり 

 

＜現状分析・課題＞ 

▼ 安心・安全な暮らしを支える社会基盤の整備を今後とも進める必要があります。 

 

・中丹地域はこれまで数多くの豪雨災害に見舞われており、さらに近年、毎年のように全国

各地でこれまで経験したことのないような豪雨により、深刻な災害が発生していることか

ら、中長期視点に立って治水対策を進めています。（平成１６（２００４）年以降、５回の

災害救助法適用） 

 

・府内で２度目の大雨特別警報が発表され記録的な大雨となった平成３０年７月豪雨では、管

内各地で大規模な土砂災害が発生して死者が出たり、土砂ダムが発生したり、土石流発生箇

所では避難生活を余儀なくされる人が出たりする事態となっています。 

 

・由良川の築堤が進捗し、大雨に対して効果を発揮する一方で、内水被害の発生のほか、荒廃

した森林で山腹崩壊や風倒木が発生する場合があり、橋りょう部で流木が河道をせき止める

ことによる河川の氾濫など新たに対策が必要な課題が発生しています。 

 

・橋りょうなど老朽化施設の長寿命化対策を進めていますが、今後も老朽化施設の更なる増加

が見込まれています。 

 

▼ ハード面の整備に加えてソフト施策を効果的に組み合わせた防災・減災対策の推進が今後と

も必要です。 

 

・平成３０年７月豪雨をはじめ最近の豪雨災害では、避難に関する住民一人ひとりの意識の向

上や地域ぐるみでの防災・減災対策が課題として浮き彫りになってきたところであり、ハー

ド面の整備に加えてソフト施策（情報伝達体制の工夫、警戒体制づくり、地域での危険箇所

の情報共有や早期の避難等）を効果的に組み合わせていく取組を進めています。 

 

▼ 新興感染症などの発生に対応できる保健・医療・介護体制を平時から備えておけるシステム、

ネットワークづくりや、特に高齢者や子どもたちが住み慣れた地域社会の中で、安心して暮

らし続けることができる環境づくりが必要です。 

 

▼ 万一の原子力災害への備えが今後とも必要です。 

 

・中丹地域は高浜原子力発電所及び大飯原子力発電所から３０ｋｍ圏内のエリアに位置して

おり、福井県境では高浜原子力発電所から５ｋｍ圏内で暮らす住民も存在します。こうした
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地理的状況の中で、原子力災害はあってはならないことですが、万一発生することを想定し

た備えも進めています。 

 

 

 

ア 災害に強い社会基盤整備 

 

■流域全体で水害を軽減させる「流域治水」を計画的に推進します。 

○ あらゆる関係者が協働して取り組む「流域治水プロジェクト」の充実を目指すとともに、

「ふせぐ・そなえる・ためる」取組みを通じて住民の防災意識を高め、地域の防災力強化

につなげます。 

○ 森林整備による水源涵(かん)養機能の向上、土砂・流木等の流出防止対策の促進や農地・

ため池・貯留施設の貯留機能の向上等を図る「総合的な治山・治水・流域対策」を進めま

す。 

○ 荒廃森林の整備に向けて、森林作業道を開設し、スギ・ヒノキ林の間伐の実施や広葉樹

との混交林化を進めます。 

○ 「ため池安心安全マップ」（ハザードマップ）を活用して、災害時の安全な避難を啓発す

るとともに、ため池の改修・廃止を計画的に進めます。 

○ 調節池や排水機場の運用などの内水対策に加えて、国や市と連携し市街地の河川改修を

更に進めます。（弘法川・法川） 

○ 市が取り組む内水対策事業（排水ポンプ場整備等）と連携し、市街地の総合的な浸水対

策を進めます。（高野川、志楽川） 

○ 河川の増水等による住宅地等の浸水を防ぐため、管内３市と連携し浸水対策を進めます。

（伊佐津川、米田川、志楽川、堀川、祖母谷川、与保呂川、河辺川、八田川、牧川、宮川） 

○ 由良川改修について、河川整備計画に基づく国管理区間の河道掘削、堤防整備、宅地嵩

上げ等の国直轄事業を促進します。 

○ 内水被害の軽減を図るため、国・府・市が連携して由良川の河道掘削や排水ポンプ場等

の施設整備による対策を進めます。（蓼原川） 

○ 国直轄事業の由良川緊急治水対策事業と連携した河川整備を進めます。（相長川、大谷

川、大砂利川） 

○ 避難所や住宅等を守るため危険木除去や簡易防災施設の設置、砂防・急傾斜地崩壊対策

事業や、京都府災害関連地域防災がけ崩れ対策事業（市町村事業）の支援等により、土砂

災害対策を進めます。（砂防事業、急傾斜事業、治山事業等） 

○ 護岸や離岸堤の整備、適切な維持管理等を通じて海岸の侵食対策を進めます。また、安

全な港湾利用や生物生息地の確保、景観への配慮、海浜の適正な利用を図るため、漂流・

漂着ごみ対策を推進します。 
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○ 各市の海岸漂着物の回収や処理対策等を支援するとともに、学校や関係団体と連携して、

由良川流域で一体となった海岸漂着物の発生抑制に向けた取組を進めます。（再掲） 

○ 大規模盛土造成地の安全性を把握する調査を進めるとともに、「宅地造成及び特定盛土

等規制法（盛土規制法）」等に基づき、関係機関が連携して危険な盛土等の規制を進めま

す。 

○ 廃棄物の不法投棄を撲滅するため、監視体制を強化し、早期発見・未然防止に努めると

ともに、悪質な不法投棄に対応するため関係機関との連携を強化します。 

○ 主要幹線道路や迂回路のない道路沿いにある危険木の伐採など、予防的な対策を強化し、

山地災害危険地区内の防災対策を推進します。 

 

■災害発生時等の交通ネットワーク確保や交通安全対策を進めます。 

○ 災害発生時の人員や物資等緊急輸送にかかる交通が確保されるよう、国直轄事業等の広

域幹線道路の整備促進を図ります。（舞鶴若狭自動車道４車線化（舞鶴西ＩＣ～福井県）、

国道９号（福知山道路、夜久野改良、辻地区他付加車線整備等）、国道２７号（西舞鶴道

路、青葉改良等）、臨港道路上安久線等） 

○ 国直轄事業の由良川河川改修と連携して道路整備を進めます。（国道１７５号（福知山

市下天津）、国道１７８号（舞鶴市丸田）、舞鶴福知山線（舞鶴市三日市）、舞鶴綾部福知

山線（福知山市川北～猪崎） 

○ 洪水時でも管内３市を結ぶ主要な幹線道路（国道２７号、国道１７５号、福知山綾部線）

のネットワークが確保できるよう、路面のかさ上げなど道路機能の強化等を図ります。

（国道１７５号、福知山綾部線） 

○ 車両等の通行の安全確保や集落の孤立化防止のため、道路法面の崩落防止等の対策を進

めます。 

○ 子どもや高齢者の交通事故防止のため、路肩の拡幅やポールを設置するとともに、地域、

保育所・幼稚園、学校、行政、警察等が連携し、安心して通行できる交通環境の整備を推

進します。 

○ 良好な景観の形成と安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上等のため、無電

柱化等を推進します。（福知山停車場線、福知山綾部線、小倉西舞鶴線、広野綾部線等） 

 

■施設老朽化等への備えを強化します。 

○ 「府民協働型インフラ保全事業」等を活用し、住民の日常生活における身近な気付きを

地域の安心・安全の向上やインフラ長寿命化等に反映させます。 

○ 国の「防災・減災・国土強靱化のための５か年加速化対策」等を活用し、メンテナンス

サイクルの確立や中長期的な視点に立ったコスト管理等により、道路・橋りょう、河川・

砂防・海岸施設、ため池、治山ダム、漁港等の老朽施設の整備を進めます。 



- 117 - 
 

○ 木造住宅耐震診断士の派遣や耐震改修費用の補助など住宅耐震診断・改修を支援します。 

 

イ 災害対応力の強化 

 

■災害情報を迅速に提供できる環境整備を進めます。 

○ 令和２年６月より危機管理型水位計や河川防災カメラの運用を開始したところであり、

引き続き、路面監視カメラの設置等を進め、河川の水位や雨量、道路の冠水状況等、災害

時の避難に必要な情報を迅速に提供します。 

 

■災害発生時の緊急対応体制を充実・強化します。 

○ 平常時から、地域防災訓練の実施や「災害医療連絡会」の開催等を通じて、自衛隊や防

災関係機関、地域災害拠点病院や二次救急医療機関をはじめとする地域の医療関係機関

との連携強化と資機材の整備拡充を図ります。 

○ 災害の警戒段階から市に災害対策現地情報連絡員を派遣するなど危機管理体制を速や

かに構築するとともに、大規模災害の発生時には、ＤＭＡＴなど保健医療福祉に係る専

門チームの受援体制を構築し、迅速な災害救助活動や超急性期から回復期に至る切れ目

のない医療・保健の確保を図ります。 

○ 災害時の公衆衛生の要である中丹西、中丹東保健所について、災害時の対応力を強化す

るとともに、市町村と連携し感染対策を講じた避難所運営のあり方についても検討を進

めます。 

○ 大規模水害等が発生した際の避難先の確保に向け、河川ブロック単位での被害想定を踏

まえ、北部５市２町協議会と連携して広域避難マニュアルを作成し、広域避難の仕組み

を構築します。 

○ 大規模広域災害時等において京都の活力を維持・向上させるため、京都ＢＣＰ行動指針

に基づき、管内関係市やライフライン事業者等の防災関係機関と連携して、管内工業団

地等における災害情報の収集や応急・復旧対策を支援する連携型ＢＣＰの取組を進めま

す。 

 

■地域ぐるみによる防災・減災対策の取組を支援します。 

○ 管内３市全ての自主防災組織における水害等避難行動タイムラインの作成の促進と「避

難時声掛け体制」の強化など、「自らの命は自ら守る」意識を醸成し、地域のつながりを

生かして早めの避難を促す「逃げ遅れゼロ・プロジェクト」を展開します。 

○ 福祉事業者や自主防災組織等と連携し、避難行動要支援者ごとの状況を踏まえた個別避

難計画の作成を促進するため、管内３市に助言を行うとともに、研修会の開催など管内

３市と関係機関・団体との連携強化を進めます。   
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○ 「中丹自然災害情報連絡ネットワーク」（情報管理システム）について、信頼度の高い災

害情報等を提供していただく府民を拡大するとともに、収集した災害情報を防災関係機

関と共有することにより、自然災害時の初動対応を強化します。   

 

ウ 安心して暮らせる環境整備 

 

■新興感染症などの発生に対応し、特に高齢者や子どもたちが安心して暮らし続ける

ことができる環境づくりを進めます。 

○ 「京都版ＣＤＣ（疾病予防管理センター）」の設置に合わせて、感染症への総合的な対応

力を強化するとともに、感染症患者を受け入れるために必要な人材育成、関係団体や医

療機関が行う研修等の取組を支援します。（再掲） 

○ 保健所単位で設置する地域医療構想会議で、感染症の流行など新たな地域課題を明確化

し、地域の実情を踏まえた必要な病床機能の確保を進めます。（再掲） 

○ 介護福祉施設や児童福祉施設等において、高齢者や子どもが安心してサービスを利用で

きるよう、施設職員等への感染症研修の実施などによる感染症対策の取組を支援します。

（再掲） 

○ 地域の医師会をはじめ介護・福祉の関係団体等とのネットワークを強化し、誰もが安心

して医療や福祉のサービスが受けられる体制づくりを進めます。（再掲） 

○ 一人暮らしの高齢者が増加する中、企業ボランティアによる暮らしを見守るセーフティ

ネットの活動や、ＩＣＴ技術活用の実践を行い、高齢者向けの日々の生活の見守り、買物

等の支援を進めます。（再掲） 

○ 高齢者等の消費者被害を未然に防ぐため、官民一体となって地域の見守りを強化します。

（再掲） 

○ 野生鳥獣（ツキノワグマ）による地域住民への人身被害を防ぐため、痕跡や聞き取りの

調査を行い、侵入防止柵や捕獲檻の設置等の対策を行います。（再掲） 

○ 野生鳥獣（ニホンザル）による地域住民への威嚇や家屋侵入等の被害を防ぐため、群れ

の行動パターンを調査し、追払いや捕獲等の対策を行います。（再掲） 

 

エ 万一に備えた原子力防災対策の充実 

 

■危機管理体制の充実強化を図ります。 

○ 原子力災害発生時における広域避難計画の実効性を高めるため、住民・関係機関等と連

携した訓練により中丹原子力災害警戒支部・対策支部活動計画等の検証を行うとともに、

緊急事態時に避難者の汚染検査・簡易除染、通過証発行等を行う避難退域時検査場所を

運営できる職員を育成します。 
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○ 原子力災害発生時の迅速な避難のため、高浜発電所及び大飯発電所から概ね３０ｋｍ圏

内の半島部や山間部など代替ルートのない路線において、車両の離合困難な区間の道路

整備を推進します。（舞鶴野原港高浜線、田井中田線、松尾吉坂線、綾部美山線、舞鶴和

知線、上杉和知線、老富舞鶴線、名田庄綾部線、綾部大江線） 

○ 原子力災害発生時の広域避難ルートを確保するため、舞鶴若狭自動車道の４車線化（舞

鶴西ＩＣ～福井県境）や国道２７号（西舞鶴道路、青葉改良）の整備を促進するととも

に、小倉西舞鶴線、小浜綾部線等の整備を推進します。 
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４ 広域連携プロジェクト（エリア版） 

 

京都府北部地域連携都市圏広域連携プロジェクト  

 

●京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会が、観光や産業、教育、医療、交通、環境等の

各分野で、水平型の連携により実施している先駆的な取組の深化と協働して、日本海側最

大級の都市圏の形成と地域の発展を目指します。 

●京都舞鶴港や高速道路網の基盤整備を進めるとともに、豊かな自然環境や産業集積地が共

存する強みを生かし、新たな産業拠点の形成や、他地域から人々を呼び込める職住一体型

の生活圏の構築を進めます。 

 

＜主要な方策＞ 

・京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会と連携した複合的な政策間連携の深化 

（セカンドステージ） 

・医療機関間の機能分担と連携強化による持続可能な医療提供体制の確保 

・関西経済圏の日本海側ゲートウェイ化（環日本海人流促進） 

・世界最高レベルのシルクと染めの技術を活用したテキスタイル産地の形成 

・脱炭素、資源の水平リサイクル等のサスティナブル産業の集積拠点の形成 

・福知山、綾部の産業団地をはじめ、北部のものづくり産業の産学公連携によるステップア

ップ 

・地域産業を支える北部物流拠点の形成 
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10 森の京都エリアの府域の観光消費額単価 円
2,345円

（2020年）

（２）絆と交流の地域づくり

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標

(2026年度)

6 管内の製造品出荷額等 億円
6,447

(2020年）
7,077

(2025年)

4 不本意非正規雇用者の割合 ％
10.9

（2017年）

回
27

(2021年度)
人権に関する啓発活動の取組回数

1 管内への移住者数（累計）

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標

(2026年度)

4,300円
（2026年）

3

％
64％

（2021年）
76％

（2026年）

9 森の京都エリアの観光客の満足度 ％
50％

（2021年）

8 海の京都エリアの府域の観光消費額単価 円
9,246円

（2020年）
12,500円

（2026年）

7 海の京都エリアの観光客の満足度

62％
（2026年）

中丹地域振興計画の数値目標

（１）若者が定着する持続可能な地域づくり

人
179

(2021年度)

2,035
(2022～2026年

度)

10.7

5 主な農林水産物の生産額 万円
91,366

(2021年度)
128,430

(2025年度)

2
「中丹子育て未来づくり１００人会議」の趣旨に賛同する
個人・団体・企業数（累計）

人・
団体

151
(2021年度)

250
(2025年度)

40
(2025年度)
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※

※

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

過去４年間の平均増加額１３０億円を目標として設
定

経済構造実態調査
（経済産業省）

中丹広域振興局に
よる実態把握

2021年：    6,557
2022年：    6,687
2023年：    6,817
2024年：    6,947

京都府観光入込客
調査（京都府）

京都府観光動向調
査（京都府）

2022年度：    －
2023年度：    53
2024年度：    56
2025年度：    59

京都府観光動向調
査（京都府）

毎年約５００円の増加、２０２６年度に４，３００
円を目標として設定

京都府観光入込客
調査（京都府）

2022年度：    －
2023年度： 2,800
2024年度： 3,300
2025年度： 3,800

ア、イ、
ウ

ア、イ、
ウ

2022年度：    －
2023年度:  9,800
2024年度: 10,300
2025年度: 10,800

ア、イ、
ウ

2022年度：　  －
2023年度：    67
2024年度：    70
2025年度：    73

ア、イ、
ウ

ウ

　地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年度（２０２
６年度）における数値目標を設定します。

他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の計画期間の満了等により
その計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換えるものとします。

就業構造基本調査
（総務省）（５年
ごとに調査）

啓発活動の取組回数を増やし、４年後に基準年度よ
りも１.５倍に増加させる

「関連方策」欄に記載している記号は、施策の基本方向に掲げる具体方策の記号を示しています。

子育てしやすい地域づくりに賛同し取組を推進する
個人・団体・企業の増加を目標として設定

基準値設定年における近畿１位（奈良県:１０．
７％）の水準をめざす

中丹広域振興局に
よる実態把握

出典

2022年度：     30
2023年度：     33
2024年度：     36
2025年度：     40

京都府政策企画部
による実態把握
（市町村等からの
聞き取り）

中丹広域振興局に
よる実態把握

府全体の目標値７，０００人の設定に合わせ、２０
２２年～２０２６年までの５年間で中丹地域の移住
者２，０００人超をめざす

2022年度：    175
2023年度：    200
2024年度：    225
2025年度：    250

毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に７
６％を目標として設定

毎年約３ポイントずつの上昇、２０２６年度に６
２％を目標として設定

毎年約５００円の増加、２０２６年度に１２，５０
０円を目標として設定

関連
方策

2022年度： 96,120
2023年度：104,420
2024年度：113,820
2025年度：128,430

ア、ウ

－ ア、ウ

イ

ア、イ

ア、ウ

参考年間目標

2022年度：    180
2023年度：    580
2024年度：    980
2025年度：  1,465

目標設定の考え方

ブランド産品や新たな品目の生産拡大等に取り組
み、１２億円超の生産額を目標とする
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18
避難退域時検査場所において汚染検査・簡易除染、通過証
発行等を行うことができる職員の育成数（累計）

人
124

(2021年度)
240

(2025年度)

17 タイムラインを策定した組織数（累計） 組織
204

(2021年度)
364

(2025年度)

16 防災士資格取得者の人数（累計） 人
244

(2022年6月末現
在)

360

9

（３）安心・安全に暮らせる地域づくり

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標

(2026年度)

11
地域住民、移住者、関係人口等でビジョンを共有してまち
づくりに取り組む地域数（累計）

地域 －
3

(2025年度)

12 クルーズ船寄港回数

指標名称 単位
基準値

(2022年度)
数値目標

(2026年度)

13 京都舞鶴港コンテナ取扱量（空コンテナ含む） TEU
18,063

(2021年)

洪水時の３市間道路ネットワーク確保に向けた整備等の完
成箇所数（累計）

箇所
4

(2021年度)

4
(2021年)

40
(2026年)

15 土砂災害に対する要対策箇所の整備済数（累計） 箇所
308

(2021年度)
316

25,000
(2026年)

14

回
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2022年度：    150
2023年度：    180
2024年度：    210
2025年度：    240

エ

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

2022年度　　 －
2023年度：    1
2024年度：    2
2025年度：    3

ア

過去最高の寄港回数（３９回）を上回ることを目標
に設定

京都府港湾局によ
る実態把握

2022年：      5
2023年：     15
2024年：     25
2025年：     35

ア、ウ

「京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関
する条例」に基づく移住者受入・活躍応援計画を策
定する地域を５年間で管内３市各１地域の認定をめ
ざす

京都府政策企画部
による実態把握

コンテナターミナルの限界取扱能力である、２５，
０００ＴＥＵまで増加させることを目標に設定

京都府港湾局によ
る実態把握

2022年： 20,000
2023年： 22,000
2024年： 23,000
2025年： 25,000

ウ

目標設定の考え方 出典 参考年間目標
関連
方策

2022年度：      5
2023年度：      5
2024年度：      5
2025年度：      5

ア

過去の整備実績を踏まえ３１６箇所まで整備を進め
ることを目標に設定

京都府建設交通部
による実態把握

2022年度：    309
2023年度：    312
2024年度：    312
2025年度：    313

ア

洪水時でも管内３市を結ぶ主要な幹線道路のネット
ワークが確保できるよう、対応が必要な１２箇所の
うち９箇所を完成させるとともに、３箇所について
は早期着手に向けて、地元調整等に努める。

中丹広域振興局に
よる実態把握

2023年度：    270
2024年度：    300
2025年度：    330
2026年度：    360

イ

自主防災組織のタイムラインについて、毎年度４０
組織ずつ策定することをめざす

中丹広域振興局に
よる実態把握

2022年度：    244
2023年度：    284
2024年度：    324
2025年度：    364

イ

防災士養成研修を実施することで、新たに１２０人
の防災士資格取得者を養成する

日本防災士機構に
よる把握

避難退域時検査場所（福知山市三段池公園）の運営
を主体的に行うことができる職員（年３０人）の育
成を目標に設定

中丹広域振興局に
よる実態把握
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「京都府総合計画」丹後地域振興計画 
 

（中間案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府丹後広域振興局 
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   エ 丹後の未来を担う人づくり（戦略４） 

４ 広域連携プロジェクト                        １５９ 

数値目標                               １６０ 
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１ 地域の特性 

（１）位置・地勢等 

    人々を魅了する自然景観に恵まれた丹後地域 
 

丹後地域（宮津市、京丹後市、伊根町及び与謝野町）は、京都府の最北部に位置

し、東は舞鶴市､西は兵庫県豊岡市､南は福知山市に接し、面積は約８４５ｋ㎡と府

全体（４，６１２ｋ㎡）の約１８％を占めています。 

丹後半島の東と西には、それぞれに砂
し

嘴を持つ宮津湾と久美浜湾があり、南には

大江山連峰、中央には丹後山地が連なり、その中央部を竹野川が流れています。由

良海岸から久美浜湾に至る海岸線は変化に富み、天橋立、伊根湾、経ヶ岬、夕日ケ

浦など、様々な貴重な地質遺産を有し、東側は丹後天橋立大江山国定公園、西側は

山陰海岸国立公園に指定されています。 

また、京都府自然環境保全地域の上世屋、内山のブナ林、鳴き砂で有名な琴引

浜、日本の棚田百選に選ばれた袖志の棚田、さらには各所に湧出する１７０を超え

る温泉など、自然景観に恵まれた地域です。 

気候は四季の変化に富む日本海型気候で、夏は気温が高い日が続き、晩秋から冬

にかけては「うらにし」といわれる季節風とそれに伴う時雨現象で、不安定な天候

となります。冬季には山間部では１ｍを超す積雪が見られることもあります。 

こうした気候は生活に厳しさをもたらす一方、良質な水や適度な湿気が、米作り

など農林水産業や丹後ちりめんなどの織物業に対する恵みとなってきました。 

 

（２）歴史・文化 

    歴史・文化のロマンあふれる丹後地域 
 

丹後地域は、縄文・弥生時代から大陸との交流が活発に行われていたと考えら

れ、蛭子山古墳など日本海三大古墳をはじめとする古墳群が残されているように、

いわゆる「丹後王国」として「大和朝廷」に比肩する独自の繁栄を遂げていたと言

われています。 

その後、奈良時代の和銅６（７１３）年に丹波国から分かれ丹後国が置かれまし

たが、江戸時代には宮津藩、峰山藩と田辺藩（現在の舞鶴市）の三藩に分割され、

さらに江戸中期以降は、幕府の天領として久美浜代官所が置かれました。明治維新

後は、久美浜県が先に置かれ、廃藩置県による宮津県、峰山県、舞鶴県を経て、明

治９（１８７６）年には京都府に統合されました。 

また、丹後七姫（安寿姫、乙姫、小野小町、静御前、間人皇后、羽衣天女、細川

ガラシャ）、浦島太郎、徐福など数多くの伝説や民話が存在するほか、わが国最古

の製鉄所遺跡である
えんじよ

遠處遺跡製鉄工房跡、江戸後期の北前船で繁栄した豪商の住

宅、重要伝統的建造物群保存地区の「伊根浦舟屋群」や「ちりめん街道」などもあ

り、歴史・文化のロマンあふれる地域です。 
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（３）産業 

   豊かな食、ものづくりの伝統・技術が息づく丹後地域 

 
産業分類別の就業比率は、第１次産業６．８％、第２次産業２６．８％、第３次産

業６６．４％となっていますが、基幹産業である農林水産業、織物業、機械金属業な

ど、第１次産業、第２次産業の比率が、他地域よりも高くなっています。 

こうした中で、これまでに米の食味ランキングで通算１２回の特Ａ評価を受けて

いる丹後産コシヒカリやブランド京野菜、間人ガニや伊根ブリなど丹後地域ならで

はの食に加え、京丹後茶、丹後とり貝、丹後ぐじ、イワガキなど新たな農産物、ブラ

ンド水産物の生産等が始まるなど、「丹後・食の王国」と呼ぶのにふさわしい豊かな

食に恵まれています。 

また、丹後地域のものづくり産業として織物業や機械金属業が根付いています。織

物産業は、生活スタイルの変化や厳しい経済状況の中でも脈々と受け継がれており、

令和２（２０２０）年には、丹後ちりめん創業３００年を迎えたことなどを契機に、

西陣織、京友禅と連携し持続的に発展する「世界的なテキスタイル産地」を目指した

取組を進めています。機械金属業は、精密型鍛造や精密機械加工をはじめ自動車、航

空機等の部品や半導体製造装置の開発など約２００の事業所が集積しています。 

 

（４）人口等 

   高齢者など人々が生き生きと活動する健康長寿の丹後地域 
 

丹後地域では、全国や京都府の平均を上回る少子高齢化が進行しており、地域の社

会経済全般にわたり様々な影響を与えています。 

丹後地域の人口は、令和２（２０２０）年の国勢調査では８９，６３８人で、長期

的な人口減少と高齢化が進み、昭和４５（１９７０）年の１４０，１８６人と比べ、

５０年間で約３６％減少しました。また、６５歳以上の人口比率は、この間に１１％

（昭和４５年国勢調査）から約４０％（令和４（２０２２）年３月３１日現在各市町

住民基本台帳）へと大幅に上昇しており、保健・医療・介護体制の一層の整備充実が

求められています。 

一方、１００歳以上の長寿者の比率が府平均の約２．５倍以上であるとともに、多

くの高齢者が農林水産業等に従事したり、様々な行事や伝統文化の維持・継承に携わ

ったりするなど、高齢者が健康で生き生きと活動されている地域でもあります。 

 

（５）生活基盤等 

   関西・中京圏へのアクセス充実により発展をめざす丹後地域 
  

関西・中京圏と結ぶ高規格幹線道路として、京都府の南北軸を形成する京都縦貫自

動車道（京都市～宮津市）と、これに結び関西・中京圏へアクセスする舞鶴若狭自動

車道があり、日本海国土軸を形成する地域高規格道路として山陰近畿自動車道（鳥取

市～宮津市）の早期整備が期待されています。 

丹後地域の幹線道路としては、国道１７８号、３１２号とこれにアクセスする国道

１７６号、４８２号や府道網野岩滝線等の主要地方道等により道路ネットワークが

形成されています。 

また、上下分離方式により運行されている京都丹後鉄道（丹鉄）は、今後人口減少

等による利用者数の減少が見込まれる中で、運転手不足等により維持が難しくなっ

てきている路線バスなどの他の交通機関とともに、地域の生活を守り、観光を支える

基盤として、地域全体で支えていくことが重要になっています。 
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２ 地域の将来像（２０年後に実現したい姿） 

  

～安心して「元気」に住み続けることができ、 

希望が持て夢が実現できる丹後地域～ 

 
  安心して「元気」に住み続けることができ、希望が持て夢が実現できる地域を２０年後
に実現したい丹後地域の姿として、次の三つの地域づくりをめざしていきます。 
 
  「安心・安全な地域」 

～大規模自然災害等にも対応できる地域強靱化の取組が進み、誰もが安心し
て健康に生き生きと住み続けることができる「安心・安全な地域」～ 

 
  「活力のある地域」 

～観光、ものづくり、農林水産などの地場産業が栄えるとともに、新たな産業
を生み出す「活力のある地域」～ 

 
  「誰もが活躍できる地域」 

～丹後に住み、関わる一人ひとりがそれぞれの力を発揮しながら地域産業や
コミュニティを担う「誰もが活躍できる地域」～ 

 

３ 施策の基本方向 

【基本的な視点】 

施策の推進に当たっては、人権を尊重しながら府民個々の能力が発揮できる
ように、地域の特性を踏まえ「様々な主体（※）との連携・協働・共創」の視点
で実施します。 
特に、丹後の強みである「豊かな食」、「ものづくりの伝統・技術」、「魅力

あふれる歴史・文化」を生かし、各市町や関係団体などと連携しながら戦略的に
取り組みます。 

 
※様々な主体：地域住民、市町、海の京都ＤＭＯ、京都府北部地域連携都市圏形成推進
協議会、大学などの教育機関、企業、商店街、地域で活動する団体などありとあらゆる主
体 

 

【４年間の対応方向】 

   地域の将来像を実現するため三つの柱に基づき施策を推進します。 

 
 （１）住み続けることができる安心・安全な地域づくり 

地域産業の営みや人々の暮らしの下支えとなる、災害に強い安全な地域、
安心して元気に住み続けられる地域づくりを推進 

 
 （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

観光、織物、機械金属、農林水産などの地場産業が、さらに発展していく
ための取組を進めるとともに、新たな産業を創造するなど、地域が誇りを持
てる活力ある産業づくりを推進 

 
 （３）地域を支える人材の確保・育成 

地域の活力の源となる人材の確保・育成を進めることにより、さらに地域
全体が活性化する好循環を実現するため、誰もが活躍できる地域づくりを
推進 
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  （１）住み続けることができる安心・安全な地域づくり 

 

ア 災害に強い安全な地域の構築（戦略１） 

 

現状分析・課題 

■近年豪雨が頻発しており、災害が発生した場合には、早期の復旧と再度の被害防止対策

を図るとともに、豪雨に備えたソフト・ハード両面からの防災・減災対策の取組が必要

です。 

■丹後地域各所で浸水が発生する状況となっており、市街地部の浸水常襲地区における

河川整備が急務となっています。 

■橋りょう等インフラの老朽化が急速に進行しており、公共インフラの長寿命化対策が

喫緊の課題です。 

■異常気象時の通行規制により孤立する地域があり、異常気象時道路通行規制基準の見

直しやダブルネットワーク路線整備など道路の強靱化が急務です。 

■山地荒廃に起因する土砂流出を伴う災害が増加しており、山林から海まで水系一貫と

なる土砂災害防止対策が必要です。 

■丹後地域各所で人的被害に及ぶ土砂災害が発生しており、特に避難所や要援護者利用

施設を含む土砂災害特別警戒区域の砂防等の施設整備の推進が急務です。 

■老朽化等により地震、大雨時に決壊する恐れのある防災重点農業用ため池に係る防災

工事等の集中的かつ計画的な推進が必要です。 

■ため池の決壊時に「ため池安心・安全マップ」（ハザードマップ）により安全な避難が

行われるよう、地域住民への周知や活用を図る取組が必要です。 

■森林の荒廃化が進んでおり、防災面からも適正な森林管理や治山対策の取組が必要で

す。 

■原子力災害に備えて、緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）の範囲内にある宮津市及び伊

根町域の防護対策と広域避難体制の整備や住民等の円滑な避難を行うための道路の整

備が必要です。 

■近隣府県において高病原性鳥インフルエンザや豚熱の発生が見られるなど、家畜伝染

病のまん延の防止対策が必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■防災・減災対策を進めるため、市町との連携を強化するとともに、地域住民の防災意識

を高めるための取組や迅速な避難行動につながる自主防災組織等における水害等避難

行動タイムラインの作成を支援します。 

○水害等避難行動タイムラインの作成を支援するとともに、過去の災害等の経験を活

かした地域住民の防災意識向上のための啓発や防災訓練・防災リーダー研修を実施 

○大規模水害等が発生した際の避難先の確保に向け、市町と連携し広域避難マニュア

ルを作成 

○福祉避難サポートリーダーの養成を推進 

■河川整備、土砂災害対策、河道内の樹木、堆積土砂の撤去、防災上重要な道路の法面対
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策など、総合的な防災対策を推進します。 

○豪雨災害による被災箇所の早期復旧に取り組むとともに、近年激化、多発化している

豪雨災害に備え、ソフト・ハード両面から防災・減災対策を推進 

○災害を未然に防ぐため道路等の維持管理体制を強化 

■浸水常襲地や近年の被災地の浸水被害解消を図るため、河川整備計画に基づく河川改

修等を推進します。 

○河川整備計画に基づき河川改修を推進（福田川、野田川（加悦奥川）、竹野川（本川、

小西川、鳥取川）、川上谷川、佐濃谷川） 

○由良川（国管理区間）の河道掘削や堤防整備などを河川整備計画に基づき促進 

■災害による孤立化等を防ぐため、道路の強靱化を推進します。 

○国道１７８号（宮津市里波見～長江）の道路強靱化を推進 

○法定点検により早期措置段階と診断された橋りょうやトンネル、道路法面の補修工

事を計画的に実施 

○国道１７８号や国道３１２号など防災上重要な道路の法面対策等を推進 

○アセットマネジメントによる橋りょうなど公共インフラの長寿命化を推進 

■山地荒廃に起因する土砂流出を伴う災害を防止するため、山林から海まで水系一貫と

なる土砂災害防止対策を推進します。 

○河川の流下断面確保のため堆積土砂の継続的な浚渫
しゅんせつ

（大手川・野田川等）を実施 

○土砂災害対策施設について、２４時間滞在型要配慮者利用施設が立地する土砂災害

特別警戒区域内の整備を重点的に推進（イガロ川、目黒谷川等） 

○砂防施設（イガロ川、目黒谷川、平地川、シシ伏川、真名井川等）や急傾斜地崩壊対

策施設（小田宿野、谷内、小坪、本庄上等）、地すべり防止対策施設（長江等）の整

備を推進 

○頻発する山地災害に備え、ハード・ソフト両面から総合的な防災・減災対策に取り組

み、災害に強い森づくりを推進 

○山地災害危険地区において、危険木の伐採など予防的な対策を行うとともに、地域住

民への周知や市町と連携した防災対策に取り組み、早期避難など住民の防災意識の

向上を図る 

○放置され荒廃した森林について、間伐など適正な森林整備を図るとともに、山地災害

の危険度が高い箇所について計画的に治山施設の整備を推進 

■「防災重点農業用ため池」の劣化状況などに応じた計画的な改修や廃池など防災対策

を推進します。 

○劣化状況評価や地震・豪雨耐性評価の結果に基づき、計画的な改修や廃池を推進す

るとともに、避難訓練や地域住民への周知など、ため池安心・安全マップを活用し

た取組を支援 

■原子力災害に備えた防災対策を進めます。 

○原子力発電所のＵＰＺ（概ね３０ｋｍ）圏内の避難路の整備を推進 

○原子力災害時における広域避難計画の実効性を高めるため、訓練による避難計画の

検証を実施 

■家畜伝染病の発生やまん延を防ぐための対策に取り組みます。 
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○家畜伝染病に備えた計画的な巡回指導や検査とともに、発生時に、迅速に対応するた

めの実地訓練を実施 
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  （１）住み続けることができる安心・安全な地域づくり 

 

イ 安心して暮らせる地域づくり（戦略２） 

 

現状分析・課題 

■人口当たりの人数が全国平均を大きく下回る医師等の医療従事者や、介護・福祉の人材

不足への対応が急務です。 

■丹後地域の健康課題（運動不足、高い喫煙率、多い塩分摂取量等）や死因の第１位であ

る「がん」の予防などを踏まえた健康寿命延伸の取組が必要です。 

■高齢化が府内で最も進む中、認知症や慢性疾患を抱えた高齢者などが住み慣れた地域

で安心して暮らせるための取組が必要です。 

■人口減少、人口流出が進み、出生数の減少に歯止めがかからない中、安心して子どもを

産み育てられる環境づくりを進めることが必要です。 

■新たな感染症や大規模災害の発生に備えた医療体制の整備が必要です。 

■クマの人家付近への出没をはじめ、サルの集落内への出没に伴う人への威嚇や住居侵

入、シカ・イノシシによる車両衝突事故の多発など、野生動物からの安心安全を確保す

るための取組が必要です。 

■少子高齢化が深刻化する中、各自治体単独による全ての機能の維持が困難になること

が想定されるため、福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、伊根町及び与謝野

町の５市２町で「京都府北部地域連携都市圏」を形成し、観光や産業、教育、医療、交

通、環境等の各分野で、水平型の連携を推進しています。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■府立医科大学附属北部医療センターにおいて、医療需要、疾病構造の変化を踏まえた機

能強化や、医師派遣機能の充実を図るとともに、圏域内６病院間のさらなる連携を強化

するなど、丹後医療圏において安心して暮らせる地域医療体制を構築します。 

○地域医療支援センター、北部看護職支援センターを中心に医療人材の確保定着等に

向けた取組を推進 

○丹後圏域保健医療協議会、丹後地域医療構想調整会議との連携をさらに強化し、地域

の実情を踏まえた病床機能など医療供給体制を確保 

■新型コロナウイルス感染症対策の経験を生かして、新たな感染症等の発生時にも速や

かに対応できる体制を整えます。 

 ○感染症患者等を受入れるために必要な人材の育成に向けて、関係団体や医療機関が

行う研修等の取組を支援 

 ○介護職員が感染症発生時において速やかな対応が行えるよう、感染対策に係る知識

の普及・啓発のための研修会の開催等の取組を支援 

■大規模災害発生時に備えた災害医療体制を強化します。 

 ○管内医療機関や市町、消防本部等で構成する災害医療連絡会において、災害情報の共

有や訓練、研修を実施するなど、発災時における関係機関の連携、迅速・的確な災害

医療体制を確保 



 

- 136 - 

 

■働く世代の健康づくりを進めるため、商工会議所、商工会、職域団体、企業等と連携し、 

地域一体となった取組を推進します。 

○事業所等を訪問して健康づくりをサポートする職域健康出前講座を実施するととも

に、「きょうと健康づくり実践企業認証制度」認証取得の促進による企業の健康づ

くりを支援 

■がんの早期発見、早期治療のため、がん検診の受診拡大に向けて取組を推進します。 

○がんの早期発見、早期治療のため、自らの健康は自らが守るという意識の醸成を図 

るとともに、がん検診の受診を促進 

■医療・介護・福祉一体型の地域包括ケアシステムの充実により、安心して暮らせる地域

づくりを推進します。 

○丹後地域在宅療養支援連携会議を中心に、医療分野と介護分野の連携に向けた情報

共有等の取組を充実 

○北部福祉人材養成システムを中心に、介護・福祉人材の確保・定着・資質向上に向け

た取組を推進 

○認知症カフェ等の居場所づくりについて、オンラインを活用した開催方法の普及な

ど感染防止等にも配慮しながら、活動の継続を支援 

○地域包括ケア推進ネットや共助型生活支援推進隊等が中心となって、医療・介護・福

祉の専門職のスキルアップ研修などにより、地域包括ケアシステムの構築を支援 

○北部の「発達障害児支援拠点」において、相談から医療・福祉サービスの提供までパ

ッケージで対応 

■子どもの明るい笑顔があふれるいきいきとした地域を目指して、子育て環境日本一の

取組を推進します。 

○若者や女性の目線による丹後の魅力の創出・発信や起業支援に取り組むなど、若者や

女性を地域に惹きつける取組を推進 

○地域で子育て支援活動に取り組む団体の創出やネットワーク化を支援 

 ○「WE ラブ赤ちゃんプロジェクト」を展開 

 ○「地域子育て環境「見える化」ツール」を活用し、市町や自治会などが実施する子育

て環境充実に向けた取組が効果的なものとなるよう支援 

○きょうと子育て応援パスポートアプリ「まもっぷ」の普及など子育てに寄り添う地域

づくりを推進 

○ヤングケアラーの認知度向上のため、当事者や社会全体への周知・広報を推進 

○子どもが安心して遊べる居場所づくりなど、市町が取り組む子育てにやさしいまち

づくりを支援 

○児童虐待の未然防止のため市町の子育て包括支援センターや子ども家庭総合支援拠

点等と連携し、妊娠期から出産後まで各段階に応じた切れ目のない支援を実施 

○育児と仕事の両立を支援する病児・病後児保育施設の利便性の向上に向けた取組を

支援 

○「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」を行う企業をさらに増やし、男女

が共に働きやすい職場環境づくりを促進 

○ふるさと丹後への誇りと愛着の醸成を図るため、学校・家庭・地域が協働し、子ども

たちが心豊かで健やかに育つ環境づくりを推進 
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○安全な通学路を確保するため歩道整備を推進（国道３１２号（栃谷）、網野峰山線

（郷）等） 

■野生動物による生活環境被害を防止するため、共存に配慮しながら、捕獲等対策を強化

します。 

○集落内に出没するクマを捕殺上限数の範囲内で捕獲 

○サル個体数調整計画に沿った各種対策により群の加害レベルを低減するとともに、

シカ・イノシシの捕獲を強化 

■京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会が水平連携により実施している先駆的な取組

の深化と協働して、日本海側最大級の都市圏の形成と地域の発展を目指します。 

 ○京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会による複合的な政策間連携の深化を支援 

○将来にわたる、安心・安全な水道水の供給体制の構築に向けて、管内市町の水道施設

の広域化を支援 
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  （１）住み続けることができる安心・安全な地域づくり 

 

 ウ 人権を尊重し、誰もが輝ける地域の実現（戦略３） 

 

現状分析・課題 

■部落差別や女性、子ども、高齢者、障害のある人、外国人等に対する差別など、様々な

人権問題が依然として存在しています。 

■少子高齢化の進行に伴う人手不足の中で、女性の就業継続や男性の家庭・地域参画のた

めのワーク・ライフ・バランスの推進などの課題への対応が必要です。 

■高齢者・障害のある人が安心して暮らし、地域を担う一員として活躍することが可能な

環境づくりが必要です。 

■地域の重要課題を解決するために、各地域で活動する団体相互がつながりを強めると

ともに、行政との協働を拡大して取り組んでいく必要があります。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、誰もが自分らしく生きることができ、多様性が認

められる共生社会を構築します。 

○部落差別をはじめ女性、高齢者、障害者、外国人、ＬＧＢＴなど性的少数者等に対

する様々な人権問題に対し、あらゆる機会を通じた多様な教育の実施や、人権協調

月間・人権週間における取組を推進するとともに、人権問題法律相談など相談体制

の充実を図る 

 〇感染症等に対する正確な知識の普及に取り組むとともに、感染者等への偏見や差別

等をなくすための人権啓発や人権相談を実施 

■「輝く女性応援京都会議（地域会議）」を中心に女性活躍の取組を推進するとともに、

頑張る女性のさらなるネットワーク化を進めます。 

○地域活動に参画する女性の育成に取り組むとともに、女性の活動支援につながるワ

ークショップやセミナー等の開催を支援 

○「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」を行う企業をさらに増やし、男女

が共に働きやすい職場環境づくりを促進（再掲） 

■高齢者・障害者が地域を担う一員として活躍できる地域づくりを推進します。 

○丹後圏域障害者自立支援協議会を中心に、障害者の自立に向けた支援を実施 

○共助型生活支援推進隊による市町の生活支援体制の整備を支援 

○シルバー人材センターの運営支援等を通じて、高齢者が持つ技術・経験の積極的な 

活用を図るとともに、次世代への継承のための取組を支援 

■農福連携を進めるため、福祉事業所ごとの特性に応じた伴走支援を実施します。 

○事業所ごとの農業技術レベルに応じた栽培技術の指導や地域との円滑な連携を支援 

■ＮＰＯ等の活動を支援するとともに、ＮＰＯ等と行政・民間企業等との連携を進め、地

域の多様な主体によるプラットフォームを構築し、地域の課題に対応した取組を推進

します。 

○地域課題解決に向けた活動を支援する地域交響プロジェクトを推進するとともに、
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NPO パートナーシップセンター機能の充実により地域団体の活動を支援 
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  （１）住み続けることができる安心・安全な地域づくり 

 

 エ 元気に住み続けられる環境の整備（戦略４） 

 

現状分析・課題 

■地域の特性を生かしたスポーツ観光やスポーツ大会誘致が行われているところです

が、さらに住民がスポーツに親しむ環境づくりが必要です。 

■地域の人々が主体となって芸術文化活動に関わる環境づくりを促進するとともに、芸

術文化活動の発表の場を活用した交流人口の拡大など地域の活性化につなげる取組の

推進が必要です。 

■伝統芸能や行祭事など、各地域に根ざした多くの文化活動が活発に行われてきました

が、少子高齢化や地域コミュニティの衰退により、担い手が不足し、継承が困難になっ

てきている地域があります。 

■市町や地域団体等と連携し、地域の水環境・自然環境の保全・活用を図るための取組や、

地域コミュニティを守るための取組が必要です。 

■１００歳以上長寿者の割合が府内平均の約２．５倍となるなど高齢化が進む中、地域の

担い手として、高齢者がいつまでも健康で生き生きと活動できる環境整備が必要です。 

■観光、通勤・通学などの交通手段として重要な役割を果たしている鉄道・路線バスにつ

いて、人口減少や新型コロナウイルス感染症の影響による生活様式の変化に伴う利用

者の減少や運転手不足により、その維持が深刻な課題となっています。一方で、特定の

地域では、支え合い交通や乗合タクシー等の、新たな交通手段の導入も進みつつありま

す。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機としたスポーツへ

の機運の高まりを継続・発展させるため、市町と連携し、さらにスポーツに親しむこと

ができる環境づくりを推進します。 

○自転車道のリニューアルや丹後地域の観光地を巡るサイクリングコースの路面表示

等の整備を推進 

○丹後大学駅伝等の競技大会の開催など、スポーツを通じた地域活性化や交流促進を

支援 

■市町や様々な団体と連携し、誰もが文化に親しめる地域を構築します。 

○丹後地域に配置する地域アートマネージャーを中心に、地域の文化団体や市町等と

連携して、文化芸術活動を通じた地域活性化の取組を推進 

○歌舞伎や能などの伝統芸能の公演、短歌、俳句大会などの地域に定着した文化活動を

支援するとともに、文化に携わる人材育成を支援 

■市町や地域団体などと連携し、地域外の力も借りて、地域の環境やコミュニティを守る

ための取組を強化します。 

○阿蘇海環境づくり協働会議を中心に、市町、地域の住民や企業、大学生ボランティア

とともに、阿蘇海の環境改善に向けた啓発等の取組を推進 
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○白砂青松の天橋立を後世に継承するため、天橋立公園松並木景観保全計画（平成３０

（２０１８）年度策定）に基づく松並木の適正な保全等の取組を推進 

○天橋立地域の海面における水上オートバイの秩序ある安全航行に係る取組を推進 

○丹後の海岸の魅力を保全するため、市町と連携した海岸漂着物対策を推進 

○商店街や個店の DX 化を促進し、高齢者や子どもの見守り、子育て世代への支援な

ど、地域のコミュニティの場としての機能の発揮に向けて取り組む商店街を支援 

■人生１００年時代を見据え、健康長寿に向けた取組を推進します。 

○府立医科大学附属北部医療センターの活
い

き生き長寿研究等と連携した健康長寿の取

組を推進 

○事業所等を訪問して健康づくりをサポートする職域健康出前講座の実施や、「きょう

と健康づくり実践企業認証制度」認証取得の促進による企業の健康づくりを支援（再

掲） 

○京都ＳＫＹシニア大学北部サテライトによる地域を学ぶ講座等を通じ、高齢者が地

域の担い手として活躍できる取組を推進 

■市町や様々な団体と連携し、住民の移動手段を確保するための取組を推進します。 

○地域の生活を支える路線バスネットワークを維持するとともに、乗合タクシーや自

家用有償旅客運送の活用、MaaS（目的地までの移動手段の検索・予約・決済を一括

して行えるサービス）の整備により、生活交通の維持・確保を図る 

○小学生等を対象としたバスの乗り方講座の実施など、公共交通の利用促進を図る取

組を推進 

○京都府北部地域連携都市圏公共交通活性化協議会と連携し、公共交通の利用拡大に

向けた取組を推進 
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  （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

 

 ア 「海の京都」構想の更なる深度化（戦略１） 

 

現状分析・課題 

■新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、旅行の形態や価値観が変化する中、生活

文化や人と自然との共生など、「本物の魅力」をかけあわせて新しい価値を創出し、地

域に賑わいを生み出す交流を促進するとともに、地域と調和のとれた「持続可能な観

光」の実現をめざすことが必要です。 

■外国人観光客については、国や客層ごとの嗜好に応じた誘客の取組や受け入れ環境の

整備が必要です。 

■日本遺産「３００年を紡ぐ絹が織り成す丹後ちりめん回廊」（管内全市町）、「荒波を

超えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船主集落～」（宮津市）、「１３０

０年つづく日本の終活の旅～西国三十三所観音巡礼～」（宮津市）、世界で最も美しい

湾クラブに加盟した「宮津湾・伊根湾」と「モンサンミシェル湾」との姉妹湾協定など

の優れた資源を活かし、観光誘客や地域活性化につなげていくとともに、ランドマーク

である「天橋立」の世界文化遺産登録の早期の実現に向けて取り組んでいく必要があり

ます。 

■「山陰海岸ジオパーク」や丹後天橋立大江山国定公園などの優れた自然景観を観光資源

として活かした誘客の取組が必要です。 

■丹後コシヒカリやブランド京野菜、間人ガニ、伊根ブリなどの豊かな食材を活かし、食

を目的に周遊する「食の観光」をさらに進めることが必要です。 

■平成２７（２０１５）年度にリニューアルオープンした道の駅丹後王国「食のみやこ」

を丹後地域の食の拠点施設として、入園者、農・水産物直売所の売上額を伸ばしていく

ことが必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■食・文化・地域産業など丹後の多彩な地域資源を活用した観光誘客の取組を推進しま

す。 

○丹後エリアの豊かな「食」、丹後天橋立大江山国定公園や山陰海岸ジオパークなどの

優れた「自然環境や景観」などあらゆる資源を活用した取組を推進 

○「世界で最も美しい湾クラブ」に加盟した「宮津湾・伊根湾」での海岸や海のスポー

ツなど海を活用した取組を推進 

○府立丹後郷土資料館のリニューアルを契機に、丹後地域の歴史や文化を活かした周

遊観光の取組を推進 

○丹後の食の魅力の認知度向上に取り組むとともに、コト消費を拡大するための体験

型商品の造成を促進 

○「丹後ちりめん」の魅力を生かした職人ツアーやコト体験など、地域産業と連携した

観光コンテンツの創出を促進 

■近隣関係自治体等と連携した地域の魅力創出や周遊強化、体験型観光の充実などによ
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り、滞在日数延長に向けた新しい観光プログラムの開発を促進します。 

○山陰海岸ジオパークエリアの府県市町と広域連携して整備したジオトレイルなど、

地域の豊富な資源を生かした体験型観光を促進 

○日本遺産（丹後ちりめん回廊、北前船、西国三十三所観音巡礼）構成文化財などを活

用し、関係自治体・団体と連携した観光誘客やまちづくりを推進 

■京都府北部地域連携都市圏振興社（通称：海の京都ＤＭＯ）と連携し、マイクロツーリ

ズムなど国内向けの観光誘客を推進するとともに、インバウンド誘客のための海外プ

ロモーション事業を推進します。 

 ○海の京都ＤＭＯを中心に、インバウンド向けコンテンツの磨き上げや受入環境の整

備を推進 

○「海の京都旬の食材提供店」の取組や、丹後いちおし食材の魅力発信と磨き上げなど

により、観光客が「食」を目的に丹後を周遊する「食の観光」を推進 

○着地型旅行商品の造成やナイトカルチャーの創出により滞在型観光を促進 

○京都市発の旅行商品造成などにより誘客を推進 

○関係人口の創出・拡大を図るため、ワーケーションや都市部企業向けの研修合宿等の

誘致を推進 

■天橋立の世界文化遺産登録をめざし、丹後の自然環境や文化の保全・発信・活用ととも

に、地元での機運醸成の取組を進めます。 

○白砂青松の天橋立を後世に継承するため、天橋立公園松並木景観保全計画（平成３０

（２０１８）年度策定）に基づく松並木の適正な保全等の取組を推進（再掲） 

○丹後の歴史・文化・観光拠点となる府立丹後郷土資料館をコア施設として地域と連携

し、天橋立の魅力を発信するとともに、天橋立を中心とした周遊観光を促進 

○丹後の海岸の魅力を保全するため、市町と連携した海岸漂着物対策を推進（再掲） 

■自転車を周遊観光のツールとして活用する取組を推進します。 

○海の京都ＤＭＯや丹後鉄道と連携し、ｅバイク（スポーツ仕様の電動アシスト自転

車）を活用したアドベンチャーツーリズムを推進 

○自転車道のリニューアルや丹後地域の観光地を巡るサイクリングコースの路面表示

等の整備を推進 

■道の駅丹後王国「食のみやこ」が丹後の食、観光、農産物の物流拠点となるよう支援し

ます。 

○道の駅丹後王国「食のみやこ」が実施する観光誘客をはじめ、新たな商品開発や多様

なニーズに対応できる人材の育成を支援するとともに、「食のみやこ」と連携して魅

力ある丹後の食の情報発信を推進 
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  （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

 

 イ ものづくり産業等地域産業の振興（戦略２） 

 

現状分析・課題 

■丹後ちりめんの「白生地生産量」は１５．４万反（令和３（２０２１）年）と和装需要

の低迷等で厳しい状況が続いていますが、今なお、「日本最大の絹織物産地」であり、

近年では、若手事業者を中心に和装から洋装やインテリアなど新たな分野への進出や

海外に向けた商品展開を行う事業者も見られています。 

■「丹後ちりめん創業３００年」を契機として、丹後織物産地が、今後も持続し発展して

いくためには情報発信機能拠点の整備や人材の確保・育成、技術の伝承が必要です。 

■丹後の機械金属業は、高精度・高付加価値の部品加工技術が強みの丹後の基幹産業であ

り、さらなる発展に向けて、新たな技術や製品の開発、新分野への展開が必要です。 

■少子高齢化・人口減少を背景とした人材不足が課題となる中、機械金属業の生産性や雇

用規模を維持するため、事業の適切な承継と新たな技術の導入や、人材確保・育成を図

ることが必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■「丹後ちりめん創業３００年事業」で醸成された機運を活かし、「絹織物といえば丹後」

と言われるような、世界中から人を惹きつけ、注目される産地づくりを進めます。 

○丹後織物の販路拡大を目指し、「TANGO OPEN CENTER」を拠点に、海外をはじめ

商談機会のさらなる創出を図るとともに、国内外のクリエイターの創作活動の拠点

として新たな商品づくりを支援 

○シルクテキスタイルの世界的な産地を目指し、西陣織・京友禅・丹後織物の３つの産

地が連携して、世界のニーズに応えられる魅力ある商品づくりを展開 

○医療や福祉、健康などの分野への展開も視野に、国内外のデザイナーやバイヤー等が

訪れる産地づくりを推進 

○バイヤーやクリエイター等と織物事業者をつなぐプロデューサーやマネージャーを

育成 

■丹後織物の次世代への技術継承を図るとともに、市場ニーズに合った商品開発を推進

します。 

○丹後ちりめん創業３００年の技術を次世代へ継承するため、織物の生産技術や新た

な商品開発等の技術の習得を支援するとともに、素材だけでなく高付加価値の商品

づくりまで企画・提案ができる人材を育成 

○「TANGO OPEN CENTER」を拠点に国内外のクリエイター等とのコラボによる市場

ニーズやターゲットを見据えた商品開発を支援 

○人材確保につなげる織物産地の魅力発信や人材の受入れを支援 

○生産基盤の維持・発展に向けた加工や生産設備の導入等を支援 

○将来を担う人材を確保するのため、インターンシップの受入れや高等学校の実習授

業等への協力を拡大 
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■織物機械金属業において、中小企業の新分野進出を支援するとともに、ＡＩ・ＩｏＴ

技術等を活用した支援を実施します。 

○課題解決を目的とした異業種との連携による製品開発を支援するとともに、最先端

技術機器を活用したものづくり技術のレベルアップを図るための取組を推進 

○ＶＲ技術による危険体験学習を実施し、企業のリスク回避を図り生産性の向上を支

援 

■地元教育機関や産業団体等と連携し、機械金属業界の人材確保対策を進めます。 

○高等学校と連携した地元事業所へのインターンシップの受入れを推進 

○産業団体等と連携した小中学校への出前講座の実施などにより、将来を担う人材確

保を推進 

■地域企業のニーズに応じた人材育成研修を推進するなど、企業の技術力向上を支援し

ます。 

○（公財）京都産業２１北部支援センターと連携し、ものづくり事業者の育成と高度化

を図るための基礎研修をはじめ技術研修のほか、技能検定対策講座を実施 

○京都経済センターとオンラインで結んだテレビ会議システムを活用した人材育成研

修を実施 

○若者から高齢者まであらゆる世代が参加しやすいリカレント教育の機会を提供 

■異業種連携の推進など、企業の新分野進出を支援します。 

○企業の技術力向上や新分野進出に向け、丹後地域の農林水産業等が抱える課題解決

のための、機械金属や織物関連企業の高度な技術を用いた新技術や新商品開発の取

組を支援 

○研究開発意欲の高い企業との共同研究開発を通じて新技術等の研究開発を支援 

○京都経済センターとオンラインで結んだテレビ会議システムを活用して起業、第２

創業等を支援 

○宮津エネルギー研究所用地を活かした脱炭素などサスティナブルな社会を目指す産

業の集積と世界と交流するオープンイノベーション拠点の形成を支援 
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  （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

 

ウ 「食」や「暮らし」を支える農林水産業の振興（戦略３） 

 

現状分析・課題 

■果樹等の輸出に向けた取り組みが近年増加していますが、特別な防除体系の対応やＧ

ＡＰ取得などのソフト面や管理機械、集出荷場の再整備などのハード面の強化が課題

となっています。また、国内市場の規模縮小が懸念される中、新たな市場開拓が重要で

す。 

■丹後地域は、都市部の大規模消費地までの距離があるため、輸送コストなど販売経費の

面で不利であり、なおかつ少量多品目生産のため、ロット面でも販売に苦戦を強いられ

ています。 

■農業従事者の高齢化や減少などの課題に対して、事業承継やスマート農業を取り入れ

た新たな営農方法の推進が必要です。 

■イノシシ、シカ等の有害鳥獣による農作物被害は防除対策により減少傾向にある一方、

防護柵の維持管理に係る負担は増加傾向にあります。 

■小規模に点在する人工林が多く、森林経営計画の策定が進んでいない状況であり、さら

に市町や森林組合等の事業体も実施体制の整備に向けた支援が必要です。 

■管内の畜産農家は、後継者のいない経営体が多く、高齢化に伴う廃業により、地域の畜

産業が衰退してきています。 

■近年の漁業の生産量は１万トン前後、生産額は４０億円前後で推移しており、長期的に

は漸減しています。今後、成長が見込める養殖生産の拡大、水産物のブランド力の向上

と安定供給、次代の漁村を支え、経営を担う人材育成の推進が必要です。 

■近年、福祉の現場では、利用者の就業率の向上や生きがい対策として農業への関心が高

まっています。一方、農業サイドでは、農業従事者の高齢化や働き手の不足などの課題

があるため、農福連携による取組を進め、ＷＩＮ－ＷＩＮの関係を構築することが重要

です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■丹後地域の農林水産業における栽培・生産技術の向上を図る取組を推進します。 

○丹後産コシヒカリのブランド力の向上や、新品種「京式部」の生産拡大、実需者ニー

ズに基づく酒米や加工用米などの栽培を促進。また、水田を活用した高収益な土地利

用型園芸作物の栽培技術を確立 

○丹後産コシヒカリのブランド力向上に向け、青空教室やＳＮＳを活用した技術情報

の発信など、産地全体のレベルアップを図るとともに、水田を活用した土地利用型作

物の研究を推進 

○丹後管内で廃出される家畜ふん尿等を堆肥として活用するなど、資源循環型農業を

推進 

○集落の枠を越えた規模拡大や低コスト・高収益な営農体制を構築するとともに、企業

連携による人材確保等による、経営基盤を強化 
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■農地集積・集約化による生産性の向上や、高収益作物の導入を進めるため、生産基盤

の整備に取り組みます。 

○農地の大区画化・汎用化や用排水施設の改良など、農業生産基盤の整備を推進 

○国営開発農地の営農の継続のため、老朽化施設の更新や改良に向けた取組を推進 

■ブランド力向上や新たな販売チャンネルの拡大などによる所得向上への取組を支援し

ます。 

○海外輸出や観光との連携など、新たな販売チャンネルの拡大を支援 

○丹後産農林水産物や加工品の販売拡大に向けて、食品企業やホテル等の実需者との

産地での交流会・商談会を開催 

○果樹等の海外輸出拡大に向け、実需者ニーズを踏まえた品質の向上や販路拡大を支

援 

○地域特性である農産物の少量多品目生産に対応し、生産者と飲食店等のマッチング

など新たな販路開拓を支援 

○ブランド京野菜や加工契約野菜など園芸品目の生産力を強化 

○なしやブドウなどの丹後のフルーツを活用した加工品等の新商品開発や経営の承継

に向けた取組を推進 

○丹後管内の直売所が連携して取り組む情報発信や出荷農家数の増加に向けた取組を

支援 

○加工契約野菜の安定供給や生産拡大を図るため、ＪＡと連携し、農業法人や集落営農

組織等への栽培技術の支援を行うとともに、スマート農業機械の導入など生産基盤

の強化を図る 

○農産物の加工事業者向けに丹後の農林水産物のＰＲに取り組むとともに、市町と連

携して関連企業の誘致を推進 

○６次産業化による農業経営体の経営強化に向けた取組を支援 

○農・水産物直売所による地元農・水産物を使った加工品の開発支援や消費者との交流

イベントの開催を支援 

〇食生活や価値観の多様化に伴う消費傾向の変化に対応するため、食関連事業者が取

り組む内食・中食需要に対応した商品づくりを支援 

〇地域の食の情報発信や交流の拠点となる、食の京都 TABLE の整備を進め、いちおし

食材の発掘・磨き上げを行うことにより、観光客が食を目的に周遊する、「食の観光」

を推進 

■農業現場にマッチしたＡＩ・ＩＣＴ技術の導入や地域と連携した担い手確保対策を推

進します。 

○農林水産業へのＡＩ・ＩＣＴなど先端技術の導入を支援 

○地域の担い手や農地の確保のための京力農場プランの作成を支援 

■道の駅丹後王国「食のみやこ」を丹後の食、観光、農産物の物流拠点となるよう支援し

ます。（再掲） 

○道の駅丹後王国「食のみやこ」が実施する観光誘客をはじめ、新たな商品開発や多様

なニーズに対応できる人材の育成を支援するとともに、「食のみやこ」と連携して魅

力ある丹後の食の情報発信を推進（再掲） 

■有害鳥獣対策に取り組みます。 
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○有害鳥獣の捕獲強化を図るとともに、防護柵の適切な管理や農地周辺環境の整備、捕

獲の担い手確保等の取組を推進 

■森林整備の推進や森林資源の活用拡大の取組を支援します。 

○森林環境譲与税の活用や新たな森林管理制度による森林整備等を円滑に進めるた

め、市町や森林組合等への支援を強化 

○京都府豊かな森を育てる府民税を活用し、森林整備や木材需要拡大の取組を推進 

○木質バイオマスなど木材需要につながる施設の整備推進や、森林組合等の林業担い

手の育成支援により、地域の森林資源の循環利用を促進 

■畜産農家の法人化を進めるとともに、第三者経営継承等により畜産の担い手を確保し

ます。 

○畜産農家の法人化や畜産農家でのインターンシップ等の受入れを支援 

■漁業振興を図るため、「養殖生産の拡大」と「観光との連携」を軸とする施策を集中し

て展開するとともに、意欲ある担い手への承継を推進します。 

○府内の定置網で漁獲される魚（ブリ幼魚等）や阿蘇海のアサリ稚貝の有効活用な

ど、府の特徴等を生かした養殖生産を推進していくための実証試験や、京都産をコ

ンセプトとした養殖を推進していくための新たなルールを研究するとともに、丹後

とり貝等の出荷規格の再設定、新たな主力品目の開発により、「京のブランド水産

物」の再構築を推進 

○「海の民学舎」を中心に、若手漁業者を対象とした経営研修会や漁業会社の経営者

・役員の経営能力を高めるための研修会、事業の多角化を円滑に進めていくための

法人化セミナーの開催など、経営の承継、経営の安定化を図るための取組を推進 

■農山漁村が有する地域資源を活かした観光コンテンツ創出を支援します。 

○農山漁村の暮らしを体験し、地域との交流を生み出す農家民宿や漁家民宿の開業を

支援 

■農福連携を進めるため、福祉事業所ごとの特性に応じた伴走支援を実施します。（再掲） 

○事業所ごとの農業技術レベルに応じた栽培技術の指導や地域との円滑な連携を支援

（再掲） 
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  （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

 

 エ 地域産業を支える基盤整備（戦略４） 

 

現状分析・課題 

■京都縦貫自動車道の全線開通や山陰近畿自動車道の京丹後大宮ＩＣまでの開通により

京阪神都市圏への所要時間が短縮し、管内の観光客の増加や産業立地の進展等の効果

が現れています。更なる広域観光誘客の促進や日本海国土軸の形成及び災害に強い道

路ネットワークを構築するため、山陰近畿自動車道の早期整備が強く望まれています。 

■骨格となる山陰近畿自動車道の整備と合わせて、管内の円滑な移動が可能となる丹後

半島一周道路や山陰海岸ジオパーク関係路線の整備が急務です。 

■異常気象時の通行規制により孤立する地域があり、異常気象時道路通行規制基準の見

直しやダブルネットワーク路線整備など道路の強靱化が急務です。（再掲） 

■どこにいても、必要な情報が入手できるための情報整備を進め、スマート社会で豊かさ

が実感できる地域にしていくことが必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■山陰近畿自動車道やアクセス道路の整備を促進・推進します。 

○山陰近畿自動車道の早期全線開通に向け、京丹後大宮ＩＣ～（仮）網野ＩＣ間の整備、 

（仮）網野ＩＣ～（仮）豊岡ＩＣ間のルート確定を促進 

○インターチェンジアクセス道路の整備を推進（国道３１２号大宮峰山インター線） 

■国道１７８号をはじめとする丹後半島一周道路や山陰海岸ジオパーク関係路線の整備

を推進します。 

○国道１７８号（カマヤ工区、袖志工区） 

○網野岩滝線（外村バイパス) 

○浜丹後線（上野平バイパス) 

○間人大宮線（丹後工区） 

○宮津養父線（岩屋峠） 

○掛津峰山線（丹波バイパス) 

■「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」により、防災上重要な道路の総

合的な防災対策を推進します。 

○国道１７８号（宮津市里波見～長江）の道路強靱化を推進（再掲） 

■ＡＩ・ＩｏＴなど最新技術を活用し、その利便性が実感できる地域づくりを推進しま

す。 

○ＡＩを活用した災害予測や、ＩＣＴを活用した遠隔診療、ＭａａＳなど、府民生活に

身近な、防災・医療・交通等の分野におけるデジタル技術の実装を促進 

○地域でのキャッシュレス化の取組を支援 
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  （２）地域が誇りを持てる活力ある産業づくり 

 

オ 事業継続・承継の支援や新たな起業の促進（戦略５） 

 

現状分析・課題 

■地域を支える中小企業が、コロナ禍で変化しているビジネス環境に柔軟に対応し、事業

を継続・発展させることが必要です。 

■織物業や機械金属関連産業、観光業など、丹後地域を支える基幹産業においては、後継

者と熟練技能者不足が深刻化し、円滑な事業を適切に承継していくことが重要な課題

となっています。 

■丹後地域の優れた自然景観や歴史、文化、豊かな食、ものづくりの伝統・技術など様々

な資源を活用した「新たな起業」を促進することが求められています。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■厳しい経営環境にある中小企業の経営と円滑な事業承継を支援します。 

 ○金融機関、経営支援機関が一体となった伴走支援体制を構築し、厳しい経営環境にあ 

る中小企業の事業継続を支援 

○多様な事業承継セミナーの開催や創業希望者と後継者不在企業とのマッチング、Ｍ

＆Ａ手法の活用等により、中小企業の事業承継を支援 

■起業しやすい環境づくりに向けた取組を推進します。 

○京都経済センター、京都産業２１、商工団体及び金融機関等の関係団体と情報共有を

行い、セミナーや個別相談によるガイディング、各種補助金の活用や融資による連携

した伴走型支援を実施 

○商店街の空き店舗、空き家を活用したチャレンジショップやサテライトオフィスの

設置等の取組を市町と連携して支援 

  



 

- 151 - 

 

  （３）地域を支える人材の確保・育成 

 

 ア 移住・定住の推進（戦略１） 

 

現状分析・課題 

■人口の減少に対応し、地域社会の活力の向上と持続的発展を図るために、移住の促進と

移住者等が活躍することのできる地域づくりを推進することが必要です。 

■地域の担い手確保に向けて、丹後に関心を持つ関係人口の拡大や都市部の若年層を中

心とした外部人材の移住を促進するための取組の強化が必要です。 

■移住者のための住居の確保と空家を移住希望者とマッチングする仕組みが必要です。 

（空家率：宮津市２７．４％、京丹後市１３．７％、与謝野町１３．５％（伊根町はデ

ータなし）出典：２０１８総務省住宅・土地統計調査） 

■外国人が安心して暮らせる環境の整備と多文化共生の取組が必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■移住・定住に係る関係団体で組織する移住・定住推進のためのプラットフォーム「チー

ム丹後」を中心に、地域一体となって移住・定住を促進します。 

○市町や関係団体と連携し、テレワーク施設やサテライトオフィス等の整備による起

業・創業支援をはじめ、移住後の地域定着までの一貫したサポートを強化 

○京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例に基づく「移住促進特別

区域」の拡大を図るとともに、移住者や関係人口が住民とともに地域社会の担い手と

して活躍できる地域づくりを推進 

○北部地域連携都市圏形成推進協議会が運営する京都府北部ＵＩターンプロジェクト

「たんたんターン」との連携を推進 

■移住希望者の住居を確保するため空家の確保等に取り組みます。 

○居住可能な空家物件の空家バンクへの登録を促進 

○京都府移住の促進及び移住者等の活躍の推進に関する条例に基づき、移住者が居住

する空家の改修等を支援 

■移住者が、地域で安心して生活できるよう、住居の確保だけでなく、就業、修学、出産、

子育て、地域での役割等の必要な情報提供を行うなど、総合的な支援を実施します。 

○移住が円滑に進むよう受入地域における住民の意識の醸成など、あたたかい地域づ

くりに向け研修を実施 

○先輩移住者が移住後の体験や地域の魅力を発信する移住セミナーを開催 

○「丹後らしい暮らし」を体感できる移住者向けの「ふるさと暮らし体感交流ツアー」を

実施 

○移住者と地域とのミスマッチを防ぐため、地域の魅力や移住者に求める人物像など

を地域自らが積極的に発信する取組を支援するとともに、移住前に地域での暮らし

を体験できる機会を創出 

■企業、ＮＰＯ、大学等と地域の関わりを強めることにより、関係人口の拡大や地域コミ

ュニティの活性化を促進します。 

○丹後に関心を持つ都市部企業に積極的に働きかけ、地域外の知識・スキル・人材・資

金等と地域とのマッチングを推進 

〇丹後に興味のある若者と地域を支える魅力的な人材との交流を促進 

■管内の在留外国人が安心して生活できるよう、市町等と連携し、様々な文化交流事業な



 

- 152 - 

 

ど多文化共生に向けた取組を支援します。 

○市町と連携し、日本人住民と外国人住民のつながりの場を創出し、多文化共生の取組

を推進 

○外国人住民の生活や災害時の支援を行うサポート体制を整備 
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  （３）地域を支える人材の確保・育成 

 

 イ 地域企業等と連携した人材の確保・育成（戦略２） 

 

現状分析・課題 

■観光、ものづくり等の地域産業やバス等旅客運送業、医療・福祉分野など多くの分野・

業種で人材不足が深刻化しており、人材確保・人材育成に取り組むことが必要です。 

■過疎・高齢化が顕著な農山漁村地域では、次世代の地域の担い手確保が求められていま

す。 

■農業では、農家戸数の減少と高齢化が進行しており、特に中山間地域の水田地帯での担

い手不足が顕著であり、耕作放棄地の増加が懸念されます。 

■漁業では、海の民学舎において新規就業者の育成が行われているが、府内の漁業就業者

数と漁業経営体の数は減少が続いており、新規就業の促進や個人経営体の育成など、次

代の漁村を支え、経営を担う人材育成の推進が必要です。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■就業支援機関、人材育成機関、産業支援機関、移住施策支援機関と協力し、企業や事業

所の人員確保と人材育成を支援します。 

○就業支援機関等と連携したセミナー関係や、大学訪問等による人材確保の取組を推 

 進 

○男性も女性も、また、あらゆる業種において働きやすい環境（インフラ・勤務体系）

にするための支援 

○市町や産業分野の枠を超えた外国人労働者等確保のための取組を推進 

○府立医科大学附属北部医療センターにおける医師派遣機能の充実による医師不足へ

の対応 

■農村の集落機能の維持に向け、半農半Ｘや農福連携、外国人労働者の雇用など、多様な 

人材による担い手の確保を進めます。 

○ＩＣＴ技術等に精通した若手農漁業者の育成のため、海の民学舎等において研修を

実施 

○国家戦略特区の認定を受けている「農業支援外国人受入事業」を活用した外国人労

働者の確保を支援 

○京都式農福連携事業の推進により、障害者の農業への就業を支援 

■農地保全に向けて、集落営農組織等が中核となった地域の合意形成に向けた取組を支

援します。 

○農地の適正な相続・管理や再生可能農地の担い手への集積を推進 

○農業従事者以外の農村居住者の、農地の持つ多面的機能を意識した保全活動への積

極的な参加を促進 

■海の民学舎生などの意欲ある担い手に漁業が確実に承継され、経営力の高い生産者（漁

業者・企業）が、意欲的かつ効果的な経営を実践し、活躍できる環境整備を推進します。 

○漁業団体、沿岸市町と連携した「海の民学舎」の運営に取り組むとともに、新規就
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業者の育成とチューター（指導役）の配置による新規就業者や若手漁業者への個別

指導とサポートを継続 
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  （３）地域を支える人材の確保・育成 

 

 ウ 誰もが能力を発揮できる環境づくり（戦略３） 

 

現状分析・課題 

■女性の活躍できる環境づくりを一層進めるため、住民や企業等の意識改革や職場環境

のさらなる整備が必要です。 

■少子高齢化が進む丹後地域では、多くの高齢者が現役で農林水産業や織物業などに従

事しており、意欲のある高齢者の活躍を進める取り組みが必要です。 

■人口減少や高齢化が進む農村の集落機能を維持するため、持続的で自立的な農村コミ

ュニティの実現に向けた取組が必要です。 

■人口減少が進み、地域を支える人材が不足する中、地域外の人材が持つ知識・スキルを

地域に取り込むための仕組みづくりが必要です。 

■高齢者・障害のある人が安心して暮らし、地域を担う一員として活躍することが可能な

環境づくりが必要です。（再掲） 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■「輝く女性応援京都会議（地域会議）」を中心に女性活躍の取組を推進するとともに、

頑張る女性のさらなるネットワーク化を進めます。（再掲） 

○地域活動に参画する女性の人材育成や活動支援につながるワークショップやセミナ

ー等を開催（再掲） 

○「子育て環境日本一に向けた職場づくり行動宣言」を行う企業をさらに増やし、男女

が共に働きやすい職場環境づくりを促進（再掲） 

■働く意欲のある高齢者が持つ技術・能力の活用・継承に努めます。 

○シルバー人材センターの運営支援などを通じて、高齢者が持つ技術・経験の積極的

な活用を図るとともに、次世代への継承のための取組を支援（再掲） 

■単独では集落機能を維持することが困難な農村集落が連携する「農村コミュニティ推

進組織」の構築を進めます。 

○農地の保全や生活支援などの地域活動とともに、地域資源を活用した収益活動を行

う「農村コミュニティ推進組織」を設立し、法人化を目指す取組を支援 

○市町に配置された「地域おこし協力隊員」等と連携し、「農村コミュニティ推進組織」 

への伴走支援を実施 

■意欲ある若者など地域に必要な人材を多様な手法により確保するための取組を進めま

す。 

〇丹後地域で地域活動や起業等に取り組もうとチャレンジする若者を支援 

○都市部で活躍しながら丹後と関わる副業人材など、多様な産業人材の確保に向けた

取組を支援 

■高齢者・障害者が地域を担う一員として活躍できる取組を進めます。 

○農福連携の推進による就労促進とともに、障害者福祉事業所における新商品開発や、

販路開拓を支援 
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○京都ＳＫＹシニア大学北部サテライトによる地域を学ぶ講座等を通じ、高齢者が地

域の担い手として活躍できる取組を推進（再掲）  
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  （３）地域を支える人材の確保・育成 

 

 エ 丹後の未来を担う人づくり（戦略４） 

 

現状分析・課題 

■各学校において一人ひとりを大切にした教育活動が展開されるとともに、学校・家庭・

地域・関係機関による連携のもと、それぞれの強みを活かしてつながる教育が一層推進

されるよう取り組むことが必要です。 

■農山漁村地域では、都市部に比べて地域内の人材等が不足しており、都市部とのネット

ワークの充実を図る取組が必要です。 

■丹後における食育について、各取組の連携が広がりつつあります。引き続き、学校現場

での取組だけでなく、地域全体としての取組に対する支援を行っていく必要がありま

す。 

■平成３０（２０１８）年にＮＰＯ法人国際ボランティア学生協会（通称：ＩＶＵＳＡ）

と丹後広域振興局との間で包括連携協定を締結し、年間延べ２００名を超える大学生

ボランティアが管内で活動していますが、さらなる取組の広がりが望まれます。 

 

４年間の対応方向・具体方策 

■丹後で生まれ育つ子どもたちがふるさと丹後に誇りと愛着をもち、次代の地域づくり

の担い手となるような教育を進めます。 

○地域の歴史、文化、伝統産業等に関する学習を促進するとともに、地域とのつながり

や社会の担い手としての意識をはぐくむための取組を推進 

○ふるさと丹後への誇りと愛着の醸成を図るため、学校・家庭・地域が連携し、子ども

たちが心豊かで健やかに育つ環境づくりを推進（再掲） 

○丹後の子どもたち一人ひとりに正面から向き合い、自立に向けた個性や能力を最大

限伸ばすことができるよう総合的に学びをコーディネートできる「学校力」の向上 

■未来の農山漁村を支えるため、子どもたちや都市部の住民等に農林水産業や農山漁村

の魅力を発信するとともに、農業分野以外の企業や都市部住民が丹後の農林水産業や

農山漁村地域を支える取組を進めます。 

○農山漁村での協働活動に地域コミュニティの一員として参加する「参加型住民づく

り事業」、子どもたちが農業農村の多面的機能を学習・体験する「ふるさと発見隊」、

都市住民がふるさとの守り手として参加する「さとボラ」、学校と農村地域が連携す

る「教育実践パートナーシップ活動」、府民参加で森を守り育てる「京都モデルフォ

レスト運動」を推進 

■食育を通じた未来の丹後を担う人づくりを進めます。 

○地域住民一人ひとりが丹後地域への愛着を深めるとともに、丹後の食文化を他の地

域にも発信できるよう、関連企業と高校生の連携による、丹後ならではの食育を推進 

○食育活動のネットワーク化を進めるとともに、地域で食育を推進する中核的な食育

ボランティアを育成 

■地域と大学生との協働事業を推進し、地元の高校生等との交流を通じ、未来を担う人づ
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くりを進めます。 

○地域団体と大学生ボランティア等が協働した環境保全などの取組を推進 

○地元高校生等と丹後地域で活動する大学生等との交流を通じて、地域の未来を担う

高校生が地域に主体的に関わる意識をはぐくむ取組を推進 
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４ 広域連携プロジェクト（エリア版） 

 

○京都府北部地域連携都市圏広域連携プロジェクト 

京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会が、観光や産業、教育、医療、交通、環境等

の各分野で、水平型の連携により実施している先駆的な取組の深化と協働して、日本海側

最大級の都市圏の形成と地域の発展を目指します。 

京都舞鶴港や高速道路網の基盤整備を進めるとともに、豊かな自然環境や産業集積地

が共存する強みを生かし、新たな産業拠点の形成や、他地域から人々を呼び込める職住一

体型の持続可能な生活圏の構築を進めます。 

 

＜主要な方策＞ 

●京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会と連携した複合的な政策間連携の深化

（セカンドステージ） 

●医療機関間の機能分担と連携強化による持続可能な医療提供体制の確保 

●関西経済圏の日本海側ゲートウェイ化（環日本海人流促進） 

●世界最高レベルのシルクと染めの技術を活用したテキスタイル産地の形成 

●脱炭素、資源の水平リサイクル等のサスティナブル産業の集積拠点の形成 

●福知山、綾部の産業団地をはじめ、北部のものづくり産業の産学公連携によるステッ 

プアップ 

●地域産業を支える北部物流拠点の形成 
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丹後地域振興計画の数値目標

（２）稼ぐ力の強化による産業振興

指標名称 単位
基準値
(2022年)

数値目標
(2026年)

80

（１）住み続けることができる安心安全な地域づくり

10
農林水産業へのＡＩ・ＩＣＴなどの先端技術導入事例数
（累計）

件 22 60

件 41

4 福祉避難サポートリーダー人材養成数（累計） 人 318 378

5
きょうと子育て応援パスポートアプリ「まもっぷ」に掲載
する丹後管内の協賛企業・子育て応援施設数

箇所 218 300

11 ６次産業化取組支援件数（累計）

9 管内の製造品出荷額等 億円
1,066

(2020年）
1,200

8 管内宿泊者数 千人 643 1,000

7
管内観光消費額単価

円
3,981

(2021年）
5,700

6
管内観光消費額
（府域の住民１人当たりの額）

円
154,478
(2021年）

181,000

3 人権に関する啓発活動の取組回数 回 35 70

2 きょうと健康づくり実践企業認証取得企業数（累計） 事業所 8 12

1 土砂災害に対する要対策箇所の整備済数（累計） 箇所 198 203

指標名称 単位
基準値
(2022年)

数値目標
(2026年)
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　地域振興計画に掲げた取組について、その進捗を客観的に評価するため、計画の最終年（２０２３年）における数
値目標を設定します。※他の計画に位置付けられた数値目標を本計画において設定しているものについては、他の
計画期間の満了等によりその計画が改定された場合は、改定後の計画で位置付けられた数値目標に置き換えるも
のとします。

エ

目標設定の考え方

2023年度：333
2024年度：348
2025年度：363
2026年度：378

ウ

2023年度：1,100
2024年度：1,130
2025年度：1,160
2026年度：1,200

イ

丹後広域振興局に
よる実態把握

ＡＩ・ＩＣＴ（情報通信技術）等先端技術導入
事例を毎年度新たに１０箇所程度確実に増加

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：733
2024年度：823
2025年度：913
2026年度：1,000

京都府観光入込客
等調査
京都府人口推計
（京都府）

2023年度：161,000
2024年度：168,000
2025年度：174,000
2026年度：181,000

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：43
2024年度：52
2025年度：61
2026年度：70

2023年度：30
2024年度：40
2025年度：50
2026年度：60

2023年度：240
2024年度：260
2025年度：280
2026年度：300

イ

京都府全体の子育て応援パスポート協賛店舗目
標（令和６年度までに5500店舗）を参考に、丹
後管内店舗数で割り戻した数を上回る箇所数
（毎年20箇所増）を目標とする

丹後広域振興局に
よる実態把握

丹後管内の一般避難所（２７５箇所）数に応じ
た一定数の養成が進んでいるため、今後は既受
講者のフォローアップ研修の展開により、地域
における要配慮者支援の啓発を促進していく。

６次産業化支援件数を毎年度新たに10件程度増
加

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：50
2024年度：60
2025年度：70
2026年度：80

ウ

ア

稼ぐ力の強化の取組を進めることにより、過去
５年間で最も多い出荷額である1,142億円を超
える1,200億まで増加

工業統計調査（経
済産業省）

コロナ禍で落ち込んだ宿泊者の回復をめざし、
２０２６年にはコロナ禍の影響を受けていない
２０１８年より増の１００万人をめざす

京都府観光入込客
調査（京都府）

京都府観光入込客
等調査（京都府）

2023年度：4,300
2024年度：4,800
2025年度：5,200
2026年度：5,700

ア
危機克服会議の提言で示された、観光を入口と
した地域経済の活性化をめざす。

ア
危機克服会議の提言で示された、観光を入口と
した地域経済の活性化をめざす。

参考年間目標
関連
方策

出典

ウ目標年度までに啓発取組回数を倍増

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：9
2024年度：10
2025年度：11
2026年度：12

イ
「がん対策基本計画」の目標数値（２００社）
のうち、丹後地域の府内に占める事業所数の割
合で設定

ア

参考年間目標
関連
方策

毎年度確実に、緊急性の高い箇所を優先して整
備

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：
2024年度：
2025年度：
2026年度：

目標設定の考え方 出典
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23 83

13 管内への移住者数（累計） 人 138

17
食育事業（きょうと食いく先生派遣事業）の取組への
参加者数

人 540 850

15
農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）を形成した地域
（累計）

地区 0 3

14 新規就農数（累計）

5016

経営体

子ども達が農業、農村、歴史、生態系について学習す
る取組む組織数

組織 33

1,250

指標名称 単位
基準値

(2022年)
数値目標
(2026年)

18
地元の高校卒業者で就職した者のうち、地元に就職し
た者の割合

％
65.1

(2021年度）
67

（３）地域を支える人材の確保・育成

指標名称 単位
基準値

(2022年)
数値目標
(2026年)

12 管内新規開業事業所数（累計） 事業所
200

(2015～2016年
平均）
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（注）統計手法の変更等により、現時点の目標数値と変更後の手法で得られた数値が大きく増減

　　　した場合、その伸び率等を勘案した数値に置き換えるものとします。

毎年度、基準年を超える新規就農数（企業参
入、農業法人、集落営農組織設立、認定農業者
数等）を確保

2023年度：35
2024年度：40
2025年度：45
2026年度：50

エ

京都府農林水産部
による実態把握

2023年度：３８
2024年度：５３
2025年度：６８
2026年度：８３

イ

中山間地域においてモデル的に、複数の農村集
落の機能を補完する地域運営組織を形成した地
域（農村型地域運営組織形成支援事業の完了地
域）

京都府農林水産部
による実態把握

２０２６年度までの間に農業の持つ多面的持続
活動に取り組んでいる組織の1/3程度が子ども
たちに向けて学習に取り組むことをめざす

丹後広域振興局に
よる実態把握

丹後広域振興局に
よる実態把握

2023年度：615
2024年度：690
2025年度：765
2026年度：850

エ
きょうと食いく先生派遣事業等の取組実施によ
り参加者の増加を図り、食育の普及啓発、関心
を高める

2023年度：0
2024年度：2
2025年度：2
2026年度：3

ウ

京都府農林水産部
による実態把握
（市町村等からの
聞き取り）

2023年度：500
2024年度：750
2025年度：1,000
2026年度：1,250

ア

府全体の目標値７，０００人の設定に合わせ、
２０２２年度～２０２６年度までの５年間で丹
後地域の移住者１，２５０人（府全体の約
18％）をめざす

関連
方策

出典 参考年間目標

2027年：1,200
（調査年）

目標設定の考え方 出典 参考年間目標

オ

関連
方策

経済センサス（総
務省）（５年ごと
に調査）

毎年、基準年を超える65%以上の状況を持続さ
せる

丹後広域振興局に
よる実態把握

53
（毎年度）

エ

目標設定の考え方

毎年、基準年と同水準（年間２００件）の新規
開業事業所数を維持し、２０２３年～２０２７
年までの５年間で１，２００件の新規開業をめ
ざす（※調査の設定年に合わせて２０２７年を
目標とする）

 


